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は じ め に

産科医療補償制度 (以下 、 ｢本制度 ｣ と い う ) は 、 分娩に関連 して発症 し た重度脳性

麻痺児 と そ の家族の経済的負担を速やかに補償する と と も に 、 脳性麻痺発症の原因分
析を行い 、 同 じ よ う な事例の再発防止 を行 う こ と な ど 々こ よ り 、 紛争の防止 ･ 早期解決
お よ び産科医療の質の向上を図 る こ と を 目 的 と して 、 2 0 09 年 (平成 2 1 年) 1 月 に創

設 さ れた 。

本制度は 、 早期 に創設す る た め に限 られたデー タ を も と に設計 さ れた こ と な どか ら 、

本制度の創設に関 して検討が行われた ｢産科医療補償制度運営組織準備委員会 ｣ の報

告書 1 ) において 、 ｢遅 く と も 6 年後 を 目 処に 、 本制度の 内容について検証 し 、 補償対

象者の範囲 、 補償水準 、 保険料の変更 、 組織体制等について適宜必要な見直 し を行 う ｣

と さ れた 。

こ の た め 、 産科医療補償制度運営委員会 (以下 、 ｢運営委員会 ｣ と い う ) において 、

20 1 2 年 2 月 か ら 制度の見直 し に 向 けた議論が開始 さ れ 、 補償対象範囲 、 補償水準 、 掛

金の水準 、 剰余金の使途、 原因分析の あ り 方 、 調整の あ り 方 、 紛争防止 ･ 早期解決に

向 けた取組み等が制度見直 し に係 る検討課題 と して挙げ ら れた 。

こ の う ち 、 補償対象範囲 、 補償水準 、 掛金の水準 、 剰余金の使途等の検討課題につ

いて は 、 補償対象者数等を明 ら か に した上で検討す る 必要が あ る が 、 本制度の補償申
請期限は児の満 5 歳の誕生 日 であ り 、 制度創設年であ る 2009 年生まれの児において

は 20 1 5 年中頃 ま で補償対象者数は確定 し ないた め 、 小児神経科医 、 リ ハ ビ リ テ ーシ

ョ ン科医 、 産科医 、 新生児料医 、 疫学等の専門家か ら構成 さ れ る ｢ 医学的調査専門委

員会｣ (以下 、 ｢ 当 委員会 ｣ と い う ) を設置 し 、 補償対象者数の推計 、 お よ び制度見直
しの検討に あた っ て必要な脳性麻痺発症等に関す る デー タ の収集 ･ 分析等を行い 、 具

体的な議論を行え る よ う 整理す る こ と と さ れた 。

当 委員会では 、 限 ら れた時間の 中で新た に全国的な調査を実施す る こ と は困難であ

っ たた め 、 本制度創設時に調査分析が行われた沖縄県、 お よ び栃木県 と 三重県におい

て地域別調査を実施 し 、 こ れ ら の調査結果を も と に分析を行 っ た 。 こ れ ら の調査には

沖縄小児発達セ ン タ ー の當山真弓調査者、 當 山潤調査者 、 国際医療福祉 リ ハ ビ リ テー
シ ョ ンセ ン タ ーなす療育園 の下泉秀夫調査者 、 三重大学の池田智 明調査者に ご協力い

ただいた。 ま た 、 宮崎大学等にお け る既存の調査研究お よ び関連の文献等を参考に 、

精度の高いデー タ を整理す る こ と に努めた。

今後 、 補償対象範囲 、 補償水準 、 掛金の水準 、 剰余金の使途等の検討に あた っ て は 、

本報告書に整理 したデー タ 等 を参考 と さ れ 、 本制度の さ ら な る 充実が図 られ る こ と を

願 っ てい る 。
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医学的調査3 . 医子 講

1 ) 調査の 目 的

当委員会では次の 目 的 のた め医学的調査を実施 し 、 こ れ ら の調査で得 られたデー タ

を も と に分析 した 。

①現行の本制度におけ る補償対象者数の推計を行 う 。

②運営委員会 にお け る 制度見直 し の検討に あた っ て必要な脳性麻痺発症等 に関す

る デー タ の収集 ･ 分析等を行い 、 具体的な議論を行え る よ う 整理す る 。

2 ) 調査の方法

沖縄県 、 栃木県 、 三重県において 、 それぞれの調査者に よ り 地域別調査を以下の調

査方法で実施 した 。 ま た 、 こ れ ら の地域別調査で得 られたデー タ を補完する 目 的で 、

宮崎大学の既存の調査研究 2 ) お よ び周産期母子医療セ ン タ ーネ ッ ト ワ ー ク デー タ ベー

ス のデー タ を活用 し た 。 さ ら し こ 、 早期診断に関 して は 、 本制度の専用診断書を作成 し

た診断医へのア ンケー ト 調査を実施 した。

G中縄県調査】

沖縄県において脳性麻痺児の療育を行 っ てい る 5 つ の施設 と 離島で行われてい る

巡回診療の診療録よ り 後方視的に調査を行っ た 。 調査項 囲ま 、 脳性麻痺児の生年月

日 、 性別 、 在胎週数 、 出生体重 、 病歴 、 画像所見 、 身体障害者障害程度等級 、 粗大
運動能力分類シス テム (Gros s Motor Funct1on C1as罐鑪cation System ; GMFCS )

と した。

分析 した調査対象は 、 沖縄県において 2006 年か ら 2009 年に 出生 した脳性麻痺児

について今回新たに調査を行い 、 こ れま で調査を行 っ ていた 1988 年か ら 2005 年 に

出生 した脳性麻痺児 を含む 22 年間に沖縄県にて 出生 した脳性麻痺児 696 例 と した。

【栃木県調査】

身体障害者手帳に係 る認定お よ び発行等の事業を行っ てい る 栃木県身体障害者更

生相談所 と 宇都宮市障がい福祉課 (以下 、 ｢身体障害者更生相談所｣ と い う ) にお け

る調査 、 お よ び栃木県内の 5 つの 医療型障害児入所施設 と 2 つの医療型児童発達支

援セ ン タ ー におけ る調査を行っ た 。

調査対象は 、 身体障害者更生相談所調査では 、 20 0 5 年か ら 2009 年に 出生 し 、 栃

木県の身体障害者更生相談所で身体障害者福祉法第 1 5 条第 4項の別表に あ る 肢体不

自 由 に該当 す る と して身体障害者手帳が発行 さ れた児の身体障害者診断書 ･ 意見書

等を も と に脳性麻痺 と 判断 した児であ る 。

ま た 、 施設調査では 、 2006 年か ら 2009 年に 出生 し 、 栃木県内の 5 つ の医療型障

害児入所施設お よ び 2 つ の医療型児童発達支援セ ン タ ー に入院 (入所) 、 通院 (通所)
し てい る ま たは し ていた脳性麻痺児であ る 。

調査項 目 は 、 身体障害者更生相談所では以下の調査項 目 1 、 ま た施設調査では以

下の調査項 目 2 と した。

①調査項 目 1 : 生年月 日 、 性別 、 出生体重 、 在胎週数、 身体障害者障害程度等級 、

児の先天性要因 ま たは新生児期 の要因 に該当す る 疾患等の有無 ( ｢有 ｣ の場合は

そ の診断名 ) 、 周産期の疾患等の有無 ( ｢有 ｣ の場合はそ の診断名 ) 、 横地分類 (改

定大島分類) に も と づ く 移動機能 レベルお よ び知能 レベル 、 GMFCS 、 居住地

市町村 コ ー ド 、 移動手段の状況 (車椅子 、 バ ギー 、 杖、 補袋用具等) 、 疾病 ･ 外

3



傷発生年月 日 、 障害固定ま たは障害確定 (推定) 年月 日 、 診断 日

②調査項 目 2 : 生年月 日 、 性別 、 出生体重 、 在胎週数 、 身体障害者障害程度等級、
先天性の要因ま たはに該当す る 疾患等の有無 ( ｢有 ｣ の場合はそ の診断名 ) 、 周

産期の疾患等の有無 ( ｢有 ｣ の場合はその診断名 ) 、 横地分類 (改定大島分類)

に も と づ く 移動機能 レベルお よ び知能 レベル 、 GMFCS 、 移動手段の状況 (車

椅子 、 バ ギー 、 杖 、 補装用具等 ) 、 当 該施設初診 日 、 当 該施設最終受診 日

分析 した調査対象は 、 身体障害者更生相談所調査 と 施設調査を行っ た脳性麻痺児
について 、 生年月 日 、 性別 、 居住地市町村 コ ー ド 、 出生体重 、 在胎週数等で突合 し

た 1 86 例 と し た。

【 三重県調査】

栃木県にお け る 調査 と 同様に 、 三重県障害者相談支援セ ン タ ー (以下 、 ｢身体障害

者更生相談所｣ と い う ) にお け る調査 、 お よ び三重県内 の 4 つ の 医療型障害児入所
施設 と 5 つ の周産期母子医療セ ン タ ーにおけ る調査を行っ た。

調査対象は 、 身体障害者更生相談所調査では 、 200 5 年か ら 2009 年に 出生 し 、 三

重県の身体障害者更生相談所で身体障害者福祉法第 1 6 条第 4項の別表にあ る肢体不
自 由 に該当す る と し て身体障害者手帳が発行 さ れた児の身体障害者診断書 ･ 意見書
等を も と に脳性麻痺 と 判断 した児であ る 。

ま た 、 施設調査では 、 200 5 年か ら 2009 年に 出生 し 、 三重県内 の 4 つの医療型障
害児入所施設お よ び 5 つ の周産期母子医療セ ン タ ー に入院 (入所) 、 通院 (通所) し
てい る ま た は していた脳性麻痺児であ る 。

調査項 囲ま 、 栃木県にお け る 調査 と 同様に 、 身体障害者更生相談所では上記の調
査項 目 1 、 ま た施設調査では上記の調査項 目 2 と し た 。

分析 した調査対象は 、 身体障害者更生相談所調査 と 施設調査を行っ た脳性麻痺児
について 、 生年、 性別 、 出生体重 、 在胎週数等で突合 した 243 例 と し た 。 なお 、 当

委員会においては調査者のデー タ を改めて整理 して ま と め たた め 、 脳性麻痺児数は
当委員会の報告書 と 参考資料 と して添付 した調査者の報告書 と で少 し差が あ る 。

【宮崎大学の調査研究】

宮崎県では 、 1997年か ら 県全域の フ ィ ール ド研究を開始 し 、 周産期死亡 と 神経予
後不良症例 を個別調査 ･ 登録 してお り 、 分娩時の低酸素状況に関 して宮崎大学の池
ノ 上克氏 、 鮫島浩氏 、 児玉 由紀氏を 中 心･ に研究が行われていたので 、 そ の報告の-

部を提供いただき 、 後述す る 主に補償対象基準の 中 の個別審査基準の分析にあた っ

て活用 し 、 地域別調査の結果に も と づ く 分析等を補強 した 。 調査対象は 1 998年か ら
20 1 0年に宮崎県で出生 した脳障害事例274例で あ る 。

3 ) 分析の方法

地域別調査で得 ら れたデー タ か ら 、 脳性麻痺の発生率、 重症度に 関す る事項 、 補償
対象基準に関す る事項 (在胎週数別お よ び出生体重別脳性麻痺数、 個別審査基準に関
す る事項) 、 除外基準に関す る 事項について比較 して分析 した。

補償対象基準に関す る事項の う ち個別審査基準に関す る 事項について は 、 臍帯動脈

血の pH 値お よ び胎児心拍数陣痛図のデー タ を も と に個別審査基準に該当す る割合を
分析す る 必要が あ る 。 沖縄県にお け る調査では 、 こ れ ら のデー タ の取得が困難であ っ
た こ と か ら 、 周産期の状況や頭部画像所見 、 ア プガー ス コ ア等の情報を も と に本制度
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の審査委員会 (以下 、 ｢審査委員会 ｣ と い う ) の審査の考え方に よ っ て可能な範囲で分
析 した。 審査委員会の審査の考え方で個別審査基準に該 当 し ない と 判断で き ない事例

を 、 当 委員会では ｢個別審査基準に該当す る ｣ 事例 と し た 。 栃木県にお け る調査では 、

こ れ ら のデー タ の取得が困難であ っ た。 三重県にお け る調査では 、 一部の事例で臍帯

動脈血の pH 値お よ び胎児心拍数陣痛図のデー タ が取得でき たので 、 それ を も と に分
析 した 。

ま た 、 栃木県にお け る調査では 、 分娩時の低酸素状況に関 して十分なデー タ が得 ら
れなかっ たので 、 宮崎大学か ら提供いただいた分娩時の低酸素状況に関す る デー タ を

も と に分析 した 。

除外基準に関す る 事項について は 、 審査委員会において ｢除外基準に該当す る 疾患

等の存在が明 ら かであ り 、 かつそ の疾患等が重度の運動障害の主な原因であ る こ と が

明 ら かな場合｣ に除外基準に該当 す る と 判断 してい る 。

補償対象者数の推計等に あた っ て は 、 こ の よ う な除外基準に関す る 審査委員会の考

え方を踏ま えて検討す る 必要が あ る こ と か ら 、 沖縄県 、 栃木県 、 三重県の各県の調査

で得 られたデー タ につ き 、 調査者において除外基準に該当す る と 判断 し た事例 につい

て 、 当 委員会において除外基準に関す る 審査委員会の考え方に も と づいて除外基準に

該 当 す る か否かの判断を行っ て分析 した 。 調査者において除外基準に該当す る と 判断

し た事例を除 く 事例 、 お よ び調査者において除外基準に該当す る と 判断 した事例の 中

で 、 審査委員会の審査の考え方で除外基準に該当 し ない と 判断 した事例を 、 当 委員会

では ｢除外基準に該当 し ない ｣ 事例 と し た 。 ま た 、 調査者において除外基準に該当 す

る と 判断 した事例の 中で 、 審査委員会の審査の考え方で除外基準に該当 し ない可能性

が あ る と 判断 した事例 を 、 当 委員会では ｢除外基準に該 当 し ない可能性が あ る ｣ 事例

と した 。

4 ) 補償対象 と な る 重度脳性麻痺の考え方

本制度では補償 申請 さ れた事案について 、 ま ず専門 の医師が 、 提出 さ れた専用診断

書等に よ り 書類審査を行い 、 さ ら に産科医 、 小児科医 、 リ ハ ビ リ テ ーシ ョ ン科医 、 有
識者等か ら構成 さ れ る審査委員会で審査 して 、 補償対象か否かを判断 してい る 。

本制度で補償対象 と な る 重度脳性麻痺は 、 本制度の補償約款に も と づ き 以下の 3 つ

の条件を満た し た場合であ る 。 ｢脳性麻痺｣ の定義は 、 ｢受胎か ら新生児期 (生後 4 週

間以内 ) ま での間 に生 じた児の脳の非進行性病変に も と づ く 、 出生後の児の永続的か

つ変化 し う る運動ま たは姿勢の異常をいい ます。 ただ し 、 進行性疾患 、 一過性の運動

障害ま た は将来正常化する であ ろ う と思われ る運動発達遅滞を除き ます ｣ と して い る 。

①重症度

身体障害者福祉法施行規則 に定め る 身体障害者障害程度等級 1 級ま た は 2 級に

相 当す る 。

②補償対象基準

次の 1 ま たは 2 のいずれかの状態で出生 してい る * 。

1 . 出生体重が 2 , 000 g 以上で あ り 、 かつ在胎週数が 3 3 週以上であ る こ と
2 . 在胎週数が 28 週以上であ り 、 かつ次の ( 1 ) ま た は (2) に該当す る こ と

( 1 )低酸素状況が持続 して臍帯動脈血 中 の代謝性ア シ ドー シ ス (酸性血症)

の所見が認め ら れ る 場合 (PH 値が 7 . 1 未満)

(2)胎児心拍数モニ タ ーにおいて特に異常のなかっ た症例で 、 通常 、 前兆 と な

る よ う な低酸素状況が前置胎盤 、 常位胎盤早期剥離 、 子宮破裂 、 子癇 、 臍
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帯脱出等に よ っ て起 こ り 、 引 き続き 、 次の イ か らハま でのいずれかの胎児

心拍数パ タ ー ンが認め られ 、 かつ 、 心拍数基線細変動の消失が認め られ る

場合

イ 突発性で持続する徐脈

ロ 子宮収縮の 50%以上に出現す る 遅発一過性徐脈

ノ ･ 子宮収縮の 5 0%以上に出現する変動一過性徐脈

* 本制度において 、 1 は ｢一般審査｣ の基準 、 2 は ｢個別審査｣ の基準 と して

い る 。

③除外基準 (補償対象 と な ら な い基準) *

児の先天性要因 (両側性の広範な脳奇形、 染色体異常 、 遺伝子異常 、 先天性代

謝異常ま たは先天異常) 、 ま た は児の新生児期の要因 (分娩後の感染症等) に よ

っ て発生 した脳性麻痺に該当せず 、 児の生後 6 ヶ 月 未満の死亡 に も該当 し ない。

* 本制度でい う ｢ 除外基準｣ は 、 補償対象 と な ら な い事 由全般ではな く 、 児 の

先天性要因 ま た は新生児期の要因 を指 してい る 。 なお 、 妊婦の故意 ･ 重過失

や地震 ･ 噴火等の天災等に よ る脳性麻痺も補償対象か ら 除外 さ れ る 。

審査委員会にお け る 審査等では主に次の よ う な特徴が あ る 。

①重症度

速やかに補償する こ と が で き る よ う 、 ｢下肢 ･ 体幹 ｣ と ｢上肢｣ それぞれについ

て 、 年齢ご と の発達 も 考慮 し な が ら 将来の永続的な状態を早期かつ正確に判断

す る た め 、 GMFCS を参考に し て作成 さ れた本制度専用 の診断基準お よ び専用

診断書に よ り 判定 してい る 。

②補償対象基準

一般審査の基準 ( 出生体重が 2 , 0 00 g 以上であ り 、 かつ在胎週数が 3 3 週以上で

あ る こ と ) に該当す る 場合は 、 分娩中 の異常や出生時の仮死が認め られな く て

も 、 補償対象基準を満たす と 判断 し てい る 。

ま た 、 個別審査の基準 (在胎週数が 28 週以上であ り 、 臍帯動脈血中 の代謝性ア

シ ドーシス 、 ま た は胎児心拍数基線細変動の消失等の低酸素状況を示す所見が

あ る こ と ) にお け る 胎児心拍数陣痛図等に係 る 判断において 、 仮にデー タ が取

得で き なかっ た場合について も 、 緊急性等に照 ら してやむを得な い合理的な事

情が あ り 、 診療録等か ら低酸素状況が生 じていた こ と が 明 ら かであ る と 考え ら

れ 、 も しデー タ が あれば基準を満た していた可能性が極めて高い と 考え ら れ る

場合は 、 補償対象基準を満たす と 判断 してい る 。

③除外基準

除外基準に示 さ れ る 疾患等が あ っ て も 、 それが重度の運動障害の主な原因であ

る こ と が 明 ら かでない場合 、 お よ び分娩後に発症 した感染症等が あ っ て も 、 妊

娠や分娩 と は無関係に発症 した も のであ る こ と が 明 ら かで ない場合は 、 除外基

準に該 当 し な い と 判断 し てい る 。
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4 調査の結果

1 ) 脳性麻痺の発生率

【沖縄県調査】

1 988 年か ら 2009 年の 22 年間 に 出生 し た脳性麻痺数 696 例 についてみ る と 、 脳性

麻痺の発生率は出生 1 ' 0 00 対 1 . 9 で あ っ た 。

こ の う ち 、 2 0 0 5 年か ら 2009 年の 5 年間に出生 した脳性麻痺数 1 34 例 についてみ る

と 、 出生 1 , 0 0 0 対 1 . 6 で あ っ た 。

表 1 1 9 8 8 年か ら 20 0 9 年の沖縄県に お け る脳性麻痺発生率

生 年
発生率

( 出 生 1 00 0対 )
総出生数 * 図性麻痺数

1 9 8 8年 2 . 0 1 8 , 90 3 3 7

1 9 89年 1 ･ 7 1 8 , 1 1 1 3 0

1 9 90年 2 . O 1 7 , 088 3 5

1 9 9 1 年 16 17 , 6 3 7 2 7

1 9 9 2年 1 ･ 7 1 7 , 42 1 3 0

1 9 9 3年 1 . 3 1 7 , 1 54 2 3

1 9 9 4年 L 6 1 7 , 3 7 7 2 7

1 9 9 5年 26 16 , 7 8 8 42

1 9 9 6年 1 . 8 1 7 ' 1 1 1 3 1

1 9 9 7年 2 . 5 1 6 , 6 44 4 1

l 9 9 8年 27 16 , 9 5 9 4 5

1 9 9 9年 23 16 ) 70 4 3 8

2000年 1 ･ 7 1 6 , 8 1 5 29

2 00 1 年 2 . 6 1 7 , 20 3 45

2002年 1 . 4 1 6 , 6 1 3 2 3

2 003年 2 . 1 1 6 , 3 46 3 5

2004年 1 . 5 1 6 フ 402 24

200 5年 2 . 2 1 6 , 1 5 3 3 6

2006年 16 1 6 , 5 44 2 5

200 7年 1 . 9 1 6 , 6 42 3 1

2 008年 1 . 3 1 6 , 7 86 2 2

200 9年 1 . 2 1 6 , 7 9 5 20

合 計 1 . 9 3 74 , 1 96 69 6

く再掲 )

2005年~ 200 9年
1 . 6 8 2 , 920 1 3 4

* ~ 把 = ･ 百 一

る 日 本人 ｣ 、 1 9 9 5 年 ~ 200 9年は厚生労働省 人 口 動態統計の ｢ 日
本にお ける 日 本人及び外国人｣ による 。
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【栃木県調査】

200 5 年か ら 2009 年の 6 年間 に出生 した脳性麻痺数 1 86 例 についてみ る と 、 脳性麻

痺の発生率は出生 1 , 0 00 対 2 . 1 であ り 、 年次別では出生 1 , 0 0 0 対 1 . 6 か ら 2 . 6 で あ っ た 。

表 2 2 00 5 年か ら 20 0 9 年の栃木県 にお け る脳性麻痺発生率

生 年
発生率

( 出 生 1 0 0 0対 )
総出生数 * 1 脳性麻痺数 * 2

2005年 L 9 1 7 , 604 3 3

2 00 6年 2 . 3 1 7 , 8 8 6 4 1

2007年 2 . 2 1 7 , 482 3 9

2008年 2 ‐ 6 1 7 , 476 46

2 00 9年 1 . 6 1 7 , 2 1 9 2 7

合 計 2 . 1 8 7 , 66 7 1 86

国人 ｣ による 。

* 2 2 0 0 5年生まれの脳性麻痺数は 、 身体障害者更生相談所の
みのデータである 。

【 三重県調査】

200 5 年か ら 2009 年の 5 年間 に 出生 し た脳性麻痺数 243 例についてみ る と 、 脳性麻

痺の発生率は出生 1 , 0 0 0 対 3 . 0 で あ り 、 年次別では出生 1 , 00 0 対 1 . 9 か ら 3 . 7 で あ っ た 。

表 3 200 5 年か ら 20 0 9 年の三重県にお け る脳性麻痺発生率

生 年
発生率

( 出生 1 000対 )
総出 生数 * 脳性麻痺数

200 5年 3 . 7 1 5 , 7 3 9 5 8

2006年 3 . 6 1 6 , 2 64 5 9

200 7年 1 . 9 1 6 , 1 69 3 1

2 00 8年 2 . 6 1 6 , 0 7 7 42

2009年 3 . 3 1 5 フ 990 5 3

合 計 3 ‐ O 8 0 , 2 3 9 2 4 3

* 旱 " □ ‘態 抑 。 こ

国 人 ｣ に よる 。

【考察】

沖縄県において は 1988 年か ら 2 009 年生の 2 2 年間 に 出生 した脳性麻痺の発生率は

出生 1 , 0 0 0 対 1 . 9 、 2 0 0 5 年か ら 2009 年の 5 年間では出生 1 , 0 0 0 対 1 . 6 で あ り 、 栃木
県においては 200 5 年か ら 2009 年の 5 年間で出生 し 000 対 2 . 1 、 三重県 において は 2005

年か ら 2009 年の 5 年間で出生 1 , 0 0 0 対 3 . 0 と 、 沖縄県お よ び栃木県 、 三重県で差の あ

る 結果 と な っ た。

こ の こ と について 、 栃木県お よ び三重県の調査では身体障害者更生相談所にお け る

調査で情報が十分でなかっ たた め 、 脳性麻痺ではない児が含まれてい る 可能性 、 お よ

び施設調査 と の突合が十分でな く 、 身体障害者更生相談所調査にお け る 分析対象 と 施

設調査にお け る 分析対象に重複の可能性が あ る と 考 え られ る 。

脳性麻痺の診断は生後一定期間が経過 してか ら行われ る こ と が多 く 、 沖縄県の 2008
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年や 2009 年お よび栃木県の 2009 年の発生率が特に低い こ と し こ ついて は 、 ま だ早期の
診断が比較的難 しい軽症の脳性麻痺児等が必ず し も 十分に把握 さ れていない可能性が

あ る と 考 え られ る 。

な お 、 脳性麻痺の発生率について は 、 本制度の創設時に取 り ま と め られた ｢産科医
療補償制度設計に係 る 医学的調査報告書｣ 4 ) ( 以下 、 ｢食｣設時医学的調査報告書｣ と い

う ) において 、 国内外か ら の報告が あ り 、 出生 し 000 人 あ た り 概ね 2 , 2~ 2 . 3 人程度で
あ ろ う と 考 え られた 。
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2 ) 重症度に関す る事項

○中縄県調査】

調査対象の 696 例か ら 欠損値が あ る (身体障害者障害程度等級、 在胎週数お よ び出

生体重のいずれかの値が把握で き ていない場合を指 し 、 以下同様 と す る ) 1 1 例 を 除 き 、

685 例 について以下の と お り ま と め た。

68 5 例の う ち 、 GMFCS レベルでは補償対象であ る 歩行不能の レベル 3~5 が 468

例 ( 68%) であ り 、 補償対象外であ る 歩行可能の レベル 1~2 が 2 1 7 例 ( 3 2%) であ っ た 。

最重度の レベル 5 は 2 1 3 例で全体の 3 1%であ っ た 。

身体障害者障害程度等級では 、 1 級 ･ 2 級相 当 が 52 3 例 ( 7 6%)で あ り 、 3 級以下が 162

例 ( 24%) で あ っ た 。

表 4 沖縄県に お け る GMFCS レベル別脳性麻痺数

GMFCS レバリ レ 脳性麻痺数 割 合

補償対象外

レベル 1 制限なuこ歩く 1 36 20%

レベル2 制限を伴って歩く 8 1 12%

補償対象

レベル3 手に持つ移動器具を使用 して歩 く 43 6%

レベル4 制限を伴って 自 力移動 2 1 2 3 1%

レベル5 手動車椅子で移動 2 1 3 3 1%

合 計 685 1 00%

表 5 沖縄県に お け る身体障害者障害程度等級別脳性麻痺数

身体障害者障害程度等級 脳性麻痺数 割 合

1 ･ 2級相 当

(補償対象)

1 級 4 1 2 60%

2級 1 1 1 16%

3級相 当 以下

(補償対象外 )
3級以下 162 24%

合 計 685 1 00%

【栃木県調査】

調査対象の 186 例か ら 欠損値が あ る 74 例 を除 き 、 1 1 2 例 について以下の と お り ま と

め た 。

1 1 2 例の う ち 、 身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級相 当 が 1 02 例 (9 1%) 、 3 級以下が

1 0 例 (9%) で あ っ た。
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表 6 栃木県に お け る 身体障害者障害程度等級別脳性麻痺数

身体障害者障害程度等級 脳性麻痺数 割 合

1 ･ 2級相 当

(補償対象 )

1 級 7 6 68%

2級 26 23%

3級相 当 以下

(補償対象外)
3級以下 1 0 9%

合 計 1 12 1 00%

【三重県調査】

調査対象の 243 例か ら欠損値が あ る 5 5 例 を除 き 、 1 8 8 例 について以下の と お り ま と

め た 。

188 例の う ち 、 身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級相 当 が 1 6 1 例 (86%) 、 3 級以下が

2 7 例 ( 1 4%) で あ っ た 。

表 7 三重県に お け る 身体障害者障害程度等級別脳性麻痺数

身体障害者障害程度等級 脳性麻痺数 割 合

事 2級相 当

(補償対象 )

1 級 84 45%

2級 77 4 1%

3級相 当 以下

(補償対象外 )
3級以下 2 7 1 4%

合 計 188 1 00%

【考察】

身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級相 当 の重度脳性麻痺が全脳性麻痺に 占 め る割合

は 、 沖縄県において 76% 、 栃木県において 9 1 % 、 三重県において 86% であ っ た 。

栃木県お よ び三重県において は 、 身体障害者更生相談所調査の調査対象について 、

特に幼少時には重症度の高い脳性麻痺児の身体障害者手帳の 申請が多 く 行われ る傾向

にあ る た め 、 1 級 ･ 2 級相 当 の割合が高 く な っ てい る 可能性があ る と 考 え ら れ る 。

ま た 、 創設時医学的調査報告書におけ る 沖縄県の調査では 、 身体障害者障害程度等

級 1 級 ･ 2 級の割合は 64% であ っ た が 、 重度脳性麻痺が 占 め る割合がやや増加 してい

る 点については 、 比較的軽度であ る 3 級以下の事例数が減少 した こ と に よ る 相対的な

影響の可能性が あ る と 考え られ る 。

沖縄県において GMFCS レベルでは 、 本制度の補償対象 と な る 重度脳性麻痺 と 考え
ら れ る歩行不能例が 68%で あ り 、 身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級相 当 の 76% に比

べ 、 やや低い値 と な っ た 。

本制度の補償対象 と な る脳性麻痺の重症度は ｢身体障害者障害程度等級 1 級ま たは

2 級に相 当 す る脳性麻痺｣ と 規定 し てい る が 、 審査委員会において は将来的な歩行可

能性を早期 に判断す る観点で GMFCS の考 え方を取 り 入れた診断基準に も と づいて審

査 してい る 。 こ の た め 、 補償対象者数の推計等において も 、 GMFCS の考 え方に も と
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づいて分析する こ と が望ま しい と 考 え ら れ る 。

な お 、 GMFCS レベル と 身体障害者障害程度等級に よ る 重症度の割合に差が あ る 要

因 と し て は 、 身体障害者手帳の障害程度等級には 、 再認定の仕組みが あ る こ と か ら 、

障害程度の判断が困難な幼少時に は 1 級ま た は 2 級 と 判定 さ れ る こ と が多い こ と 、 お
よ び等級の合算の仕組みが あ る こ と の可能性が あ る と 考 え ら れ る 。
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3 ) 補償対象基準に 関す る事項

( 1 ) 在胎週数別の脳性麻痺数

じ中縄県調査】

欠損値が ない 685 例 の う ち 、 在胎週数 3 3 週以上が 303 例 ( 44 . 2% ) 、 2 8 週以上 3 2

週 ま でが 242 例 ( 3 5 . 3 % ) 、 2 8 週未満が 140 例 (2 0 . 4% ) であ っ た。 28 週~29 週 と 、

3 9 週~ 40 週 の 2 つ の ピー ク を認めた 。

図 1 沖縄県に お け る在胎週数別脳性麻痺数
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ま た 、 19 98 年~2009 年ま での 12 年間に 出生 した脳性麻痺の 3 73 例 う ち在胎週数が

明 ら かな 3 70 例 についてみ る と 、 在胎週数別の脳性麻痺の発生率は 、 在胎週数 27 週

以下が 出生 1 , 00 0 対 124 . 1 、 2 8 週~ 3 1 週が 75 . 0 、 3 2~ 36 週が 5 . 3 、 3 7 週以上が 0 . 6
と 、 在胎週数が短い程高 く な っ ていた。

表 8 沖縄県にお け る在胎週数別脳性麻痺発生率の年次推移

＼
~27 2 8~ 3 1 3 2~ 3 6 3 7 ~

晒性朧疫授 出生数彗出発生篶謙対) 脳性麻痺数 出 生数 ( 出発臨み 麗鰓痺数 出生数 ( 出産誌対) 脳隊娩数 出生数 ( 出発生総対 )

年

1 9 9 8

1 9 9 9

2 0 00

2 00 1

2 00 2

2 00 3

200 4

2 0 05

2 00 6

2 00 7

2 00 8

8 6 7 1 1 9 . 4

6 5 8 10 3 4

6 5 2 1 1 5 , 4

1 3 7 6 1 7 1 , 1

6 5 0 1 2 0 . 0

9 5 6 1 6 0 . 7

8 5 4 1 481

8 5 5 1 4 6 寿

2 44 45 , 5

8 6 3 1 5 0 9

7 5 9 1 1 8 . 6

5 6 5 9 0 , 9

1 8 1 1 1 1 6 2 2

1 6 1 2 1 1 3 2 2

1 1 1 2 0 9 1 , 7

1 2 1 2 7 94趣

6 1 1 8 5 08

1 2 1 0 2 1 1 字 6

3 1 0 7 2 8 . O

6 1 1 6 5 1 ク

7 1 1 0 6 3 6

7 1 3 8 5 07

5 1 2 4 4 0 3

2 1 1 8 1 R C

1 0 し 1 0 7 9 . 0

8 L 0 7 6 7 . 4

5 1 , 0 7 5 4 , 7

8 1 , 0 3 4 7 . 7

6 1 ) 05 0 5 7

4 L O0 2 4 0

6 L 0 3 0 5 . 8

8 1 , 0 8 1 7 . 4

5 9 9 6 5 , 0

4 1 , 1 1 4 3 . 6

1 1 ' 00 1 1 ･ 0
2 1 6 1 R 2 0

9 1 56 5 8 0 6

8 1 5 , 4 3 2 0 6

7 1 5 , 6 5 2 0 6

1 2 1 5 , 941 0 , 8

5 1 5 , 3 7 7 03

1 0 1 5 , 1 5 8 0 . 7

7 1 5 , 1 8 7 0 . 5

1 3 1 4 , 88 9 0 , 9

1 0 1 6 , 3 7 7 0 , 7

1 1 1 6 , 3 1 1 0 , 7

9 1 5 , 5 8 1 0 . 6

1 1 1 F i K R q Q 7

計 平均値 8 6 6 7 9 1 9 4 1 1 0 5 1 , 4 1 2 7 5 . ( 6 7 1 9 K R ? 5 . 3 1 1 2 1 850 5 2 0 6
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【栃木県調査】

欠損値が ない 1 12 例の う ち 、 在胎週数 3 3 週以上が 82 例 ( 7 3 . 2% ) 、 2 8 週以上 32

週 ま でが 14 例 ( 1 2 . 5% ) 、 2 8 週未満が 1 6 例 ( 1 4 . 3% ) で あ っ た。 3 7 週~ 40 週 に ピー

ク を認めた 。

図 2 栃木県に お け る在胎週数別脳性麻痺数
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ま た 、 調査対象の 1 86 例の う ち在胎週数が明 ら かな 1 3 7 例 についてみ る と 、 在胎週

数別の脳性麻痺の発生率は 、 在胎週数 2 7 週以下が出生 1 , 0 0 0 対 92 , 8 、 2 8 週~3 1 週が

3 5 . 0 、 3 2 週 ~ 36 週が 5 . 7 、 3 7 週以上が 0 . 9 と 、 在胎週数が短い程高 く な っ ていた 。

表 9 栃木県にお け る在胎週数別脳性麻痺発生率の年次推移

＼
~27 28 ~ 3 1 3 2 ~ 3 6 3 7 ~

発生率 発生率 発生率 発生率

年

2 005

2 00 6

200 7

200 8

2 0 0 9

4 48 8 3 . 8

3 6 0 6 0 . O

2 5 6 3 5 . 7

8 40 2 0 0 , 0

4 47 只 芥 1

1 94 10 6

4 89 4 4 . 9

6 8 6 5 8 8

3 8 0 3 7 , 6

2 8 7 23 0

3 90 9 3 3

1 0 1 , 0 3 4 9 7
7 9 2 1 7 . 6

5 1 , 0 1 9 4 , 9
3 9 7 1 3 , 1

1 2 1 6 , 5 44 0 , 7

1 3 1 6 ) 70 7 0 , 8

1 8 1 6 , 409 1 . 1

2 1 1 6 , 3 3 0 13

9 1 儉 1 1 1 0 . 6

計
市 矯箔

、 ] t 2 1 24 1 q ? R 1 5 43 5 3 6 . O 2 8 力 炎 ズ イ 5 . 7 73 只 ウ 1 n 1 0 , 9
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【 三重県調査】

欠損値が ない 188 例 の う ち 、 在胎週数 3 3 週以上が 123 例 (65 . 4% ) で 、 2 8 週以上

32 週 ま でが 2 7 例 ( 1 4 . 4% ) 、 2 8 週未満が 38 例 ( 2 02% ) であ っ た 。 27 週 と 40 週の

2 つ の ピー ク を認めた 。

図 3 三重県に お け る在胎週数別脳性麻痺数
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ま た 、 調査対象の 243 例の う ち在胎週数が明 ら かな 198 例 についてみ る と 、 在胎週

数別の脳性麻痺の発生率は 、 在胎週数 2 7 週以下が出生 1 , 0 0 0 対 2053 、 2 8 週~3 1 週

が 59 . 8 、 3 2 週~ 36 週が 7 . 4 、 3 7 週以上が 1 . 4 と 、 在胎週数が短い程高 く な っ て いた。

表 1 0 三重県にお け る在胎週数別脳性麻痺発生率の年次推移

＼
在胎 樹 に圀 、

ー

~ 27 2 8 ~ 3 1 32 ^) 3 6 3 7

2 発生率 逞性臨痺数 出生数 仙発鷲･蕊 脳性麻痺数 出生数 , 山葵無室‘ 脳性麻痺数 出生数 ‘裏焦鸚幾

年

2 005

2 00 6

200 7

9 3 2 28 1 3

7 46 1 5 2 2

6 40 1 5 0 . 0

6 32 1 8 7 , 5

1 1 43 り 六 芥 R

6 60 83 3

4 6 7 5 97

0 7 3 0 . 0

5 80 62 5

7 7 5 9 3 , 3

9 743 12 1

9 8 5 0 10 6

1 8 40 L 2

5 8 3 6 6 0

6 847 碇 1

2 3 1 4 , 8 98 1 . 5

3 2 1 5 ) 2 9 7 2 1

1 7 1 5 2 1 5 1 . 1

1 5 1 5話 2 4 1 . 0

2 1 1 尺 n り 1 L 4

計 平均値 39 1 9 3 20 6 3 2 1 3 5 5 氏 O R B 0 4 . L 1 5 字4 1 08 7 六 K K 六 1 . 4
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( 2 ) 出 生体重別の脳性麻痺数

○中縄県調査 】

欠損値が ない 685 例 の う ち 、 出生体重 1 , ooo g 未満が 1 1 8 例 ( 1 6 , 6% ) 、 1 , oo o g ~

1 , 999 g が 3 00 例 ( 43 . 8% ) 、 2 , 00 0 g 以上が 2 72 例 ( 3 9 . 7% ) で あ っ た。 1 , 0 0 0 g ~ 1 , 69 9

g に ピー ク を認めた。

図 4 沖縄県に お け る 出生体重別 月謝生麻痺数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　

5 0 … ‐ …

念 8 一三5総連3テー一 二ニニ
　 　　 　

　 　 　 　 　 　 　
麻 2 5 一-- - - 2 2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
数 1 5 1 2 1 -3 ‐1 0

- … - ---… - - 2224 23 24 … … - - -
す 9 2 1 2 o 2 o
1 7 - --- - - ｢ 7 1 7 - - - - --- - -

- T2 1 3 ‐ - … =

9 - -38『7-百…‐1 0

5

ぶノメミメ騒げ"メ!お藤みみ〆字!発議轟轟ず が

L - - - - 出 生体重@- - - - -

ま た 、 調査対象の 696 例 の う ち 出生体重が明 ら かな 693 例 についてみ る と 、 出生体

重別の脳性麻痺の発生率は 、 出 生体重 1 , 0 0 0 g 未満が 出生 1 , 0 0 0 対 858 、 1 , 0 0 0 g ~

1 , 49 9g が 78 . 6 、 1 , 5 0 0 g ~ 1 , 99 9 g が 23 ‐ 4 、 2 , 0 0 0 g ~ 2, 49 9g が 2 - 6 、 2 , 5 0 0 g 以上が 0 . 6 と 、
出生体重が少ない程高 く な っ ていた 。

表 1 1 沖縄県に お け る 出生体重別脳性麻痺発生率の年次推移

園鰓奪敏 M 出生数を出発語義対〕
6 4 9 1 2 2 4

3 5 2 57 . 7

5 58 86 2

3 6 1 49 2

1 6 1 1 9 6

2 42 4 7 6

5 5 1 98 . O

7 9 63 . 3

5 7 36 . 1

6 66 90 . 9

ワ 6 3 1 1 1 . 1

4 5 9 6 7 . 8

5 6 3 94 3

1 1 84 13 1 . O

6 45 1 1 1 . 1

9 58 1 5 5 . 2

5 63 79 4

8 64 1 2 6 0

2 4 7 4 2 . 6

9 65 138 , 5

6 68 88 . 2

5 69 72 . 5

脳性班鸚數 出生数 ( 出産告訴対〕
8 1 00 8 0 . O

4 9 9 404

7 93 75 3

6 106 66 6

1 1 9 1 1 20 9

7 9 1 76 9

9 1 0 9 82 6

16 1 0 1 1 584

1 1 1 0 0 1 1 0 ･ 0

1 0 1 07 93 5

1 1 1 06 1 0 3 . 8

14 1 1 7 1 1 9 . 7

8 1 0 9 7 3 4

M 1 1 3 1 2 3 9

6 1 2 6 39 7

8 96 83 3

6 109 65 . O

ワ 1 1 4 6 1 ･ 4

6 1 1 6 62 2

7 1 3 6 5 1 , 9

6 1 1 2 446

3 1 1 9 25 2

計
萄 崎慥

- ← 1 1 4 1 , 3 04 8 6 . 8 1 R R 2 RAR 78 G

. ) - U 輝 2

7 3 リ ワ 貸 套q 2 6 20 1 3 3 7 . 1 1 9 06
] r / ^ ■
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【栃木県調査 】

欠損値が ない 1 12 例 の う ち 、 出生体重 1 , o o o g 未満が 1 7 例 ( 1 5 . 2% ) 、 L o o o g ~ 1 , 9 9 9
g が 2 8 例 ( 2 5 . 0% ) 、 2 , 00 0 g 以上が 67 例 ( 5 9 . 8% ) で あ っ た。

図 5 栃木県に お け る 出生体重別脳性麻痺数
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ま た 、 調査対象の 186 例 の う ち 出生体重が明 ら かな 1 29 例 についてみ る と 、 出生体
重別の脳性麻痺の発生率は 、 出 生体重 1 , 000 g 未満が 出生 1 , 000 対 64 . 0 、 1 , o oo g ~

1 , 499g が 3 0 ‐ ○ 、 し 5 0 0 g ~ 1 , 9 9 9 g が 1 5 . 9 、 2 , 00 0 g ~ 2 , 49 9g が 3 . 4 、 2 , 5 0 0 g 以上が ○ ‐ 7 と 、
出生体重が少ない程高 く な っ て いた。

栃木県に お け る 出生体重別脳性麻痺発生率の年次推移表 1 2 栃木県に お け る 出生体重別脳性麻痺発生率の年次
出生体重 ( g )

1 0 0 0 ~ 1 49 9 2 5 0 0 ~

･ '性戚但蚊 ‐ 出生数 ･ 益田観墨 目面性麻搏数 出 生散 出発生髄 翁 囮性離轍 出生数 〔 謹告脇 目韶麻痺数 出 生数 出尭生篶講 絆盤鐘数 出 生数 出産羸 )
2 0 0 5 3 6 1 49 2 0 85 0 . 0 5 239 2 ○ 9 3 上 306 2 . 3 7 1 5 , 9 0 7 0 . 4
2 0 0 6 4 6 7 6 9 . 7 3 8 2 3 6 . 6 6 2 3 6 2 5 . 4 4 L 3 78 2 . 9 1 1 1 6 , 1 2 3 0 . 7

年 2 0 0 7 1 6 1 1G4 7 9 1 76 ‐ 9 2 2 3 2 8 . 6 7 も 3 6 9 5 . 2 1 6 1 6夕 3 6 1 0
1 1 ワ 14 1 . ○

M 出生数 増 ( 田観墨 脳性麻蔓数 出 生散 出勤. ‐ 岬性離轍 出生数 〔 知韻 , 脳性麻痺数 出 生数 出卸⑳ 麟麻鐘数 出 生数 蜘のo
3 6 1 49 2 0 85 0 . 0 5 239 2 ○ 9 3 上 306 2 . 3 7 1 5 , 9 0 7 0 . 4
4 6 7 6 9 . 7 3 8 2 3 6 . 6 6 2 3 6 2 5 . 4 4 L 3 78 2 . 9 1 1 1 6 , 1 2 3 0 . 7
1 6 1 1 6 ･ 4 7 9 1 76 ‐ 9 2 2 3 2 8 ‐ 6 7 も 3 6 9 5 ‐ 2 1 6 1 6夕 3 6 1 0
8 56 1429 1 6 7 1 4 9 5 2 4 9 2Q 1 5 1 384 3 6 1 6 1 五 ワ 14 1 . ○20 0 8
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【 三重県調査 】

欠損値が ない 1 88 例 の う ち 、 出生体重 1 , o o o g 未満が 36 例 ( 1 9 . 1% ) 、 1 , 000 g ~

1 , 9 99 g が 4 1 例 (2 1 . 8% ) 、 2 , 0 00 g 以上が 1 1 1 例 ( 5 9 . 0% ) で あ っ た 。 9 00 g 台 と 2 , 80 0 g
台 の 2 つ の ピー ク を認めた。

図 6 三重県にお け る 出生体重別脳性麻痺数
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ま た 、 調査対象の 243 例 の う ち 出生体重が 明 ら かな 1 96 例 についてみ る と 、 出生体

重別の脳性麻痺の発生率は 、 出生体重 1 , o o o g 未満が出生 1 , 00 0 対 160 . 5 、 1 , 0 00 g ~

1 , 49 9g が 60 . 4 、 1 , 5 0 0 g~ 1 , 9 9 9g が 22 ‐ 5 、 2 , 0 0 0 g~2 , 49 9 g が 5 ‐ 3 、 2 , 5 0 0 g 以上が 12 と 、
出生体重が少ない程高 く な っ て いた 。

表 1 3 三重県に お け る 出生体重別脳性麻痺発生率の年次推移
出生体重 ( g )

2 5 0 0 ~

隅鰍鰍･ 出生数 ‐ 2 窿糠謙 抑篦性麻痺数 出 生数 齢⑪窯 脳性庇痺数 出 生数 出楼観率岬國性腕痺数 出 生数 轟続 粁性麻郷教 出 生散 , 出嵩,鵞
20 0 5 7 40 175 . 0 5 56 8 9 , 3 5 1 6 2 3 0 9 9 1 , 0 7 6 8 4 18 1鵠 404 1 2

2 0 0 6 8 47 1 70 2 2 70 2 8 , 6 7 2 08 3 3 . 7 1 2 1 , 1 8 8 1 0 . 1 2 2 1 4 , 7 5 1 1 . 5

年 2 o o 7 6 46 1 3 0 . 4 1 7 1 14, 1 1 2 1 1 4 . 7 1 1 , 1 5 4 0 . 9 1 5 14, 6 8 6 10

2 0 0 8 4 4 1 9 7 . 6 7 7 3 95 . 9 3 1 74 1 7 . 2 7 1 , 1 0 2 6 . 4 1 2 14β 84 0 8
2 0 0 9 1 1 4 8 2 2 9 , 2 6 8 1 74 , 1 6 1 9 1 26 , 2 1 1 1 6 3 0 , 9 2 1 1 4 5 1 6 1 4

( 3 ) 在胎週数 ･ 出 生体重別の脳性麻痺

【沖縄県調査 】

欠損値が ない 685 例 について 、 在胎週数 ･ 出生体重別 、 身体障害者障害程度等級別

脳性麻痺の分布は図 7 の と お り で あ る 。
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図 7 沖縄県にお け る在胎週数 ･ 出 生体重別 、 身体障害者障害程度等級別脳性麻痺の

分布
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【栃木県調査 】

欠損値が ない 1 12 例 について 、 在胎週数 ･ 出生体重別 、 身体障害者障害程度等級別

脳性麻痺の分布は図 8 の と お り であ る 。

図 8 栃木県 に お け る在胎週数 ･ 出 生体重別 、 身体障害者障害程度等級別脳性麻痺の

分布
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【 三重県調査】

欠損値が ない 1 88 例 について 、 在胎週数 ･ 出生体重別 、 身体障害者障害程度等級別脳

性麻痺の分布は図 9 の と お り であ る 。

図 9 三重県に お け る在胎週数 ･ 出 生体重別 、 身体障害者障害程度等級別脳性麻痺の

分布
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【 沖縄県 、 栃木県 、 三重県に お け る 脳性麻痺発生率】

沖縄県 、 栃木県 、 三重県にお け る 在胎週数別脳性麻痺発生率は表 1 4 、 出 生体重別脳
性麻痺発生率は表 1 5 の と お り で あ る 。 在胎週数別の脳性麻痺の発生率や出生体重別
の脳性麻痺の発生率については 、 各地域において ば らつ き が あ る が 、 概ね 32 週~ 36 週お

よ び 2, o o o g ~2 , 49 9 g で脳性麻痺の発生率が大 き く 変わ っ ていた 。

表 1 4 沖縄県 , 栃木県 , 三重県 に お け る在胎週数別脳性麻痺発生率 ( 出 生 1 , 0 00 対 )

在胎週敷 く週 ) 沖縄県 栃木県 三重県

^) 27 124 . 1 92 . 8 20 6 . 3

28 ~ 3 1 7 5 ‐ 0 3 5 . 0 5 9 . 8

3 2 (〉 36 5 . 3 5 . 7 7 . 4

3 7 ~ 0 . 6 0 . 9 1 . 4

2 0



表 1 5 沖縄県 , 栃木県 , 三重県 にお け る 出 生体重別脳性麻痺発生率 ( 出 生 1 , 00 0 対 )

出生体重 ( g ) 沖縄県 栃木県 三重県

~999 8 6 . 8 64 . 0 1 60 . 5

1 000 ~ 1 499 7 8 . 6 30 . 0 60 . 4

1 5 00 ~ 1 9 99 2 3 . 4 1 5 . 9 22 . 5

2000 ~ 2499 2 . 6 3 . 4 5 . 3

2 500 ~ 0 . 6 0 . 7 1 . 2

0中縄県 、 栃木県 、 三重県 に お け る補償対象基準別脳性麻痺割合 】

沖縄県 、 栃木県 、 三重県におけ る調査結果について 、 補償対象基準別脳性麻痺割合
は表 1 6 の と お り であ る 。

表 1 6 沖縄県 、 栃木県 、 三重県 に お け る補償対象基準別脳性麻痺割合

沖縄県 栃木県 三重県 ( 参考 1 ) ( 参考 2 )
沖縄県 沖縄県

稍 9 8 8 ~ 2 00 9年 D ‘ 2 0 0 5 ~ 2 0 0 9年》 健 0 0 5~ 2 0 0 9年》 ‘ f 9 9 8 ~ 2 0 0 ー 年3 ‘ 2 0 0 6 ~ 2 o o 9 年 》

一般審査 3 3 週以上かつ 38 . 7努。 5 8 .9 野。 5 9 .0 鋭。 2 8 . 7%。 48 . 5努o
2 , o o o g 以 上

40 . 8% 26 . 8勿。 20 . 8 %。 5 0 .3 努。 2 8 .5 %o

補償対象基準 3 3 週以上かつ 5. 5 餅。 1 4 , 3 餅。 6 .4 概。 7 . 0 %。 5 . 4鋭。(在胎週数 . 個別審査 2 0 0 0 g 未満
出 生体重)

2 8 週以上かつ 3 5 .3 %。 1 2 . 5%。 1 4 .4 %。 43 .3似。 23 , 1 %o
3 3週未満

補償対象外 2 8 週未満 20 . 4 琥。 1 4 , 3 既o 2 0 .2 %o 2 1 . 0 %o 2 3 . 1 鋭o

【 考察 】

一般審査の対象 と な る ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , o oo g 以上｣ の全脳性麻
痺に 占め る割合は 、 沖縄県は約 40% 、 栃木県 と 三重県は約 60%で あ り 、 ま た個別審
査の対象 と な る ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , o o o g 未満 、 ま た は在胎週数 28

週以上かつ在胎週数 3 3 週未満｣ の割合は 、 沖縄県は約 40% 、 栃木県は約 3 0% 、 三重

県は約 20% であ り 、 それぞれば らつ き がみ られた 。

創設時医学的調査報告書に記載 さ れてい る よ う に 、 沖縄県の 1 998 年か ら 200 1 年に

出生 した脳性麻痺児については 、 一般審査の対象が約 30% 、 個別審査の対象が約 50%

であ っ た が 、 そ の後一般審査の対象 と な る 事例の割合が増加 し 、 200 5 年か ら 2009 年

に 出生 した脳性麻痺児 について は 、 一般審査の対象が約 50% 、 個別審査の対象が約

30% と な っ ていた。

( 4 ) 個別審査基準に関す る事項

【沖縄県調査】

沖縄県においては 、 周産期の状況や頭部画像所見等の情報が比較的多 く 収集で き た

2006 年か ら 2009 年に 出生 して 、 個別審査の対象 と な る ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出

生体重 2 , o o o g 未満 、 ま た は在胎週数 28 週以上かつ 3 3 週未満 ｣ に該当す る 27 例 につ
いて 、 周 産期の状況や頭部画像所見 、 ア ブガース コ ア等の情報か ら 、 ｢個別審査基準に
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該当 す る よ う な低酸素状況が分娩時に生 じていた と 考 え ら れ る か否か｣ を審査委員会
の審査の考え方に も と づいて 当委員会で検討 した 。 審査委員会の審査の考え方で個別
審査基準に該当 し な い と 判断で き ない事例 を 、 当 委員会では ｢個別審査基準に該当す
る ｣ 事例 と した 。

個別審査の対象 と な る ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , 0 00 g 未満 、 ま た は在胎
週数 28 週以上かつ 3 3 週未満｣ に該 当す る 27 例の う ち 、 GMFCS レベル 1~2 の も の
が 9 例 あ り 、 こ れを除 く と GMFCS レベル 3~5 の も の が 1 8 例で あ っ た。 こ の 18 例

の う ち 、 個別審査基準に該 当す る と 考 え られ る 事例は 5 例であ り 、 こ の 5 例の う ち除
外基準に該当す る と 考 え ら れ る 事例はなかっ た 。

こ の こ と か ら 、 ｢個別審査の在胎週数 ･ 出生体重に該 当す る 重度脳性麻痺事例の う ち 、

個別審査基準に該当す る と 考 え ら れ 、 かつ除外基準に該当 し ない と 考え ら れ る 事例の
割合｣ は 27 ‐ 8% ( 5/ 18) であ っ た。

【 三重県調査】

三重県において は 、 個別審査の対象 と な る ｢在胎週数 33 週以上かつ出生体重 2, 00 0

g 未満 、 ま た は在胎週数 28 週以上かつ 3 3 週末満載こ該当す る 事例は 3 9 例であ っ た 。
39 例の う ち ｢身体障害者障害程度等級 1 級ま たは 2 級｣ に該当す る も の は 33 例で あ

り 、 こ の う ち臍帯動脈血 pH 値ま たは胎児心拍数陣痛図のデー タ が取得で き た事例は
1 3 例で あ っ た 。

1 3 例の う ち 、 取得で き たデー タ か ら個別審査基準に該当す る 可能性が高い と 考え ら
れ る事例は 3 例で あ っ た 。 ま た 、 こ の 3 例 の う ち 除外基準に該当す る と 考え ら れ る 事

例はなかっ た 。

こ の こ と か ら 、 ｢個別審査の在胎週数 ･ 出生体重に該当す る 重度脳性麻痺事例の う ち 、

個別審査基準に該当 す る と 考 え ら れ 、 かつ除外基準に該当 し ない と 考 え られ る 事例の
割合｣ は 23 . 1 % ( 3/ 1 3 ) であ っ た 。

【 宮崎大学の調査研究】

宮崎県の脳障害事例 27 4 例 に 関す る調査研究に よ る と 、 ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出

生体重 2 , o o o g 未満 、 ま た は在胎週数 28 週以上かつ 33 週未満｣ の脳性麻痺事例 (脳
性麻痺疑い を含む凋ま 60 例であ り 、 こ の う ち本制度の個別審査基準であ る臍帯動脈血

の pH 値 7 , 1 未満 、 ま た は胎児心拍数陣痛図 にて基線細変動の消失が認め られ 、 かつ
所定の胎児心拍数パ タ ー ンが認め ら れ る 事例は 19 例で あ っ た 。 こ の 19 例 の う ち除外
基準に該当す る と 考 え られ る事例が 4 例で あ っ た 。

こ の こ と か ら 、 ｢個別審査の在胎週数 ･ 出生体重に該当す る脳性麻痺事例の う ち 、 個

別審査基準に該当す る と 考 え ら れ 、 かつ除外基準に該当 し な い と 考 え られ る 事例の割
合｣ は 2 5 . 0% ( 1 5/ 60) であ っ た 。 ただ し 、 脳性麻痺の重症度について はデー タ が な
いため 、 身体障害者障害程度等級 1 級ま たは 2 級に相 当す る 重度脳性麻痺には該当 し

ない事例を含む可能性が あ る 。

【考察 】

｢個別審査の在胎週数 ･ 出生体重に該当す る 事例の う ち 、 個別審査基準に該当す る
と 考 え ら れ 、 かつ除外基準 に該当 し ない と 考 え ら れ る 事例の割合 ｣ は 、 沖縄県では

2 7 . 8% 、 三重県では 23 . 1 % 、 宮崎大学の調査では 25 . 0%で あ り 、 概ね 2 5%前後であ っ

た 。
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4 ) 除外基準に関す る事項

前述の と お り 、 沖縄県 、 栃木県 、 三重県の各県の調査で得 られたデー タ につ き 、 調

査者において除外基準に該当す る と 判断 した事例について 、 当 委員会において除外基

準に関す る 審査委員会の審査の考 え方に も と づいて除外基準に該 当す る か否かの判断

を行っ て分析 した。 表 1 7 か ら 表 1 9 に記載 さ れてい る 除外基準に該 当 の欄の調査者

判断の脳性麻痺数は調査者が除外基準に該当す る と 判断 し た も ので あ る 。 ま た 、 当 委

員会判断の脳性麻痺数は調査者が除外基準に該当す る と 判断 し た事例か ら 、 審査委員

会の審査の考え方で除外基準に該当 し ない可能性が あ る と 判断 した事例を差 し 引 いた

も ので あ る 。

□中縄県調査 】

欠損値が ない 685 例 の う ち 、 調査者が除外基準に該当す る と 判断 した事例は 75 例

( 1 0 . 9% ) で あ っ た 。 7 5 例 中 、 当 委員会で審査委員会の審査の考え方に も と づ き 除外

基準に該当 し な い可能性が あ る と 判断 した事例が 4 1 例 あ り 、 こ れを差 し 引 く と 除外基

準の該当事例が 3 4 例 ( 6 . 0% ) で あ っ た。

表 1 7 沖縄県 に お け る要因別除外基準に該当す る脳性麻痺数

調査者判断 当委員会判断

脳性麻痺教 割 合 脳性麻痺数 割 合
　 　

7 5 : 1 0 . 9% 34 ! 5 . 0%

　
6 5 9 . 5% 34 ! 5 . 0%

　
脳奇形 5 5 8 0% 3 4 5 . 0%

先天要因

先天異常 6 0 . 9% 0 0 . 0%

除外基準に該当 . -

胎 内感染 4 0 . 6% 0 0 0%

34 ! 5 . 0%

　
34 ! 5 . 0%

　
3 4 5 . 0%

0 0 ･ 0 %

0 0 0%

。 菱 。 ･ 0%

　
　 　 　 　 　 　

　

0 : 0 ･ 0%

7 5 : 1 0 . 9%

6 5 9 . 5%

5 5 8 0%

6 0 . 9%

　　
4 0 . 6%

　 　 　 　 　　

　
9 萎 1 3%

　

　 　 　 　 　 　

除外基準に該当せず 6 10 芙 89 ･ 1 % 6 5 1 萸 9 50%

【栃木県調査】

在胎週数 28 週未満については除外基準の有無を調査 していないた め 、 欠損値が ない

1 12 例の う ち 、 2 8 週以上の 96 例 について分析 した 。 調査者において除外基準に該当

す る と 判断 した事例は 29 例 ( 3 02% ) で あ っ た。 29 例 中 、 当 委員会で審査委員会の

審査の考え方に も と づ き 除外基準に該当 し ない可能性が あ る と 判断 した事例が 1 6 例

あ り 、 こ れを差 し引 く と 除外基準の該当事例が 1 3 例 ( 1 3 , 5% ) で あ っ た。
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表 1 8 栃木県に お け る要因別除外基準に該当す る 脳性麻痺数

調査者判断

脳性麻痺数 l 割 合
:

2 9 芙 3 0 . 2%

当委員会判 断

脳性麻痺数 割 合
:

1 3 ! 1 3 再%

脳奇形

先天要因 染色体異常

遺伝子異常

先天異常

28 29 . 2% 1 3 1 36%

脳奇形 1 3 1 3 . 5% 5 5 . 2%

染色体異常 7 73% 4 4 . 2%

遺伝子異常 1 1 ･ 0% 0 0 ･ 0%

先天異常 7 7 . 3% 4 4 . 2%

新生児期 の要因

分娩後の感染症

1 1 ･ 0% 0 0 ･ 0%

1 1 ･ 0% 0 0 ･ 0%

除外基準に該 当せず 67 69 . 8% 8 3 8 6 . 5%

【 三重県調査】

在胎週数 28 週未満については除外基準の有無を調査 していないた め 、 欠損値がない

1 88 例の う ち 、 2 8 週以上の 150 例 について分析 した 。 調査者において除外基準に該当

す る と 判断 した事例は 65 例 ( 43 . 3% ) で あ っ た 。 65 例 中 、 当 委員会で審査委員会の

審査の考え方に も と づ き 除外基準に該当 し ない可能性が あ る と 判断 した事例が 48 例
あ り 、 こ れ を差 し 引 く と 除外基準の該当事例が 1 7 例 ( 1 1 . 3 % ) であ っ た 。

表 1 9 三重県にお け る要因別除外基準に該当す る 脳性麻痺数

調査者判断

脳性麻痺掘 割 合

65 藁 43 3%

当 委員会判断

脳性麻痺数 ! 割 合

1 7 萎 1 L 3%

脳奇形

染色体異常

先天要因 遺伝子異常

先天代謝異常

先天異常

胎内感染

5 7 3 8 . 0% 14 93%

脳奇形 1 1 7 . 3% 4 2 . 7%

染色体異常 24 1 6 . 0% 7 4 . 7%

遺伝子異常 3 2 . 0% 2 1 3%

先天代謝異常 2 1 . 3% 1 0 ･ 7%

先天異常 16 1 0 ･ 7% 0 0 ･ 0%

胎内感染 1 0 ･ 7% 0 0 ･ 0%

分娩後の感染症

新生児期の要因 ………………………

頭蓋内 出血

その他

8 5 3% 3 2 . 0%

分娩後の感染症 1 0 ･ 7% 0 0 ･ 0%

頭蓋内 出血 3 2 . 0% 1 0 ･ 7%

その他 4 2 7% 2 L 3%

除外基準に該当せず 85 5 67% 1 3 3 8 8 . 7%
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【考察】

調査者が除外基準に該当す る と 判断 した脳性麻痺事例の脳性麻痺全事例に対する割

合は 、 沖縄県が 1 0 . 9% 、 栃木県が 3 0 . 2% 、 三重県が 43 . 3% と な っ た 。

一方 、 当 委員会の判断に よ り 、 審査委員会の審査の考え方で除外基準に該当 し ない

可能性が あ る と 判断 した事例 を差 し 引 いた脳性麻痺児例の脳性麻痺全事例に対する割

合は 、 沖縄県が 5 . 0% 、 栃木県が 1 3 , 5 % 、 三重県が 1 1 . 3% と な り 、 いずれ も概ね 1 0%

前後であ っ た 。 しか し 、 審査委員会の審査の考え方に も と づいた判断を行 う た め には

情報が不十分であ る こ と も 考慮すべき であ り 、 除外基準に該当 し な い可能性の あ る事

例の全例 を除外基準に該当 し ない と す る こ と に は無理が あ る 。 した が っ て 、 実際には

調査者の調査結果 と 当委員会の判断結果の 間の割合 と な る 可能性が高い と 考 え られ る 。

沖縄県において は 、 創設時医学的調査報告書には除外基準に該 当す る 事例の割合は

6 . 5 % と して いたが 、 今回 の調査では全般的に除外基準に該当す る割合が増加 してい る 。

こ れ は近年 、 頭部画像所見か ら 障害を受 け た 中枢神経の評価を比較的容易 に得 ら れ る

よ う に な っ たた め 、 従来に比べ除外基準に該 当す る と 判断で き る 事例が増加 した こ と

に よ る も の と 考 え られ る 。 5 )

2 5



5 ) そ の他

本制度では分娩に 関連 し て発症 した重度脳性麻痺児 と そ の家族の経済的負担を速や

かに補償する こ と か ら 、 極めて重症であ っ て診断が可能 と 考 え ら れ る場合は生後 6 ヶ

月 か ら診断で き る と し て い る 。 さ ら に早期に補償す る こ と を検討す る に あた っ て は 、

生後 6 ヶ 月 未満での早期診断の可能性について調査する こ と が必要であ る こ と か ら 、 。

早期診断についてア ンケー ト 調査を行い 、 分析 した。

ま た 、 生存率に関 して 、 2 0 1 1 年 7 月 に公表 さ れた ｢重度脳性麻痺児の予後 に関す る

医学的調査報告書｣ 6 ) の調査結果を紹介す る 。

( 1 ) 診断の時期 (重症児にかか る生後 6 ヶ 月 未満での早期診断)

生後 6 ヶ 月 時点で本制度の専用診断書を作成 した診断医に対 して 、 当 該事例につい

ての生後 6 ヶ 月 未満での早期診断の可能性 と 、 一般論 と し て の早期診断の可能性につ

いて 、 ア ンケー ト 方式で調査 した 。

ア ンケー ト は 、 生後 6 ヶ 月 時点での専用診断書に よ り 補償対象 と 認定 さ れた 40 件の

う ち 、 調査実施に関す る保護者の同意が得 られた 3 3 件についてそ の診断医に調査を依

頼 し 、 26 件の 回答が得 られた。

当 該事例について 、 早期診断が可能であ る と す る が 20 件(77%) で あ り 、 こ の う ち診

断可能な時期は生後 1 ヶ 月 ま たは 3 ヶ 月 と す る が それぞれ 9 件 ( 3 6% ) と 多かっ た 。

ま た 、 一般論 と して 、 早期診断が可能であ る と す る が 2 1 件(8 1%) で あ り 、 こ の う ち診

断可能な時期は 3 ヶ 月 と す る が 12 件(46%) と 多かっ た 。 早期診断の判断根拠 と し て必

要 と な る デー タ については 、 意識 レベル 、 刺激への反応、 自 発運動の様子 、 嚥下障害 、

経管栄養の実施状況 、 頭部画像所見 (核磁気共鳴画像法 ; MRI) の項 目 が多かっ た。

早期診断が可能であ る と 考 え る 診断医が多 く 、 ま た可能であ る と 回答 しなか っ た診

断医について も 、 よ り 慎重な取組みを重視する と い う こ と で あ り 、 医学的 な 問題を指

摘す る よ う な意見はなかっ た。 医学的な観点か ら 6 ヶ 月 未満の早期診断も検討で き る

状況であ る と 考 え られ る 。

( 2 ) 生存率

生存率について は 、 ｢重度脳性麻痺児の予後 に関す る 医学的調査報告書｣ において分

析が行われてい る 。 こ の報告書は 、 重度脳性麻痺児の予後に関す る 医学的調査プ ロ ジ

ェ ク ト チー ム (主任調査者 : 小林廉毅 、 分担調査者 : 當 山潤 、 當 山真弓 、 豊川智之 )

に よ っ て 、 沖縄県で 1 988 年 1 月 か ら 200 5 年 1 2 月 ま での 18 年間 に出生 した脳性麻

痺児 595 名 について 2008 年 8 月 末時点での予後 に関す る調査が取 り ま と め ら れてい

る 。

調査結果は 、 全脳性麻痺児の 5 年生存率は 0 . 9 6 9 (標準誤差 : 0 . 00 7) 、 2 0 年生存率は

o . 8 7 3 (標準誤差 ; 0 . 0 2 4) で あ っ た。 ま た 、 本制度の補償対象 と 考え られ る 重度脳性麻痺

児の 5 年生存率は 0 . 9 4 7 (標準誤差 : 0 . 0 1 9) 、 2 0 年生存率は 0 . 8 1 3 (標準誤差 : 0 . 0 46) で

あ っ た 。
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5 . 補償対象者数の推計

1 ) 現行制度に お け る補償対象者数の推計方法

補償対象者数の推計にあた っ て は 、 それぞれの地域別調査にお け る脳性麻痺の発生
率 、 重症度の基準を満たす割合 、 補償対象基準 (在胎週数 ･ 出生体重の基準 、 お よ び

個別審査基準) を満たす割合、 除外基準に該当す る割合等を も と に分析 した。
本制度の創設時に行 っ た補償対象者数の推計において は 、 沖縄県お よ び姫路市にお

け る調査結果等を も と を こ 、 脳性麻痺の発生率を 出生 1 , 0 0 0 人あ た り 2 . 2~ 2 . 3 人 と し 、

重症度 、 在胎週数 ･ 出生体重 、 除外基準について は 、 すべて の脳性麻痺事例の 中で 、
それぞれの基準を満たす割合を算出 し 、 それ ら を掛け合わせ る こ と で補償対象者数の

推計値を算出 した 。

今回の医学的調査において分析を行 う 中で 、 一般審査の対象 と な る ｢在胎週数 33

週以上かつ出生体重 2 , o oo g 以上 』 の事例群 (以下 、 ｢一般審査対象｣ と い う ) と 、 個
別審査の対象 と な る ｢在胎週数 33 週以上かつ出生体重 2, ooo g 未満 、 ま た は在胎週数
28 週以上かつ 3 3 週未満 ｣ の事例群 (以下 、 ｢個別審査対象｣ と い う ) と では 、 除外基

準に該当す る 割合が前者において相対的に高 く 、 後者では低い こ と な どが 明 ら かに な

っ た 。

こ の た め 、 今回 の医学的調査では 、 沖縄県 、 栃木県 、 三重県の地域別調査の結果に
も と づ く 補償対象者数を よ り 高い精度で算出す る た め 、 調査対象のすべての脳性麻痺

事例について 、 重症度 、 在胎週数 ･ 出生体重 、 除外基準で補償対象 に該当す る と 考え
られ る か否かの判断を 1 例ずつ行い 、 そ の結果を も と に ｢すべて の脳性麻痺の う ち 、

補償対象 と な る脳性麻痺の人数 と 割合 ｣ を算 出 * 1 し た 。 こ れ ら の割合を も と に 、 それ
ぞれ沖縄県 、 栃木県 、 三重県にお け る補償対象者数お よ び全国 にお け る 補償対象者数
を算出 した 。

□中縄県調査】

全調査対象事例 696 例 の う ち 、 欠損値の あ る デー タ は 1 1 例 と 極め て少ないため 、
一般審査対象 と 個別審査対象に分けて補償対象者数を算出 し た 。 一般審査対象 と 個別
審査対象のそれぞれについて 、 ｢脳性麻痺の発生率｣ 、 お よ び ｢ それぞれの審査対象の
脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の人数 と 割合｣ を算出 し 、 一般審査に よ る
補償対象者数 と 個別審査に よ る補償対象者数をそれぞれ算出 し 、 合算す る こ と で 、 よ
り 精度の高い推計を行っ た * 2 。

ま た 、 重症度に関 して 、 身体障害者障害程度等級お よ び GMFCS の二種類の重症度
に係る情報を取得 し た が 、 実際の診断お よ び審査において は GMFCS に も と づ く 考 え
方で判 断 を 行 っ て い る こ と か ら 、 実 際 の補償対象者数 に よ り 近 い と 考 え ら れ る
GMFCS の情報を も と に推計を行っ た。

【栃木県調査お よ び三重県調査】

在胎週数 ･ 出生体重な どが不明 な例が多かっ たた め 、 一般審査対象 と 個別審査対象
に分けて補償対象者数を算出せずに 、 ｢すべて の脳性麻痺の発生率｣ 、 お よ び ｢すべて
の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の人数 と 割合｣ を算 出 し 、 そ の結果を も

と に補償対象者数を算出 した 。

栃木県調査 、 三重県調査 と も に 、 身体障害者更生相談所調査 と 施設調査の突合デー
タ に も と づ く 推計を行っ た 。

さ ら に三重県調査において は 、 池 田調査者に よ る 、 三重県の施設調査の約 85% をカ

バーす る 医療型障害児入所施設にお け る デー タ の分析結果に も と づ く 推計を行っ た 。
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以上の と お り 補償対象者数の推計を行 う と と も に 、 2009 年生まれの脳性麻痺児につ

いて 、 地域別調査において補償対象 と 考え ら れ る事例の状況 と 、 実際 に補償対象 と 認

定 さ れた数を比較 し 、 補償対象者数の推計値 と 補償対象者数の実績 と の垂離の要因 に

ついて分析 した 。

* 1 全て の算 出 は有効数字 5 桁 と し た 。 ただ し報告書の記載は 、 脳性麻痺の人数を整数 、 割合 を小数点

第 1 位ま で 、 発生率 を小数点第 2 位ま での表記 と した 。

* 2 厚生労働省 人 ロ 動態統計等 を も と ‘ こ 、 一般審査対象 と 個別審査対象の 出生数を算 出 した 。

2 ) 地域別調査結果 に も と づ く 補償対象者数

( 1 ) 沖縄県調査

【脳性麻痺の発生率】

1 988 年~2009 年の 22 年間 におけ るすべて の脳性麻痺事例 696 例の う ち 、 在胎週

数 と 出生体重が不明 な 5 例 を除 く 69 1 例 について 、 一般審査対象は 266 例 、 個別審査

対象は 284 例 、 一般審査 と 個別審査の対象ではない在胎週数 28 週未満は 1 4 1 例で あ

っ た 。 沖縄県におけ る 22 年間 の総出生数は 3 74 , 1 9 6 人で あ る ので 、 脳性麻痺の発生

率は出生 1 , 0 0 0 対 L 86 と な る 。

沖縄県にお け る 1988 年~2009 年の 、 ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2, o o o g 以

上｣ の 出生数は 3 63 , 9 3 6 人 、 ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , o o o g 未満 、 ま たは

在胎週数 28 週以上かつ 3 3 週未満｣ の 出生数は 8 , 5 2 0 人であ っ た 。

【補償対象 と な る 脳性麻痺の 占 め る 割合】

1988 年~2009 年の 22 年間 にお け る すべての脳性麻痺事例 696 例 の う ち 、 欠損値

を含ま ない 685 例 について 、 ｢重症度の基準に該当す る GMFCS レベル 3~5 ｣ は 468

例であ っ た 。 こ の 468 例 の う ち 、 一般審査対象は 1 87 例 ( 40 . 0% ) 、 個別審査対象は

190 例 (40 . 6% ) で あ っ た。

< 一般審査 >

｢GMFCS レベル 3~ 5 ｣ かつ一般審査対象の 1 87 例の う ち 、 当 委員会において ｢除

外基準に該当 し ない ｣ と した事例のみを補償対象 と す る と 、 すな わ ち少な く 見積 る と 、

1 3 5 例 ( 7 2 . 2 % ) が該 当 し た 。 一方、 当 委員会において ｢除外基準に該 当 し ない ｣ お

よ び ｢除外基準に該当 し ない可能性が あ る ｣ と した事例 を補償対象 と す る と 、 すな わ

ち多 く 見積 も る と 1 66 例 ( 8 3 . 4% ) が該 当 した 。

こ れ ら よ り 、 一般審査対象の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺は 、 少 な く

見積 る と 1 3 5 例 ( 当 該対象に 占 め る割合は 50 . 8% 、 以下同様) 、 多 く 見積 る と 1 56 例

(5 8 . 6% ) と な る 。

< 個別審査>

｢GMFCS レベル 3 ~ 5 ｣ かつ個別審査対象の 190 例の う ち 、 ｢ 除外基準に該当 し な

い ｣ かつ ｢個別審査基準に該当す る J について 、 沖縄県の 2006 年~2009 年の ｢個別

審査の在胎週数 ･ 出生体重に該当す る 重度脳性麻痺児例の う ち 、 個別審査基準に該当

す る と さ れ 、 かつ除外基準に該当 し ない と 考え られ る割合｣ であ る 27 . 8% を も と に算

出す る と 、 5 3 例が個別審査で補償対象 と な る 。

こ れ ら よ り 、 個別審査対象の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺は 、 5 3 例 ( 当

該対象に 占 め る割合は 18 . 7 % ) と な る 。
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【補償対象者数の推計】

< 一般審査>

沖縄県にお け る 1988 年~2009 年の一般審査対象の出生数は 、 3 6 3 , 9 3 6 人であ っ た 。

こ の 3 63 , 9 3 6 人にお け る補償対象 と な る脳性麻痺の発生率は 、 少 な く 見積 も っ た場合
が出生 1 , o o o 対 0 ‐ 3 7 、 多 く 見積 も っ た場合が出生 1 , 000 対 0 . 4 3 であ っ た 。 こ の発生率
を 、 全国 にお け る 2009 年の一般審査対象の 出生数 1 , 0 48 , 1 0 4 人 に あて は めて 、 全国 に

お け る 補償対象者数を算出す る と 、 少な く 見積 も っ た場合が 389 人 、 多 く 見積 も っ た

場合が 449 人 と な る 。

< 個別審査>

沖縄県におけ る 1 988 年~2009 年の個別審査対象の 出生数は 、 8 , 5 2 0 人で あ っ た。

こ の 8 , 5 2 0 人にお け る補償対象 と な る脳性麻痺の発生率は 、 出生 1 , 00 0 対 6 . 1 9 で あ っ
た。 こ の発生率を 、 全国 におけ る 2009 年の個別審査対象の 出生数 18 , 7 3 7 人に あ ては

めて 、 全国 にお け る補償対象者数を算出す る と 1 1 6 人 と な る 。

< 合計 >

し たが っ て 、 沖縄県にお け る調査結果に も と づいて 、 全国 の補償対象者数を推計 し

た場合 、 少 な く 見積 る と 505 人 ( 3 8 9 人十 1 1 6 人) 、 多 く 見積 る と 5 6 5 人 ( 4 4 9 人十 1 1 6

人 ) と 考 え られ る 。

( 2 ) 栃木県調査

【脳性麻痺の発生率】

2005 年~ 2 009 年の 5 年間 にお け る 身体障害者更生相談所調査お よ び施設調査では
脳性麻痺は 186 例であ っ た。 栃木県にお け る 200 5 年~2009 年の 出生数は 87 , 6 6 7 人

であ っ た 。 こ れ に よ り 、 栃木県にお け る脳性麻痺の発生率は出生 1 , 00 0 対 2 . 1 2 で あ っ

た 。

【補償対象 と な る 脳性麻痺の 占 め る割合】

2005 年~2009 年の 5 年間 にお け る脳性麻痺 186 例の う ち 、 欠損値を含ま ない 1 1 2

例 について 、 ｢ 身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級に該 当す る ｣ は 1 02 例 (9 1 . 1 % ) で
あ っ た 。 こ の 1 02 例の う ち 、 一般審査対象は 62 例 (60 . 8% ) 、 個別審査対象は 26 例

(25 . 5% ) で あ っ た 。

｢身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級に該 当す る ｣ かつ一般審査対象の 62 例の う ち 、

補償対象 と な る脳性麻痺は 、 ｢除外基準に該当 し ない ｣ の み を補償対象 と す る と 、 すな
わ ち少な く 見積 る と 、 4 3 例 ( 6 9 . 4% ) が該 当 した 。 一方 、 ｢ 除外基準に該当 し ない ｣

お よ び ｢除外基準に該 当 し ない可能性が あ る ｣ を補償対象 と す る と 、 すなわ ち多 く 見

積 る と 、 5 4 例 (871% ) が該当 し た。

栃木県にお け る調査では 、 分娩時の低酸素状況に関 して十分なデー タ が得 ら れ なか
っ たた め 、 宮崎県のデー タ を も と に個別審査基準で補償対象 と な る割合を算出 した。

｢身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級 に該 当す る ｣ かつ個別審査対象の 26 例の う ち 、

｢ 除外基準に該当 し ない ｣ かつ ｢個別審査基準に該当す る ｣ について 、 宮崎大学の ｢個

別審査の在胎週数 ･ 出生体重に該 当 す る 重度脳性麻痺児例の う ち 、 個別審査基準に該
当す る と さ れ 、 かつ除外基準に該当 しない と 考 え られ る割合｣ で あ る 2 5 . 0% を も と に

算出す る と 、 2 6 例の う ち 7 例が個別審査基準で補償対象 と な る 。

こ れ ら よ り 、 すべて の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺は 、 少 な く 見積 る

と 43 十 7 = 50 例 (44 . 2% ) 、 多 く 見積 る と 5 4十 7 = 6 1 例 ( 54 . 0% ) と な る 。
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【補償対象者数の推計】

全国にお け る 2009 年の 出生数は 、 1 , 0 7 0 , 0 3 5 人で あ っ た 。 こ の 1 , 0 7 0 , 0 3 5 人にお け

る脳性麻痺の発生率を出生 し 000 対 2 . 1 2 と す る と 、 全国 にお け る脳性麻痺児の 出生数

は 2, 2 70 人 と な る 。

こ の 2, 2 7 0 人の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の割合は 、 少 な く 見積 る と 44 . 2% で

あ り 、 補償対象者数は 1 , 00 3 人 、 一方多 く 見積る と 54 . 0% で あ り 、 補償対象者数は 1 , 22 6

人 と 考 え ら れ る 。

( 3 ) 三重県調査

ア . 身体障害者更生相談所調査お よ び施設調査に も と づ く 推計

【脳性麻痺の発生率】

200 5 年~ 2009 年の 5 年間 にお け る 身体障害者更生相談所調査お よ び施設調査では

脳性麻痺は 243 例であ っ た 。 三重県におけ る 200 5 年~2009 年の 出生数は 80 , 2 3 9 人

で あ っ た。 こ れに よ り 、 三重県にお け る脳性麻痺の発生率は出生 1 , 00 0 対 3 . 0 3 で あ っ

た 。

【補償対象 と な る 脳性麻痺の 占 め る 割合】

2005 年~2009 年の 5 年間 におけ る脳性麻痺 243 例の う ち 、 欠損値を含ま ない 1 88

例 について 、 ｢身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級に該 当す る ｣ は 16 1 例 ( 8 5 . 6% ) で

あ っ た 。 こ の 16 1 例の う ち 、 一般審査対象は 96 例 ( 59 . 6% ) 、 個別審査対象は 3 3 例

(20 . 5% ) であ っ た。

｢身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級に該 当す る ｣ かつ一般審査対象の 96 例 の う ち 、

補償対象 と な る脳性麻痺は 、 ｢除外基準に該当 し ない ｣ のみ を補償対象 と す る と 、 すな

わ ち少な く 見積 る と 、 4 7 例 ( 49 . 0% ) が該 当 した 。 一方 、 ｢ 除外基準に該当 し ない ｣

お よ び ｢除外基準に該当 し ない可能性が あ る ｣ を補償対象 と す る と 、 すな わ ち多 く 見

積 る と 、 84 例 (87 . 5% ) が該当 し た。

｢身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級に該当す る ｣ かつ個別審査対象の 3 3 例の う ち 、

臍帯動脈血の pH 値ま たは胎児心拍数陣痛図の情報を確認で き た 1 3 例 について 、 臍帯
動脈血の pH 値が 7 . 1 未満、 ま た は胎児心拍数陣痛図 にて基線細変動の消失が認め ら
れ 、 かつ所定の胎児心拍数パタ ー ンが認め られ る と 判断 さ れ、 さ ら に ｢ 除外基準に該

当 し ない ｣ は 3 例 ( 2 3 . 1 % ) で あ っ た。

こ の 23 . 1% を も と る こ ｢ 除外基準に該当 し ない ｣ かつ ｢個別審査基準に該当す る j に

ついて算出す る と 、 個別審査対象の 3 3 例 の う ち 8 例が補償対象 と な る 。

こ れ ら よ り 、 すべて の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺は 、 少 な く 見積 る

と 47十8 = 5 5 例 ( 2 9 . 1% ) 、 多 く 見積 る と 84十8 = 92 例 ( 48 . 7% ) と な る 。

【補償対象者数の推計】

全国にお け る 2 009 年の 出生数は 、 1 , 0 7 0 , 0 3 5 人で あ っ た 。 こ の 1 , 0 7 0 , 0 3 5 人にお け

る脳性麻痺の発生率を出生 1 , 00 0 対 3 . 0 3 と す る と 、 全国 におけ る脳性麻痺児の 出生数

は 3 , 24 1 人 と な る 。

こ の 3 , 2 4 1 人の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の割合は 、 少 な く 見積 る と 29 . 1% で
あ り 、 補償対象者数は 94 1 人 、 一方多 く 見積 る と 48 . 7% で あ り 、 補償対象者数は 1 , 5 7 9

人 と 考 え られ る 。

イ . 施設調査結果に も と づ く 推計

三重県立草の実 リ ハ ビ リ テー シ ョ ンセ ン タ ー にお け る 5 年間 の脳性麻痺 85 例につい

ての調査者の分析に よ る と 、 分娩 中 の異常や仮死が 明 ら かであ る 事例で一般審査にお

け る補償対象が 11 例 、 個別審査におけ る補償対象が 3 例で計 14 例で あ り 、 1 年あ た
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り 2 . 8 例 であ っ た。 一方 、 本制度におけ る 除外基準等に関す る審査委員会の審査の考

え方に も と づいて補償対象に な る と 考 え ら れ る 事例は 、 一般審査におけ る補償対象が

2 1 例 、 一般審査で重症度を満たせば補償対象 と な る も も の が 2 例 、 個別審査におけ る

補償対象が 3 例で計 26 例で あ り 、 1 年あ た り 5 . 2 例で あ っ た 。

同施設は三重県の脳性麻痺児の 70%~ 90% を把握 してお り 、 県外への流出 も考慮 し 、

同施設の三重県全体の脳性麻痺児の把握率を 70% と 仮定 し た調査者の推計では 、 三重

県にお け る 補償対象者数は 、 同施設におけ る 補償対象者数の 1 . 4 3 倍 ( 1 /0 . 7 ) と な る 。

県別 出生数の割合か ら 、 全国 にお け る補償対象者数は、 三重県にお け る補償対象者数

の 66 . 7 倍 ( 1 0 0′ 1 . 5 ) と な る 。

し た が っ て 、 分娩 中の異常や仮死が 明 ら かであ る 事例 は全国 において年間 267 例

(2 . 8 × 1 . 4 3 × 66 . 7 = 267 ) で あ り 、 本制度の補償対象 と 考え られ る 事例は年間 496 例

( 5 . 2 × 1 . 43 × 66 . 7 = 496 例 ) と な る 。

3 ) 現行制度に お け る補償対象者数の推計

( 1 ) 地域別調査等に よ る補償対象者数の推計

それぞれの地域別調査結果か ら得 られた補償対象者数は 、 表 2 0 の と お り で あ る 。

表 2 0 地域別調査結果に よ る補償対象者数

地域 対象デー タ 除外基準、 個別審査基準の 区分
補償対象者数

(人 )

沖縄県 施設調査

少な く 見積っ た場合
( ｢除外基準に該当 し な い ｣ 事例 のみ を補償対象 と す
る 場合 )

505

多 く 見積 っ た 士
( ｢ 除外基準に
し な い可能性が

易合
該当 し な い ｣ お よ び ｢ 除外基準 に該当
あ る ｣ 事例 を補償対象 と す る 場合 )

565

栃木県
身体障害者更生相談所
お よ び施設調査

少な く 見積っ た
( ｢除外基準 に 妻

る 場合 )

と場合
該当 し な い ｣ 事例のみ を補償対象 と す 1 003

多 く 見積 っ た場合
( ｢除外基準に該当 し な い ｣ お よ び ｢除外基準に該当
し な い可能性があ る ｣ 事例 を補償対象 と す る 場合)

1226

三重県

身体障害者更生相談所
お よ び施設調査

少な く 見積 っ た場合
( ｢ 除外基準に該 当 し な い ｣ 事例のみ を補償対象 と す
る 場合 )

94 1

多 く 見積 っ た場合
( ｢除外基準 に該当 し な い ｣ お よ び ｢除外基準に該当
し な い可能性があ る ｣ 事例 を補償対象 と す る 場合 )

1 579

施設調査
多 く 見積 っ た場合

( ｢除外基準に該当 し な い ｣ お よ び ｢除外基準 に該当
し な い可能性があ る ｣ 事例 を補償対象 と す る 場合 )

496

それぞれの地域別調査結果に よ る補償対象者数はば ら つ き がかな り 大 き かっ た 。 栃

木県 、 三重県の調査結果に も と づ く 推計数が沖縄県に比べ高い値 と な っ た理由 と して

は 、 身体障害者更生相談所調査のデー タ の特性が強 く 影響 した結果 と 考え られ る 。 栃

木県 、 三重県において は 、 県内 の脳性麻痺児 をで き る だ け漏れな く 把握す る よ う 身体

障害者更生相談所調査 と 施設調査を行い 、 そ の結果を突合 し分析対象 と し た が 、 身体

障害者更生相談所調査のデー タ は 、

① 肢体不 自 由 の 中か ら脳性麻痺を抽出 し たが 、 脳性麻痺か否かを判断す る た め に必

要な情報が十分でなかっ たた め に脳性麻痺でない児が含まれてい る 可能性

② 情報が限 られてい る こ と か ら施設調査結果 と の突合が十分でなかっ た た め に重複
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してい る 可能性

③ 身体障害者障害程度等級において 、 特に幼少時には重症度の高い脳性麻痺児の身
体障害者手帳の 申請が多 く 行われ る傾向 に あ る た め 、 1 級 ･ 2 級相 当 の割合が高 く
な っ てい る 可能性

④ 除外基準に該当す る か否かを判断す る た め に必要な情報が十分でなかっ たため に 、
｢除外基準に該当 し ない可能性が あ る ｣ 事例が多 く な っ てい る 可能性が あ り 、 こ れ

ら の影響で推計数が多い数 と な っ た も の と 考 え ら れ る 。

一方 、 沖縄県の調査は 、 地理的に他県 と は離れてい る た め県を越えての児の移動は

少ない こ と 、 県内 の小児科医間の連携が密であ り 當 山調査者 ら の長年にわた る 取組み

に よ り 脳性麻痺児の把握が十分に さ れてい る と 考 え られ る こ と 、 ま た 22 年間にお よぶ

取組みの成果 と してデー タ の母数が最 も 多 く 、 各施設での診療録等を も と に収集 さ れ

た情報であ る こ と な どか ら 、 最 も 信頼性の高いデー タ であ る と 考 え ら れる 。

( 2 ) 当 委員会の補償対象者数の推計

以上の検討か ら 、 当 委員会においては 、 現行制度におけ る 補償対象者数の推計を行

う に際 して栃木県 、 三重県の調査結果は参考 と して取扱い 、 沖縄県の調査結果に も と
づ き補償対象者数を推計す る こ と と した。

沖縄県調査においては 1988 年~2009 年の 22 年間に 出生 した脳性麻痺児を調査対
象 と したが 、 こ の 間 、 脳性麻痺の発生率は出生 1 , 0 00 対 2 . 7 か ら 1 , 2 の 間 で増減を繰
り 返 し な が ら も 、 長期的には概ね減少傾向 に あ る 可能性が あ る (表 1 ) 。

ま た 、 20 0 8 年 と 2009 年について は 、 調査実施時点において調査対象の児が 2 歳~
4 歳 と 低年齢であ る こ と & こ よ り 、 脳性麻痺の診断が未だ行われてい ない児が存在 して

い る と 見 ら れ、 すべての脳性麻痺児が把握 さ れていない可能性が あ る 。

こ の た め 、 本制度の補償対象 と な る脳性麻痺の発生率の減少傾向 の可能性 も踏ま え
て よ り 精緻に補償対象者数の推計を行 う た め 、 調査対象の 1988 年~2009 年について 、

20 08 年 と 2009 年の 2 年間 を除 く 20 年間 を 、 統計的に信頼性を確保で き る デー タ 数
も 考慮 し 、 前半の 10 年間で あ る 1988 年~ 1997 年 と 後半の 1 0 年間で あ る 1998 年~

200 7 年に分け 、 それぞれの調査結果に も と づ き 補償対象者数の推計を行 う こ と と した 。

推計値の算出に際 しては 、 沖縄県調査の 22 年間の調査結果に も と づ く 推計 と 同様に 、
一般審査対象 と 個別審査対象のそれぞれについて 、 ｢脳性麻痺の発生率 ｣ お よ び ｢ それ
ぞれの審査対象の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の人数 (割合) ｣ を算出 し 、
本制度の創設初年であ る 2009 年の全国の出生数に あて はめ る こ と で全国にお け る補
償対象者数の推計値を算出 した 。

ま た 、 前述の と お り 算 出 した推計値は 、 各県におけ る過去の脳性麻痺の発生数 (発
生率) を 、 2 009 年の全国の出生数にあて は めて算出 してい る こ と か ら 、 統計学的には

誤差を考慮す る 必要が あ る 。 そ こ で 、 真の予測値が含ま れ る と 考 え られ る 区間 につい

て 、 二項分布の正規近似を用いた方法に よ り 、 推計値の 95 %信頼区間 (以下 、 推定区
間 と 呼ぶ) を得た 。

ア . 沖縄県調査に お け る 蘭88 年~ 1 9 9 7 年の調査結果に も と づ く 推計
【脳性麻痺の発生率】

1988 年~ 1997 年の 10 年間 におけ るすべての脳性麻痺事例 32 3 例 の う ち 、 在胎週

数 と 出生体重が不明 な 1 例 を除 く 322 例 について 、 一般審査対象は 12 7 例 、 個別審査
対象は 140 例 、 一般審査 と 個別審査の対象ではない在胎週数 28 週未満は 55 例であ っ

た 。

沖縄県にお け る 1988 年~ 199 7 年の ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , o o o g 以上｣
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の 出生数は 169 , 5 4 1 人 、 ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2, o o o g 未満 、 ま た は在胎

週数 28 週以上かつ 3 3 週未満｣ の 出生数は 3 , 8 7 7 人で あ っ た 。

【補償対象 と な る 脳性麻痺の 占 め る 割合】

1988 年~ 1997 年の 10 年間 にお け るすべて の脳性麻痺事例 32 3 例の う ち 、 欠損値

を含ま ない 3 1 6 例について 、 ｢重症度の基準に該当す る GMFCS レベル 3~5 ｣ は 2 34

例であ っ た 。 こ の 234 例 の う ち 、 一般審査対象は 97 例 ( 4 1 , 5% ) 、 個別審査対象は 1 00

例 (427% ) で あ っ た 。

< 一般審査>

｢GMFCS レベル 3~ 5 ｣ かつ一般審査対象の 97 例 の う ち 、 当 委員会において ｢除

外基準に該当 し ない ｣ と し た事例のみを補償対象 と する と 、 すなわ ち少な く 見積 る と 、

7 5 例 ( 7 7 . 3% ) が該当 した 。 一方 、 当 委員会において ｢除外基準に該当 し ない ｣ お よ

び ｢除外基準に該当 し ない可能性が あ る ｣ と した事例 を補償対象 と す る と 、 すな わ ち

多 く 見積 も る と 84 例 ( 866% ) が該当 した。

こ れ ら よ り 、 一般審査対象の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の 占 め る割

合は 、 少 な く 見積 る と 75 例 ( 当該対象に 占 め る割合は 5 9 . 1 % 、 以下同様) 、 多 く 見積

る と 84 例 (66 . 1% ) と な る 。

< 個別審査 >

｢GMFCS レベル 3 ~ 5 ｣ かつ個別審査対象の 1 00 例 の う ち 、 ｢ 除外基準に該当 し な

い ｣ かつ ｢個別審査基準に該当 す る ｣ につ いて 、 沖縄県の 2 006 年~2009 年の ｢個別

審査の在胎週数 ･ 出生体重に該当す る 重度脳性麻痺児例の う ち 、 個別審査基準に該当

す る と さ れ 、 かつ除外基準に該当 し な い と 考 え られ る割合｣ で あ る 2 7 . 8% を も と に算

出す る と 、 2 8 例が個別審査で補償対象 と な る 。

【補償対象者数の推計】

< 一般審査>

沖縄県にお け る 1988 年~ 1 99 7 年の一般審査対象の出生数は 、 1 69 , 5 4 1 人であ っ た 。

こ の 1 69 , 5 4 1 人 にお け る補償対象 と な る脳性麻痺の発生率は 、 少 な く 見積 も っ た場合
が 出生 1 , oo o 対 0 . 44 、 多 く 見積 も っ た場合が 出生 1 , 0 0 0 対 0 . 5 0 で あ っ た 。 こ の発生率
を 、 全国 におけ る 2 009 年の一般審査対象の出生数 1 , 0 4 8 , 1 0 4 人に あ ては めて 、 全国 に

お け る補償対象者数を算出す る と 、 少な く 見積 も る と 464 人 、 多 く 見積 も る と 5 1 9 人

と な る 。

< 個別審査 >

沖縄県にお け る 1988 年~ 199 7 年の個別審査対象の 出生数は 、 3 , 8 7 7 人で あ っ た。

こ の 3 , 8 7 7 人 にお け る 補償対象 と な る脳性麻痺の発生率は 、 出生 1 , 0 0 0 対 7 . 1 6 であ っ

た。 こ の発生率を 、 全国 にお け る 2009 年の個別審査対象の 出生数 18 , 7 3 7 人 に あて は

めて 、 全国 にお け る補償対象者数を算出す る と 1 34 人 と な る 。

< 合計 >

したが っ て 、 1988 年~ 199 7 年の沖縄県におけ る調査結果に も と づ く 補償対象者数

は 、 少 な く 見積 る と 5 98 人 ( 464 人 十 1 34 人 ) 、 多 く 見積 る と 6 5 4 人 ( 5 1 9 人 十 1 34 人)

と 考 え られ る 。

イ . 沖縄県調査に お け る 蘭98 年~ 200 7 年の調査結果に も と づ く 推計

【脳性麻痺の発生率】

1998 年~2007 年の 10 年間 にお け るすべての脳性麻痺事例 3 3 1 例の う ち 、 在胎週
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数 と 出生体重が不明 な 4 例 を除 く 32 7 例 について 、 一般審査対象は 1 1 9 例 、 個別審査

対象は 134 例 、 一般審査 と 個別審査の対象ではない在胎週数 28 週未満は 74 例で あ っ

た。

沖縄県におけ る 1998 年~2 00 7 年の ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , o o o g 以上｣

の 出生数は 16 1 , 7 5 4 人 、 ｢在胎週数 33 週以上かつ 出生体重 2, o oo g 未満 、 ま た は在胎
週数 28 週以上かつ 33 週未満｣ の 出生数は 3 , 8 5 9 人で あ っ た。

【補償対象 と な る 脳性麻痺の 占 め る 割合】

1998 年~2007 年の 10 年間にお け るすべて の脳性麻痺事例 33 1 例の う ち 、 欠損値

を含ま ない 327 例について 、 ｢重症度の基準に該 当す る GMFCS レベル 3~5 ｣ は 20 3

例であ っ た 。 こ の 203 例の う ち 、 一般審査対象は 74 例 ( 3 6 . 5% ) 、 個別審査対象は 8 3

例 (40 . 9% ) で あ っ た。

< 一般審査 >

｢GMFCS レベル 3~ 6 ｣ かつ一般審査対象の 74 例 の う ち 、 当 委員会において ｢除

外基準に該当 し ない ｣ と した事例のみを補償対象 と す る と 、 すな わ ち少な く 見積 る と 、

46 例 ( 62 . 2% ) が該当 し た 。 一方 、 当 委員会において ｢除外基準に該当 し ない ｣ お よ

び ｢除外基準に該当 し ない可能性が あ る ｣ と した事例を補償対象 と す る と 、 すな わ ち

多 く 見積 も る と 5 7 例 ( 7 7 . 0% ) が該当 した 。

こ れ ら よ り 、 一般審査対象の脳性麻痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の 占 め る 割

合は 、 少な く 見積る と 46 例 ( 当該対象に 占 め る割合は 38 . 7% 、 以下同様) 、 多 く 見積

る と 5 7 例 ( 4 7 . 9% ) と な る 。

< 個別審査 >

｢GMFCS レベル 3 ~ 5 ｣ かつ個別審査対象の 8 3 例 の う ち 、 ｢ 除外基準に該当 し な

い ｣ かつ ｢個別審査基準に該当す る ｣ につ いて 、 沖縄県の 2006 年~2009 年の ｢個別

審査の在胎週数 ･ 出生体重に該当 す る重度脳性麻痺児例の う ち 、 個別審査基準に該当
す る と さ れ 、 かつ除外基準に該当 し ない と 考 え られ る割合i であ る 27 . 8% を も と に算

出す る と 、 2 3 例が個別審査で補償対象 と な る 。

【補償対象者数の推計】

< 一般審査>

沖縄県にお け る 1 998 年~2007 年の一般審査対象の出生数は 、 16 1 , 7 6 4 人であ っ た 。

こ の 1 6 1 , 7 5 4 人にお け る 補償対象 と な る脳性麻痺の発生率は 、 少 な く 見積 も っ た場合
が出生 1 , o o o 対 o . 2 8 、 多 く 見積 も っ た場合が 出生 1 , 0 00 対 0 . 3 5 であ っ た 。 こ の発生率

を 、 全国 にお け る 2009 年の一般審査対象の出生数 1 , 0 48 , 1 0 4 人に あて はめて 、 全国 に

お け る 補償対象者数を算出す る と 、 少 な く 見積 も る と 298 人 、 多 く 見積 も る と 3 69 人

と な る 。

< 個別審査>

沖縄県にお け る 1 99 8 年~2007 年の個別審査対象の出生数は 、 3 , 8 5 9 人で あ っ た 。

こ の 3 , 8 5 9 人 にお け る補償対象 と な る脳性麻痺の発生率は 、 出生 1 , 0 0 0 対 5 . 9 7 で あ っ

た 。 こ の発生率を 、 全国 におけ る 2009 年の個別審査対象の出生数 1 8 , 7 3 7 人に あ て は

めて 、 全国にお け る補償対象者数を算出す る と 1 12 人 と な る 。

< 合計 >

したが っ て 、 1998 年~2007 年の沖縄県におけ る調査結果に も と づ く 補償対象者数

は 、 少 な く 見積 る と 4 10 人 ( 2 9 8 人 十 1 1 2 人) 、 多 く 見積 る と 48 1 人 ( 369 人 十 1 1 2 人 )

と 考え ら れ る 。
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図 1 0 補償対象者数の推計値 と そ の推定区間

r一-- ー 眺8年楜7年 ー " 慨 8年~劉7年 ｣
90 0 - - - --
“‐ + - - 8 1 4 L

　　 　 　　　
■ 6 54

T 7 5 3

一一--一幸,
--エ ー- -

6 0 0

5 0 0 一一一一一一 一 団 - - - - - - ‐ - - - -

, , . 三一丁言--- - 49 3 一 一 国% - -

20 0 … ---一一一一一一一一一一一一…- “ . 團 團 - - … ----

　

r o 8 『 l - - - - -- 1
L一 --…… + 少なく競わた場合 ‐十 多 く見積も った場合 +少なく見積も っ燃合 一多く見積も っ燭合 一 ---

少な く 見積 っ た場合 、 多 く 見積っ た場合のいずれにおいて も 、 1 98 8 年~ 1997 年の

10 年間 に比べ 、 1998 年~2007 年の 1 0 年間 が推計値お よ び推定区間 と も に低い水準

であ り 、 本制度の補償対象 と な る 脳性麻痺の発生率が減少傾向 に あ る こ と が確認で き

る 。 こ の傾向が 2008 年以降 も続 く か ど う かは不明で あ る が 、 当 委員会 と して は 、 減

少傾向 も織 り 込んだ 1998 年~2007 年の 10 年間 の調査結果に も と づ く 推計値お よ び

推定区間 を採用す る こ と と した。

1 9 9 8 年~2007 年の 1 0 年間 の調査結果に も と づ く と 、 少 な く 見積っ た場合の補償対

象者数推計値は 4 10 人 、 前述の統計学的誤差を考慮 した推定区間 は 2 78 人~542 人で

あ っ た 。 多 く 見積っ た場合の補償対象者数推計値は 48 1 人 、 同様に推定区間は 3 40 人

~62 3 人で あ っ た 。

｢少 な く 見積っ た場合｣ と ｢ 多 く 見積っ た場合 ｣ は 、 除外基準に該当す る か ど う か

の判断が困難な事例 について 、 すべて を補償対象外 と し た場合が ｢少 な く 見積っ た場

合｣ で あ り 、 すべて を補償対象 と した場合が ｢多 く 見積っ た場合｣ で あ る 。 実際の審

査において は 、 除外基準に該当 す る 疾患等の存在が明 ら かであ り 、 かつその疾患が重

度の運動障害の主な原因であ る こ と が 明 ら かで あ る場合に限 り 除外基準に該当 す る と

してい る た め 、 現行制度にお け る補償対象者数の推計を行 う し こ際 して も 、 除外基準に

該当す る と 明確に判断で き る事例のみを補償対象外 と す る ｢多 く 見積っ た場合 ｣ の方

が 、 実態に則 してい る と 考 え られ る 。

したが っ て 、 当 委員会 と しては 、 沖縄県にお け る 1998 年~2 00 7 年の 10 年間 の調

査結果に も と づ き 、 除外基準について ｢多 く 見積っ た場合｣ を採用 し 、 現行制度にお

け る 補償対象者数推計値は 48 1 人 、 推定区間は 340 人~62 3 人 と 考え る 。

な お 、 こ の変動幅の推計は 、 沖縄県にお け る 1 998 年~2 00 7 年の 1 0 年間 の調査結

果を も と に行っ た も のであ り 、 沖縄県にお け る脳性麻痺の発生率の傾向が 日 本全国 を
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代表す る 平均的な も ので あ る こ と 、 調査対象の 1 998 年~200 7 年が特異な傾向 を有す

る 期間ではな く 、 かつ そ の傾向が今後 も継続する こ と を前提に した上で 、 こ の範囲 内
に収ま る 可能性が高い こ と を意味 してい る 。 し か し 、 上記の前提を満た し た場合にお

いて も 、 稀な確率 ( 5%程度) で こ の推定区間 を越え る 可能性も あ る裁こ 、 留意す る 必

要が あ る 。

4 ) 2009 年出生児に お け る 調査結果 と補償対象者数の比較

20 1 3 年 6 月 末 日 時点の 、 2009 年生まれの補償対象者数は 205 人で あ る が 、 地域別

調査において は 、 沖縄県 、 栃木県 、 三重県 と も に 2009 年に 出生 した児について も調

査対象 と し てい る こ と か ら 、 地域別調査において補償対象 と な る脳性麻痺 と 考え られ

た児の数 と 、 実際に補償 申請が行われ補償対象 と 認定 さ れた児の数 * 1 について比較 し 、

分析を行っ た。

なお 、 地域別調査の結果に も と づ き 、 ｢補償対象 と な る脳性麻痺｣ 、 ｢補償対象 と な る

可能性の あ る脳性麻痺｣ に分け 、 次の よ う に 定義 した 。

･ 補償対象 と な る脳性麻痺

地域別調査において補償対象 と な る か否かについて 、 重症度の基準 * 2 を満た し 、

一般審査の基準を満た し 、 除外基準に該 当 し ない こ と か ら 、 補償 申請が行われれ

ば補償対象 と 認定 さ れ る 可能性が極めて高い事例。

･ 補償対象 と な る 可能性の あ る脳性麻痺

除外基準に該当す る か否か 、 個別審査の場合で個別審査基準を満たすか否かにつ

いて は情報が十分ではないた め判断が難 しいが 、 補償対象 と 認定 さ れ る 可能性が

一定程度 あ る 事例。

* 1 分娩機関所在地を も と に した数に よ る 。

* 2 身体障害者障害程度等級で判断 し た 。

( 1 ) 沖縄県

沖縄県調査にお け る 欠損値が ない 2009 年生まれの脳性麻痺は 20 例 あ っ た 。 こ の う
ち 、 ｢補償対象 と な る脳性麻痺｣ は 5 例であ り 、 ま た ｢補償対象 と な る 可能性の あ る脳

性麻痺｣ は 3 例 (除外基準の判断に係 る も の 3 例) で あ っ た 。 したが っ て 、 2009 年生

まれで補償対象 と な る と 考 え ら れ る脳性麻痺は少な く 見積 る と 5 例 、 多 く 見積 る と 8

例 と 考 え ら れ る 。

一方、 2009 年生ま れの脳性麻痺児で補償 申請が行われ補償対象 と 認定 さ れた件数は

2 例であ っ た 。 こ の た め 、 今後 さ ら に 3 例~6 例が補償対象 と な る 可能性が あ る 。

( 2 ) 栃木県

栃木県調査にお け る 欠損値がない 2009 年生ま れの脳性麻痺は 19 例で あ っ た。 こ の

う ち 、 ｢補償対象 と な る脳性麻痺｣ は 6 例であ り 、 ま た ｢補償対象 と な る 可能性の あ る

脳性麻痺｣ は 5 例 ( 除外基準の判断に係 る も の 2 例 、 個別審査基準の判断に係 る も の

3 例 ) で あ っ た。 し た が っ て 、 20 0 9 年生まれで補償対象 と な る と 考 え られ る脳性麻痺

は少な く 見積る と 6 例 、 多 く 見積 る と 1 1 例 と 考 え ら れ る 。

一方 、 2009 年生まれの脳性麻痺児で補償申請が行われ補償対象 と 認定 さ れた件数は

4 例であ っ た 。 こ の た め 、 今後 さ ら に 2 例~7 例が補償対象 と な る 可能性があ る 。

( 3 ) 三重県

三重県調査にお け る欠損値が ない 2009 年生まれの脳性麻痺は 42 例であ っ た 。 こ の
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う ち 、 ｢補償対象 と な る脳性麻痺｣ は 4 例であ り 、 ま た ｢補償対象 と な る 可能性の あ る

脳性麻痺｣ は 1 7 例 (除外基準の判断に係 る も の 12 例 、 個別審査基準の判断に係 る も

の 4 例 、 除外基準お よ び個別審査基準の両方の判断に係 る も の 1 例 ) で あ っ た 。 した
が っ て 、 2 0 09 年生まれで補償対象 と な る と 考 え られ る脳性麻痺は少な く 見積 る と 4 例 、

多 く 見積 る と 2 1 例 と 考え られ る 。

一方 、 2009 年生まれの脳性麻痺で補償申請が行われ補償対象認定 さ れた件数は 2 例
で あ っ た 。 こ の た め 、 今後 さ 拭こ 2 例~ 1 9 例が補償対象 と な る 可能性が あ る 。

以上の 3 地域におけ る 2009 年出生児におけ る 調査結果 と 補償対象者数の比較は図
1 1 の と お り で あ り 、 沖縄県 、 栃木県 、 三重県の 3 県において既に補償対象 と 認定 さ

れた事例数 8 例 に対 して 、 補償対象 と な る と 考 え られ る 事例数は少な く 見積 る と 15

例 、 多 く 見積る と 40 例で あ っ た 。

少 な く 見積も っ た補償対象 と な る と 考 え られた 1 5 例 の う ち 、 分娩中 の異常や仮死を

認めた事例は 4 例 、 分娩 中の異常や仮死を認め なかっ た事例は 3 例 、 分娩中 の状況が
不明の事例は 8 例であ っ た。

多 く 見積 も っ た補償対象 と な る と 考 え ら れた 40 例 の う ち 、 少 な く 見積 も っ た 1 5 例
を除いた 25 例 は 、 一般審査対象が 1 7 例 、 個別審査対象が 8 例で あ っ た 。 一般審査対
象 1 7 例の う ち 、 分娩中の異常や仮死を認めなかっ た事例は 3 例 、 分娩中 の状況が不明

の事例は 14 例で あ っ た 。 ま た 、 個別審査対象の 8 例の う ち 、 分娩 中の異常や仮死を認
めた事例は 5 例 、 分娩中 の状況が不明 の事例は 3 例で あ っ た 。

図 1 1 20 0 9 年出 生児に おけ る調査結果 と 補償対象者数の比較

行ったもので あ り 、 個 々 の事例について突き合わせた結果ではない 。
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本制度の補償申請期間は児の満 5 歳の誕生 日 ま でであ り 、 2 0 0 9 年生まれの児につい
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て は 20 14 年の誕生 田口順次補償 申請期限を迎え る が 、 20 1 3 年 6 月 末 日 時点にお け る

2009 年生まれの児の補償対象者数は 205 人で あ る 。

現行制度にお け る補償対象者数の推計値は年間 48 1 人 (推定区間 340 人~62 3 人 )

で あ る こ と か ら 、 約 1 40 人~420 人の脳性麻痺児が 、 補償 申請を行えば補償対象 と 認

定 さ れ る 可能性が あ る と 考 え ら れ る 。 し た が っ て 、 補償 申請期限を迎え る 前に補償対

象 と 認定 さ れ る 可能性が高い児について漏れな く 補償 申請が行われ る こ と が極めて重

要であ る 。

未だ補償 申請が行われていない要因 について 、 地域別調査において補償対象 と な る

脳性麻痺 と 考 え られた事例を も と に 当委員会において分析を行っ た結果 、 主に次の三

つの要因が考え られ る 。

① 本制度は ｢分娩に関連 して発症 した重度脳性麻痺児に対 して補償する ｣ と して い

る が 、 分娩 中 の異常や仮死を認め られな く と も 、 ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生

体重 2 , 0 0 0 g 以上｣ で あ り ｢除外基準に該当 し ない ｣ 場合は 、 補償対象 と な る こ
と について 、 周知が十分に さ れていない 。

地域別調査において 、 補償対象 と な る脳性麻痺 と 定義 した事例の 中 には 、

分娩 中 の異常や仮死 を認め な か っ たが 、 そ の後健診で発達遅滞が 明 ら か にな

っ た事例な どが あ っ た 。

こ れ ら の事例は 、 ｢在胎週数 33 週以上かつ出生体重 2, o o o g 以上 ｣ で あ り 、

かつ除外基準に該当 しないため 、 補償対象に な る と 考え られ る が 、 ｢分娩に関

連 し ない ｣ と して補償 申 請が行われていない可能性が あ る 。

② 児の先天性要因や新生児期の要因 に相 当す る疾患等が あ っ て も 、 ま た は疑われて

も 、 そ の疾患等が重度の運動障害の主な原因であ る こ と が 明 ら かでない場合は 、

除外基準に該当せず 、 補償対象 と な る こ と について 、 周 知が十分に さ れていない。

地域別調査において 、 補償対象 と な る 可能性の あ る脳性麻痺 と 定義 した事

例の 中 には 、 小脳萎縮が認め ら れた事例 、 染色体異常が認め ら れた事例 、 生

後 に起 こ っ た呼吸障害等に よ り 低酸素 と な っ た事例な どが あ っ た 。

こ れ ら の事例は 、 小脳萎縮や染色体異常が認め られた も の の 、 それが重度

の運動障害の主な原因であ る こ と が 明 ら か と は言 え ない 、 ま た生後の低酸素

状況は分娩 と は無関係に発生 した こ と が 明 ら か と は言えない こ と か ら 、 補償

対象にな る と 考 え ら れ る が 、 除外基準に該当す る と して補償 申請が行われて

いない可能性が あ る 。

③ 重症度の判断が困難等の理由 で 、 補償 申請期限の 5 歳の誕生 日 の直前ま で 申請が

控え ら れてい る 。

地域別調査において 、 補償対象 と な る脳性麻痺 と 定義 し た事例の 中 には 、

本制度にお け る ｢重度脳性麻痺｣ に該 当す る か ど う かの判断が 困難 と 考え ら

れた事例な どが あ っ た。

こ れ ら の事例は 、 補償申請期限であ る児の満 5 歳の誕生 日 の直前ま で 申 請

が控え ら れてお り 、 ま だ補償 申 請が行われていない可能性が あ る 。

ま た 、 本制度において ｢重度脳性麻痺｣ に該当 す る こ と は 、 将来的 に実用

歩行が困難であ る こ と を意味す る た め 、 主治医や児の保護者に と っ て は 、 で

き る だけ リ ハ ビ リ テーシ ョ ン に専念 し 、 補償 申請期限の満 5 歳の誕生 日 の直

前まで 申 請が控え ら れてい る 可能性が あ る 。
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こ の う ち 、 ③について は補償申請期限の満 5 歳の誕生 日 の直前に 申請が行われる こ

と が見込ま れ る が 、 ①お よ び②については 、 当 委員会の 中で も 委員や調査者か ら 強 く

懸念が示 さ れた と こ ろ で あ り 、 補償対象 と な る脳性麻痺について正確に理解 さ れ る よ

う な周知徹底を早期に行 う こ と が重要 と 考 え られ る 。
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6 . 補償対象範囲等の検討

制度創設時の検討において補償対象範囲にす る こ と が望ま しい と 考 え ら れた範囲や 、

審査委員会での審査等を通 じて 明 ら かに な っ て き た課題等への対応について以下の と

お り 取 り ま と め た 。

1 ) 重症度

<創設時の検討>

創設時医学的調査報告書において は 、 本制度の補償対象 と す る 重症度 と して 、 将来

的に も独歩が不可能で 日 常生活に車椅子を必要す る児 を重症 と 考 え 、 こ れは概ね身体

障害手帳等級の 1 級 ･ 2 級に相 当す る と さ れた 。

< 今回の検討>

身体障害者障害程度等級の 3 級ま で補償対象 と する場合 、 現行の将来的に実用 的歩

行が可能か否かの基準に代わ る 新たな判断基準を検討す る 必要が あ る が 、 将来的 に身

体障害者障害程度等級が 3 級にな る か 4 級に な る かを早期に判断でき る よ う な基準を

設け る こ と は極めて難 しい。 重症度の基準の見直 し と して 、 補償対象を現行の基準か

ら身体障害者障害程度等級 1 級ま た は 2 級、 3 級に相 当す る こ と に変 え る こ と について

は 、 医学的な観点で公平に審査で き る新たな判断基準を設け る こ と が 困難であ る と 考

え られ る 。

重症度の確定診断がで き る ま での間において リ ハ ビ リ テーシ ョ ン を熱心に行 う ほ ど

補償対象に な ら な い可能性が高ま る こ と に な る な ど 、 本制度が リ ハ ビ リ テーシ ョ ン医

療に影響を与え る こ と を懸念す る と の意見が あ っ た 。

身体障害者障害程度等級の認定 と 同様に障害程度等級の合算の仕組みを取 り 入れ 、

上肢障害 と 下肢障害等を総合的に判断 して補償対象 と す る こ と が よ い と の意見が あ っ

た。

分娩時の牽引 等に よ っ て生 じ た腕神経叢麻痺 (BrbDuchenne 麻痺、 K1umpke 麻痺)

等 は 、 脳性麻痺ではない も の の障害の状態は類似 してい る た め 、 こ の よ う な病態 も検

討すべき と の意見が あ っ た 。

2 ) 補償対象基準

【一般審査】

< 創設時の検討>

創設時医学的調査報告書において は 、 本制度の補償対象 と な る ｢通常の妊娠 ･ 分娩

に も かかわ らず 、 脳性麻痺 と な っ た場合｣ と し て 、 脳性麻痺 と な っ た原因が ｢分娩に

係 る 医療事故｣ と は考 え難い未熟性が原因 と な る脳性麻痺について 、 出生体重や在胎

週数に よ り 判断す る 基準の検討を行っ た 。 具体的には未熟性が要因 と 考 え ら れ る脳室

周 囲 白 質軟化症 (Periventr1cular 1eukomalacia ; PVL) や頭蓋内 出血、 呼吸急迫症候

群(Re sp 1ratory d1stre ss syndrome ; RDS)等の在胎週数別 、 出生体重別の発症状況が注

目 さ れた 。

創設時の沖縄県におけ る調査では 、 出生体重 1 , 8 0 0 g 未満 、 在胎週数 3 3 週未満では

未熟性が原因 と 考え ら れ る 症例が多い傾向が認め られ 、 姫路市等 にお け る調査では 、
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出生体重 2 , o o o g 未満 、 在胎週数 32 週未満の症例の多 く は原因が未熟性であ る と さ れ
た 。

こ れ ら に も と づ き 、 補償対象 と な る在胎週数 ･ 出生体重の基準を ｢在胎週数 3 3 週以

上 、 かつ 出生体重 2, o oo g 以上｣ と さ れたが 、 在胎週数の基準を 32 週以上にすべ き と

の意見 、 出生体重の基準を 1 , 8 00 g “ こすべき と の意見、 在胎週数 と 出生体重の基準を ｢か
つ ｣ ではな く ｢ ま た は｣ と す る意見な どが あ っ た 。

< 今回の検討>

在胎週数ま たは出生体重 と 神経発達の関連について は 、 神経発達は在胎週数に相関

す る こ と か ら 、 一般審査の基準は在胎週数のみを も と に設け る こ と が妥 当 と 考 え られ

る 。 在胎週数については 、 最近は診断の精度が高ま っ てお り 、 概ね確実に判断で き る 。

一方 、 飛び込み分娩等の事例では在胎週数が不明確な場合 も あ る こ と か ら 、 出生体

重の基準 も残 し 、 在胎週数の基準 と 出生体重の基準のいずれか一方を満た した場合は

補償対象 と す る 方法が妥 当 と 考え られ る 。

双胎の場合は 、 出生体重が単胎に比較 して軽い こ と か ら 、 在胎週数 と そ の他の基準

に該当 してい る も の の補償対象 と な ら な い こ と が課題 と な っ ていた 。 在胎週数を基準

と す る 、 あ る いは在胎週数 と 出生体重の基準 を ｢ ま た は ｣ と す る こ と “ こ よ り 、 こ の課

題が解消 さ れ る 。

在胎週数の基準は連続性も あ る た め医学的 な観点で明確な線を 引 く こ と は難 し いが 、

3 2 週や 3 4 週 に よ っ て 区分す る こ と が 医学的には一般的であ る 。 しか し 、 胎児の体重

発育曲線に よ れば在胎週数 33 週 の体重が概ね 2 , 0 0 0g に相 当す る た め 、 出生体重 2000

g の基準を残すのであれば 3 3 週 が妥当 と 考 え ら れ る と の意見が あ っ た 。 ま た一般審査
の基準 と 個別審査の基準 と の違い を考慮すれば一般審査の在胎週数は 32 週へ 、 あ る い

はで き る だけ 引 き 下げた方が よ い と い う 意見 も あ っ た 。

出生体重は在胎週数を補完す る よ う な位置付け と すべ き あ り 、 そ の基準について は

現在の 2, 000 g を変更すべ き必要性は高 く な い と の意見が あ っ た 。

【個 別審査 】

< 創設時の検討>

制度創設時には 、 一般審査の基準に該当 し ない場合であ っ て も 、 本制度で補償対象

と 考え ら れ る脳性麻痺 も あ る こ と か ら 、 米国産婦人科学会が取 り ま と め た報告書を参

考に 、 一般審査の基準に該当 し ない在胎週数 28 週以上の場合について 、 個別審査の基

準が定め ら れた 。

個別審査の対象 と な る 在胎週数については 、 ｢在胎週数 28 週以上｣ と したが ｢在胎

週数 27 週で線を 引 け ば 、 ほ と ん どの臨床医が納得でき る ｣ と の意見が あ っ た 。

< 今回の検討>

個別審査の基準の胎児心拍数陣痛図 に係 る判断に関 して は 、 在胎週数 32 週未満につ

いて は医学的 に十分解明 さ れていない 。 したが っ て 、 胎児心拍数陣痛図 に係 る 判断基

準だけで判断す る のでな く 、 本制度の補償対象 と な る こ と が 明確に な る よ う な基準を

検討すべき と 考 え ら れ る 。

分娩直前の緊急時等の対応で胎児心拍陣痛図等のデー タ の取得が難 しい場合 も あ る

ので 、 例 えば出血量の よ う な補完で き る 基準を設け る こ と も 望ま しい と の意見が あ っ

た 。

胎児心拍数陣痛図 に係 る 判断基準について は 、 基線細変動の ｢消失｣ ま た は ｢減少 ｣

な どの判断が専門家の 間で異な っ てい る こ と か ら 、 改 め て そ の考え方を整理す る 必要

が あ る 。 具体的には ｢消失｣ は obpm と い う 定型的な判断ではな く 、 相対的な判断で
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あ る べ き と の意見が あ っ た 。 ま た 、 脳性麻痺を呈する胎内での状態悪化を示す胎児心

拍数陣痛図の所見 と して 、 サイ ナ ソ イ ダルパ タ ー ン を 明記すべき と の意見が あ っ た 。
画像診断が普及 して き たため 、 個別審査の基準のひ と つ と して頭部画像 も加 え る べ

き と の意見が あ っ た。 しか し 、 画像診断では発症時期が特定 し に く い こ と 、 低酸素が

ない場合で も低酸素性虚血性脳症 (Hypoxic 1 s chemic encepha1op athy ; HIE ) の所見
を示す こ と も あ る こ と か ら 、 慎重な検討が必要であ る と の意見 も あ っ た。

P、刀し る こついて は 、 現行の個別審査の低酸素状況に係 る 補償対象基準では補償対象 と

な ら な い こ と が あ る 。 しか し 、 未熟性が原因 であ っ て も 周産期の異常の結果 と し て生

じてい る場合は補償対象 と す る こ と が望ま しい と の意見が あ っ た。

個別審査の低酸素状況に係 る 補償対象基準の詳細について は 、 産科医等の専門家に
よ り 検討す る こ と が望まれ る 。

個別審査 しこお け る 在胎週数の基準について は 、 医学的に みま在胎週数 28 週未満 みま超早

産児であ り 、 未熟性が さ ら し こ 強 く な る の で在胎週数 28 週以上 と るま区分 さ れ る こ と か ら 、
現行の基準の在胎週数 28 週以上は妥当 と 考 え ら れ る 。

一方 、 周産期母子医療セ ン タ ーネ ッ ト ワ ー ク デー タ ベース のデー タ に よ れば 、 在胎
週数 2 2 週か ら 27 週 において も胎児機能不全を伴 う 重度脳性麻痺例が一定数あ り (参
考資料 ｢在胎週数 2 8 週未満での脳性麻痺発生率｣ ) 、 本制度の補償対象 と な り 得 る 重度
脳性麻痺児 も い る こ と か ら 、 在胎週数の基準を な く す こ と も 検討の対象 るこ な る と 考 え
ら れ る 。

3 ) 除外基準

<創設時の検討>

本制度の補償対象の趣旨か ら補償対象 と は考え難い場合を補償対象か ら 除外す る こ

と と して 、 そ の よ う な場合 る霊亥当 す る疾患や病態等を検討 し 、 児 の先天性要因 ま たは

新生児期の要因 と して ま と め 、 それ ら に よ る脳性麻痺が補償対象か ら 除外 さ れた 。

< 今回 の検討>

児の先天性要因 について 、 詳細な検査を行 う ほ ど除外基準に相 当す る 疾患が判断 さ

れ る 可能性が高 ま る と い う 不公平感 と 医療への影響を懸念す る意見が多数あ っ た 。
妊娠中の要因 と 分娩時の要因 は 、 原因 の発生時期の判断が困難な場合が多 く 、 本制

度の補償対象の考 え方を踏ま え る と 、 除外基準 と し て 明確 るこ判断で き る も の に限定す
る こ と が望まれ る 。

脳奇形については 、 脳の形成段階で生 じ 、 かつそ の こ と が重度の運動障害の原因で

あ る こ と が 明 ら かな場合に限 り 除外基準に該当す る こ と 、 ま た染色体異常等について

も それが重度の運動障害の原因であ る こ と が 明 ら かな場合に限 り 除外基準に該 当す る

こ と を 明確化す る こ と な ど 、 分か り やすい基準 と す る こ と が望ま れ る 。

児 の新生児期の要因 について みま 、 医学的 に分娩 と の 関連が ま だ十分に解明 さ れてい
ない こ と が多い。 ま た 、 産科入院中 の新生児期 しこ生 じた要因が紛争化 してい る場合 も

あ り 、 本制度の補償対象の趣旨 に照 ら し こ の よ う な場合 も補償対象 と すべ き と の意見

が あ っ た 。 具体的 しこ みま児の新生児期の要因で発生 した こ と が 明 ら かで ない場合は 、 補
償対象 と す る こ と が望まれ る 。

本制度は 、 除外基準に該当す る こ と が 明 ら かではない場合は 、 重症度お よ び補償対
象基準を満た していれ るま 、 分娩時の仮死の有無等 しこ かかわ らず補償対象 と な る 仕組み
であ る こ と が広 く 周知 さ れ る こ と が望まれ る 。
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4 ) その他

【診断の時期 (重症児にかか る生後 6 ヶ 月 未満での早期診断 ) 】

< 創設時の検討>

創設時の調査では生後 6 ヶ 月 未満での脳性麻痺の診断は極めて 困難 と 考え ら れた こ

と か ら 、 生後 6 ヶ 月 未満で死亡 した場合は補償対象外 と さ れた 。

< 今回の検討 >

ア ンケー ト 調査結果か ら 、 医学的には 6 ヶ 月 未満での早期診断は可能 と 考 え られ る 。

早期診断の時期 と しては生後 3 ヶ 月 が 目 安 と 考 え られ る 。 生後 1 ヶ 月 での診断も 可能

と す る 見解 も あ る が 、 早産児の診断にお け る 修正月 齢の考慮等 と の 関連では 、 一般的

な基準 と す る に は無理が あ る 。

生後 6 ヶ 月 未満での早期診断を取 り 入れ る 場合には 、 今回 の ア ンケー ト 調査結果等

を参考 と し て 、 具体的にそ の必要条件を定め る な ど慎重に検討を進め る 必要が あ る 。

早期診断に よ り 生後 6 ヶ 月 未満での補償対象を認め る場合は 、 補償期間 中 に児が死

亡す る 事例の増加 につ なが る ので 、 そ の こ と に よ る 本制度 と の 関係の整理 も含め た検

討が望ま れ る 。
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7 . ま と め

調査の結果は以下の と お り で あ っ た。

○ 脳性麻痺の発生率について は 、 創設時医学的調査報告書において 出生 L OOO 対概

ね 2 . 2~ 2 . 3 程度 と 考え られていたが 、 2005 年か ら の 6 年間 に 出生 した児の調査結

果では沖縄県が 16 、 栃木県が 2 . 1 、 三重県が 3 . 0 で あ っ た 。

○ 身体障害者障害程度等級 1 級 ･ 2 級相 当 の重度脳性麻痺が全脳性麻痺に 占 め る割

合は 70% ~90%程度で あ っ た。 な お 、 身体障害者更生相談所調査の調査対象は幼少

時に重症度の高い脳性麻痺児が多い傾向 に あ る た め 、 重症者の割合が高め と な る こ

と に配慮す る 必要が あ る 。

○ 一般審査の対象 と な る ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 2 , 0 0 0g 以上｣ の全脳性

麻痺に 占め る割合は 40%~60%程度であ っ た。

○ 個別審査の対象 と な る ｢在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重 200 0 g 未満 、 ま た は在胎

週数 28 週以上かつ 3 3 週未満｣ の全脳性麻痺に 占 め る割合は 20%~ 40%程度であ っ

た。 こ の う ち 、 ｢個別審査の基準に該当す る と 考 え られ 、 かつ除外基準に該 当 し ない

と 考 え ら れ る事例の割合 ｣ は概ね 25%前後であ っ た 。

○ 除外基準 に該 当 す る と 調査者が判断 した事例 の脳性麻痺全事例 に対す る 割合は

1 0%~40%程度であ っ た 。 そ の う ち 当委員会で審査委員会の審査の考え方に も と づ

いて除外基準に該当 し ない可能性が あ る と 判断 し た事例 を差 し 引 いた場合の 、 脳性

麻痺全事例に対す る割合は概ね 1 0%前後であ っ た 。

○ 生後 6 ヶ 月 未満での重度脳性麻痺の診断については 、 ア ン ケー ト 調査結果で 、 診

断可能時期は一般的には 3 ヶ 月 の 回答が多かっ た こ と か ら 可能 と 考 え ら れ る 。

補償対象数の推計結果は以下の と お り で あ っ た。

○ 地域別調査結果に よ る補償対象者数はば ら つ き がかな り 大 き かっ た 。 そ こ で各地

域別調査の特性を考慮 し 、 最 も信頼性が高い沖縄県調査の調査結果に も と づ き 補償

対象者数の推計値を算出 した。 全国 にお け る 補償対象者数の推計に あた っ て 、 統計

学的な考 え方 も 活用 し て二項分布の正規近似を用 いた方法に よ り 9 5 %信頼区間 を

得て 、 推定区間 と す る こ と と した 。

○ 具体的 には 、 1 988 年か ら 2009 年の 22 年間の沖縄県のデー タ か ら ま だすべての具体的 には 、 1 988 年か ら 2009 年の 22 年間の沖縄県のデー タ か ら ま だすべての

脳性麻痺児が把握 さ れていない可能性が あ る最近 2 年間 を除き 、 本制度の補償対象

と な る脳性麻痺の発生率の減少傾向の可能性も踏ま えて 、 統計的 に信頼性を確保で

き る デー タ 数 も考慮 し 、 前半の 10 年間 と 後半の 10 年間 に分け て推計 した 。 推計は

補償対象を多 く 見積 も っ た場合 (除外基準の適用 を審査委員会の審査の考え方で見

積も っ た場合) と 補償対象を少な く 見積 も っ た場合 (除外基準の適用 を調査者の判

断に よ り 見積も っ た場合) に分 け て推計 した 。

○ 最終的 に 、 本制度の補償対象 と な る脳性麻痺の発生率が減少傾向 に あ る こ と が確

認で き た こ と 、 お よ び除外基準の適用 について は審査委員会の審査の考え方で推計
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す る 方が実態に近い こ と を考慮 し 、 後半の 1 998 年か ら 2007 年の 10 年間 に 出生 し

た脳性麻痺児のデー タ を採用 し 、 補償対象 を多 く 見積 も っ た場合 (除外基準の適用

を審査委員会の審査の考え方で見積 も っ た場合) の推計に よ り 推計値 48 1 人 、 推定

区間 は 340 人か ら 623 人 と した 。

○ 2009 年出生児に係 る 地域別調査が実施 さ れた地域にお け る こ れま での実際の補

償対象者数 と 調査で補償対象 と 考え ら れた児の数を比較す る と 、 補償対象者数の推

計値 と 実際の補償対象者数の串灘に関 し て 、 分娩時の異常や仮死お よ び除外基準等

と 補償対象範囲 について 、 周知が十分 さ れていない可能性が あげ ら れ る 。 こ の た め 、

補償対象 と な る脳性麻痺について正確に理解 さ れ る よ う な周知徹底を早期に行 う こ

と が重要 と 考え られ る 。

補償対象範囲等の検討について は 、 以下の と お り で あ っ た 。

○ 重症度については 、 将来的 に身体障害者障害程度等級が 3 級に な る か 4 級に な る

かを早期に判断で き る よ う な基準を設け る こ と は極めて難 しい こ と か ら 、 3 級 を補

償対象 と す る こ と は医学的 には困難であ る と 考 え ら れ る 。

○ 在胎週数ま たは出生体重 と 神経発達の関連について は 、 神経発達は在胎週数に相

関す る こ と か ら 、 一般審査の基準は在胎週数のみを も と に設け る こ と が妥当 と 考 え

ら れ る 。 一方、 飛び込み分娩等の事例では在胎週数が不明確な場合 も あ る こ と か ら 、

出生体重の基準 も残 し 、 在胎週数の基準 と 出生体重の基準のいずれか一方を満た し

た場合は補償対象 と す る 方法が妥当 と 考 え られ る 。

○ 個別審査の基準の胎児心拍数陣痛図 に係 る判断に関 し ては 、 在胎週数 32 週未満に

ついて は医学的 に十分解明 さ れてい ない こ と か ら 、 胎児心拍数陣痛図 に係 る 判断基

準だけで判断す る のでな く 、 本制度の補償対象 と な る こ と が 明確に な る よ う な基準

を検討すべき と 考 え られ る 。

○ 個別審査の低酸素状況に係 る 補償対象基準の詳細について は 、 専門家に よ り 検討

す る こ と が望ま れ る 。

○ 個別審査にお け る在胎週数の基準については 、 現行の在胎週数 28 週以上は妥当 と

考 え られ る 。 一方 、 在胎週数 22 週か ら在胎週数 2 7 週 において も胎児機能不全を伴

う 重度脳性麻痺例が一定数あ り 、 本制度の補償対象 と な り 得 る 重度脳性麻痺児 も い

る こ と か ら 、 在胎週数の基準をな く す こ と も 検討の対象にな る と 考 え られ る 。

○ 妊娠中 の要因 と 分娩時の要因 は 、 原因 の発生時期の判断が 困難な場合が多 く 、 本

制度の補償対象の考え方を踏ま え る と 、 除外基準 と して 明確に判断で き る も の に限

定す る こ と が望まれ る 。

○ 除外基準であ る 児の先天性要因 について は 、 脳奇形や染色体異常等が重度の運動

障害の原因であ る こ と が 明 ら かな場合に限 り 除外基準に該当す る こ と を 明確化する

こ と な ど 、 分か り やすい基準 と す る こ と が望まれ る 。

0 児 の新生児期の要因 について は 、 医学的に分娩 と の 関連が ま だ十分に解明 さ れて

い ない こ と が多い こ と か ら 、 児 の新生児期の要因 で発生 した こ と が 明 ら かでな い場

合は 、 補償対象 と す る こ と が望まれ る 。
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○ 早期診断に よ り 生後 6 ヶ 月 未満での補償対象を認め る場合は 、 補償期間 中 に児が

死亡する 事例の増加 につ なが る ので 、 そ の こ と に よ る 本制度 と の 関係の整理 も含め

た検討が望まれ る 。

46



8 . 参考文献

1 ) 産科医療補償制度運営組織準備委員会 . 産科医療補償制度運営組織準備委員会報
告書 . 財団法人 日 本医療機能評価機構 . 2000 .

2 ) 鮫島浩 . 脳性麻痺 と そ の防止策 . 産婦人科治療 . 20 1 0 , 1 00( 1) , 28 32 .

3 ) 沖縄県 . 沖縄県保健医療計画 (第 6 次) . 2 0 1 3 , 1 0 7 ‐ 1 2 1 .Avanab1e

拌om :http“www. pref. ok1nawa . 1g .j p /s 1te /fukush1/1mu/documents街okemryouke1k
aku . p証. (acce s se d 1 7 June 2 0 1 3) .

4 ) 産科医療補償制度調査専門委員会 . 産科医療補償制度設計に係 る 医学的調査報告

書 . 財団法人 日 本医療機能評価機構 . 20 0 7 .

5 ) 早川 昌 弘 , 新島新一 . 特集第 5 0 回 日 本小児神経学会総会 シ ンポジ ウ ム 虹 " 新
生児神経学 ト ピ ッ ク ス序論 . 脳 と 発達. 2 0 0 9 , 4 1 , 1 00 10 2 .

6 ) 重度脳性麻痺児の予後 に関す る 医学的調査プ ロ ジ ェ ク ト チー ム . 重度脳性麻痺児
の予後 に関す る 医学的調査報告書 . 公益財団法人 日 本医療機能評価機構 . 20 1 1 .

47





参 考 資 料

<参考 1 > 脳性麻痺児の発生頻度 に関す る 医学的調査

-沖縄県全県調査

<参考 2 >栃木県報告書

く参考 3 > ｢三重県 に お け る 脳性麻痺児の発生頻度に関す る 医学的調査｣

報告書

<参考 4 >在胎期間 2 8 週未満での脳性麻痺発生率

<参考 5 > 生後 6 ヶ 月 未満 に お け る 重度脳性麻痺の診断 に かか る 後方視的

調査の結果に つ い て





脳性麻痺児の発生頻度に関する

医学的調査

-沖縄県全県調査





脳性麻痺児の発生頻度に関する 医学的調査-沖縄全県調査



目 次

1 . は じ め に …… … ………………………… " ………………………………………………… … … ‐ 1

2 . 対象お よ び方法 … .… . . . . …… . . … . … . … … …………… . . . . . …… . 。 " . . . . . . … . … . . … . . … . 1

3 . 結果 … … . … . … … . . . … … … , . … … ……… . " . … . . . … . . … . … . “ . … . . . . . …… . , . . , . . , . … . . . … . ‐ … ‐ 3

1 ) 発生率 … ………… . . … " . . . . . . … . . . . . . . . . . . . . … " . . … . … . … . . . . . … . . … … … … …… . … … . . … . " . 3

2 ) 在胎週数別の脳性麻痺数お よ び発生率 … . … . . … . … . ‐ …… . . . " . … … . … … . … . . . . . . . . 4

3 ) 在胎週数別の割合 . . . . … ……… … . . …… . . … … . … . … . . . . . . . . . . " … … . . . . . . . … . . . . …… . . 6

4 ) 出生体重別の脳性麻痺数お よ び発生率 .… … . . . . . . . . . . . . . … . . . . . . . . . . . … . . . . . … . . . - . - . “ 7

5 ) 出生体重別の割合 . . . . …… . . . … . ‐ . ‐ . . … ‐ . . . ‐ . … . … . … . . ‐ . . ‐ . ‐ . …… . . ……… . . … . . . 。 1 0

6 ) 頭部画像所見お よ び病歴に よ る原因分類 - . . . - . . . ‐ … ‐ … . . . . . . . . . . . . … . . …… . . . . . . 1 1

7 ) 重症度 ………… .… … … … . … …… . . … . . . … .………… . . . . . . … . … . … …… . . . … , . . , . . … . 1 7

4 考察 . . . . . . . . . . . . . . . . … . … . . . . . … … . . … . . . . . . . … . " . … “ . … . … . … … . . . … . ‐ . . . . . . . . . ‐ . . ‐ … . . … . . . … . 2 2

5 . ま と め…………………………………………………………………… 23

6 . 参考文献 . . . . . . . . . . … … … . . . … . . . … . … … . . … . . . … . . . . . . . . . [ . . . . . . …… . … … . … … . . . . , . . … . … 25



1 は じ めに

私た ち は これま で、 沖縄県にて 出生 した脳性麻痺児について 、 産科医療補償制度

創設時の医学的調査報告 、 制度開始後の重度脳性麻痺児の予後に関する 医学的調査

報告を行っ て き た 。 今回 、 制度見直 しにお け る 医学的調査報告に 当 た り 、 本邦にお

け る脳性麻痺の状況に関する調査の一環 と して 、 沖縄県にお け る脳性麻痺の状況に

ついて再度調査を行っ たので報告する 。

2 . 対象お よ び方法

対象は 、 今回 2006 年~2009 年の 4 年間 に沖縄県にて生まれた脳性麻痺児を新た

に加 え 、 これま でに報告 した 1988 年~2005 年生まれの脳性麻痺児 を含む 、 1988

年~2009 年の 22 年間 に沖縄県にて生まれた脳性麻痺児 と した。 沖縄県外にて 出生

後に転居 して き た例や沖縄県にて里帰 り 出産にて生まれた児は対象 よ り 除外 した 。

脳性麻痺の定義は 1968 年の厚生省脳性麻痺研究班の定義であ る ｢受胎か ら 新生

児 (生後 4 週以内 ) ま での間 に生 じた 、 脳の非進行性病変に基づ く 、 永続的な変化

し う る 運動お よ び姿勢の異常であ る 。 そ の症状は 2 歳ま でに発現す る 。 進行性疾患

や一過性運動障害 、 ま たは将来正常化する であ ろ う と思われ る運動発達遅滞は除外

する ｣ に従っ た 。 なお 、 運動障害を有する遺伝子異常、 先天代謝異常の児で 、 脳の

進行性の疾患であ る場合は 、 脳性麻痺の定義に該当 しな し と して本調査の対象 と し

なかっ た 。 染色体異常お よび先天異常の児について は 、 その疾患に と も な う 重度精

神遅滞や関節拘縮に よ り 運動障害 を き た してい る場合は脳性麻痺の定義 に該当 し

ない と して本調査の対象 と しなかっ た 。

方法は 、 沖縄県にて脳性麻痺の療育を行っ てい る 5 つの機関 (沖縄整肢療護園 、

那覇市療育セ ンタ ー 、 沖縄療育園 、 沖縄小児発達セ ンタ ー 、 名護療育園 ) と 離島 (宮

古、 石垣) で行われてい る巡回診療の診療録よ り 後方視的に調査を行っ た 。 調査項

目 は 、 脳性麻痺児の生年月 日 、 性別 、 在胎週数、 出生体重、 病歴、 画像所見 、 身体

障害者手帳等級、 Gro s s Motor Functlon C1as s1鑪cat1on System (GMFCS ) に よ る

粗大運動能力 レベル と した 。

在胎週数別の脳性麻痺発生率は 、 母集団 と な る 沖縄県にお け る在胎週数別の 出生
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数が 1998 年以降のデー タ のみであ る ため 、 1998 年~2009 年の結果のみ を示 した 。

ま た 、 頭部画像所見は 2006 年以降にデータ が多 く 、 それ以前は少ないため 、 頭部

画像所見 と 病歴に よ る原因 に関 して は 2006 年~2009 年の期間のみの結果を示 し

てい る 。

なお本調査の実施に あた っ ては 、 東京大学大学院医学系研究科 ･ 医学部倫理委員

会へ申請 し承認を得た。



3 . 結果

1 ) 発生率

1988 年~2009 年の脳性麻痺数は 696 例 (男 403 例 、 女 293 例) 。 2006 年~2009

年は 98 例 (男 60 例 、 女 38 例 ) 。 1 988 年~2009 年の 22 年間の脳性麻痺の発生率

は出生 1 , 000 対 1 . 9 。 2006 年~2009 年の 4 年では出生 1000 対 1 ‐ 5 で あ っ た 。

表 1 沖縄県の脳性麻痺発生率

2 . 0 1 8 , 9 0 3 3 7

1 ‐ 7 1 8 , 1 1 1 3 0

2 . 0 1 7 , 0 8 8 3 5

1 . 5 1 7 , 6 3 7 2 7

L 7 1 7 , 42 1 3 0

L 3 1 7 , 1 5 4 2 3

1 . 6 1 7 , 3 7 7 2 7

2 . 5 1 6 , 78 8 42

1 . 8 1 7 , 1 1 1 3 1

2 . 5 1 6 , 6 44 4 1

2 . 7 1 6 , 9 5 9 45

2 . 3 1 6 , 70 4 3 8

L 7 1 6 , 8 1 6 2 9

2 . 6 ‐ 1 7 ,2 0 3 45

1 . 4 1 6 , 6 1 3 2 3

2 . 1 1 6 , 3 46 3 5

1 . 5 1 6 , 40 2 2 4

2 . 2 1 6 , L 5 3 3 6

1 . 5 1 6 , 5 44 2 5

1 . 9 1 6 ,6 42 3 1

L 3 1 6 , 78 6 2 2

1 . 2 1 6 , 7 9 5 2 0
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2 ) 在胎週数別の脳性麻痺数お よ び発生率

図 1 在胎週数別の脳性麻痺教

念2 24 26 28 30 32 34 3裔 3目 40 42~

在胎週数別の発生数は、 在胎 22 週が 1 例でその後徐々 に増え 、 26 週で 3 5 例であ

り 、 2 7 週か ら 3 1 週ま では 50 例前後であ り 、 32 週 よ り 3 3 例 と 若干減少 し 、 3 3 週~

36 週 ま では さ ら に減少 し 20 例前後であ っ た 。 3 7 週~40 週では 40~60 例 と 多 く な

り 、 41 週では 22 例 、 42 週以上は 1 例のみであっ た 。
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表 2 在胎週数別の脳性麻痺発生率

6 5 8 1 03 . 4 1 6 1 2 1 1 3 2 , 2 8 L 0 7 6 7 . 4 8 1 5 , 4 3 2 0 . 5

6 5 2 1 1 5 . 4 1 1 1 2 0 9 1 , 7 5 1 , 0 7 6 4 . 7 7 1 5 , 5 5 2 0 . 5

1 3 7 6 1 7 1 ･ 1 1 2 1 2 7 9 4 . 5 8 L 0 3 4 7 - 7 1 2 1 5 9 4 1 0 . 8

6 5 0 1 20 . 0 6 1 1 8 5 0 . 8 6 1 リ 0 5 0 5 . 7 5 1 5 , 3 7 7 0 . 3

9 6 6 1 60 . 7 1 2 1 0 2 1 1 7 . 6 4 L 0 0 2 4 . 0 1 0 1 5 , 1 5 8 0 7

8 6 4 1 48 . 1 3 1 0 7 2 8 . 0 6 1 , 0 3 0 6 , 8 7 1 5話 8 7 0 5

8 6 5 1 46 , 6 6 1 1 6 6 1 . 7 8 ｣ 0 8 1 7 , 4 1 3 1 4 , 8 8 9 0 . 9

2 4 4 46 , 6 7 1 1 0 6 3 . 6 6 9 9 6 6 . 0 1 0 1 5 , 3 7 7 0 . 7

8 5 3 1 50 . 9 7 1 3 8 5 0 7 4 1 , 1 1 4 3 ‐ 6 1 1 1 5 , 3 1 1 0 ･ ワ

7 5 9 1 18 6 6 1 2 4 40 . 3 1 1 , 0 0 1 1 . 0 9 1 6 6 8 1 0 .

図 2 在胎週数別の脳性麻痺発生率

発 80 . O

生 6Q O
　

" 2 0 . O

~ 2 7 2 8 ~ 3 1＼~＼2~ 3 6 鑄鵞
37 ~

在胎週数 (週 )

在胎週数別の発生率は、 在胎週数 27 週以下では出生 1 , 000 対 124‐ 1 、 28 週~ 3 1 週 ま

では 76 . 0 、 3 2~36 週では 5 . 3 、 3 7 週以降は 0 .6 と 在胎週数が短い程高 く な っ てい る 。

年度別 (表 2 ) でみ る と 28 週未満では一定の傾向 はな く ば らつ き が あ り 、 28 週~

3 1 週 、 32 週~36 週では 2006 年以降減少 してい る 。 3 7 週以降では 0 . 3~0 . 8 と な っ

て ば ら ついてい る 。



3 ) 在胎週数別の割合

図 3 在胎週数別の脳性麻痺割合 (年次推移)

は l
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在胎週数別の割合では 、 1 998 年 よ り 2003 年頃ま では 、 在胎 32 週未満の CP の 占

め る割合が 52~60% を 占めていたが 、 2004年以降は減少 し 35~54% と な っ てい る 。



4 ) 出生体重別の脳性麻痺数お よ び発生率

図 4 出生体重別の脳性麻痺教

　 　 　 　

議捲き欺き裁きは寮費き会議感熱脅浮袋8:感ぜ

出生体重別の脳性麻痺数は 、 300 g は 4 例でそ の後徐々 に増 え 900 g で 33 例 、

1 , 0 00~ 1 , 600g ま では 3 1~44 例 、 1 , 7 00g か ら減少 し 3 , 1 00g ま ではおお よ そ 20 例

前後で、 3 , 200~3 , 600g では 10 例前後 、 その後は 2~ 3 例 と な っ てい る 。

ワ
･



3 出生体重別の発生率

3 5 2

5 6 8

3 6 1

　 　 　

2 42

5 6 1

5 79

2 5 7

6 6 6

7 63

4 59

5 53

1 1 84

5 46

9 58

5 6 3

8 64

2 47

9 6 5

6 6 8

5 7 . 7 4 99 40 . 4 8 2 1 1 3 7 . 9 3 1 , 0 64 2 ‐ 8 1 2 1 6 , 6 8 5 0 . 7

86 2 7 9 3 7 凱3 5 2 0 2 2 4 . 8 6 1 , 0 6 8 5. 6 1 2 1 6 , 6 6 7 0 . 8

49 . 2 6 1 0 6 56 . 6 7 2 1 6 3 2 . 4 2 1 , 1 3 7 1 . 8 9 16 , 1 1 7 0 . 6

1 9 . 6 1 1 9 1 1 20 . 9 7 2 4 1 2 9 . 0 2 1 , 0 2 6 2 . 0 9 1 6 , 8 3 6 06

4 7 . 6 7 9 1 7 6 . 9 5 2 1 3 2 3 . 5 1 1 話 94 0. 8 7 1 5 , 6 1 1 0 . 4
98 . 0 9 1 0 9 82 . 6 3 2 1 2 1 4 . 2 4 1 , 1 6 1 3 4 6 1 5 , 8 5 1 0 . 4

6 3 一 3 1 G 1 0 1 1 5 8 ･ 4 7 2 1 5 32 β 6 1 話 6 5 52 8 1 抗2 2 7 0 5

3 6 . 1 1 1 1 0 0 1 1 0 . 0 5 2 4 6 2 0 . 3 4 1 , 2 54 3 . 2 9 1 5 , 4 53 06

9 0 .9 1 0 1 0 7 9 3 . 6 1 2 2 2 4 5 3 . 6 2 L 2 6 1 1 . 6 1 1 1 4 , 9 80 0 7

1 1 1 . 1 1 1 1 0 6 1 0 3 . 8 1 3 2 7 1 48 . 0 5 1 , 3 0 0 3 . 8 9 1 5 , 2 1 7 0 . 6

6 尻8 1 4 1 1 7 1 1 9 . 7 7 2 7 1 2 5 ･ 8 4 1 , 2 6 9 32 9 1 4 , 9 8 5 0 . 6
9 4 . 3 8 1 0 9 7 3 .4 7 2 48 2 8 . 2 4 1 , 3 2 6 3 . 0 5 1 5 , 0 78 0 3

1 3 1 . 0 1 4 1 1 3 1 2 3 . 9 8 2 74 2 9 . 2 3 1 , 4 1 1 2 . 1 9 1 5 , 3 16 0 6

1 1 エ 1 5 1 2 6 3 9 . 7 4 2 44 1 6 . 4 3 1 ) 3 6 1 2 . 2 6 1 4 , 8 3 5 0 4

1 6 5 . 2 8 9 6 8 3 . 3 6 2 2 1 2 7 . 1 4 L 34 7 3 . 0 8 1 4 , 6 1 7 0 . 5
7 9 . 4 6 1 0 9 6 5 . 0 2 2 6 8 7 . 8 4 1 , 3 6 4 2 . 9 7 1 4 , 6 0 5 0 五

1 2 5 . 0 7 1 1 4 6 1 . 4 3 24 9 1 2 . 0 3 1 , 3 2 3 2 . 3 1 4 1 4 , 4 0 0 L0

426 6 1 1 5 522 4 2 6 2 1 5 . 3 5 馬 3 9 4 3 . 6 7 1 4 】 7 2 0 0 . 5

1 3 8 ･ 5 7 1 3 5 6 1 ･ 9 1 28 3 3 ･ 6 5 恥 4 8 1 3 ･ 4 9 14 , 6 7 1 0 ･ 6
8 8 . 2 5 1 1 2 44G 2 24 3 8 . 2 1 1 , 4 1 2 0. 7 8 1 4 , 9 3 5 0 . 6

5 出生体重別の脳性麻痺発生率

　　 　　 　　　　 　 　 　　　 　　　
　　　 　　　　 　　 　　　　　　 　　　　 　　　　　 　へ-

出 生体重 ( g )

出生体重別の発生率では 、 出生体重~999g は出生 1 , 000 対 858 、 1 , 0 00~ 1 , 499g

は 78 . 6 、 1 , 500~ 1 , 999g は 23 . 4 、 2 , 0 00~2 , 499g は 2 . 6 、 2 , 5 00g 以上では 0 . 6 と 出

生体重が少 ない程発生率は高 く な っ てい る 。 年度別では 、 出生体重 1 , 000~ 1 , 999g

では 2006 年以降は減少 してい る 。 2 , 0 00~2 , 499g では 2008 年~2009 年で減少 して

い る 。
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表 4 出生体重 2500 g で区分 した発生率

0 . 7 1 5 , 6 6 7 1 2 1 6 . 1 1 , 42 1 2 3 0

0 . 5 1 6 , 1 1 7 9 1 1 . 8 1 , 5 2 0 1 8 0

0 . 5 1 5 , 8 3 6 9 1 3 . 2 1 , 5 8 5 2 1 0

0 .4 1 5 , 6 1 1 7 9 . 7 1 , 5 4 3 1 5 1

0 . 3 1 5 , 8 5 1 6 1 3 . 7 1 , 5 2 6 2 1 0

0 . 5 1 5 , 1 9 2 8 2 1 . 8 1 , 5 5 9 3 4 0

0 . 6 1 5 , 40 9 9 1 3 . 2 1 , 6 5 5 2 2 0

0 . 7 1 4 , 9 5 6 1 1 1 8 . 0 1 , 6 5 8 3 0 0

0 . 5 1 5 , 24 3 9 2 0 . 7 1 , 7 3 9 3 6 0

0 . 6 1 4 , 96 5 9 1 6 . 9 1 , 7 1 5 2 9 0

0 . 3 1 5 , 0 3 8 5 1 3 . 8 1 , 7 3 5 2 4 0

0 . 5 1 5 , 2 9 0 9 1 8 . 9 1 , 8 9 7 3 6 0

0 .4 1 4 , 7 9 5 6 9 . 5 1 , 7 7 4 1 7 0

0 . 5 1 4 , 5 7 7 8 1 5 . 7 1 , 7 1 9 2 7 0

0 .4 1 4 , 5 7 1 7 9 . 5 1 , 788 1 7 0

0 .9 1 4 , 3 6 3 1 3 1 2 . 0 1 , 74 9 2 1 1

0 .4 1 4 , 6 6 2 7 9 3 1 , 8 1 5 1 7 1

0 .6 1 4 , 6 2 0 9 1 L 2 1 , 9 6 1 2 2 0

0 . 5 1 4 , 8 8 7 8 7 . 6 1 , 8 3 3 1 4 0
1 2 4 . 6

0 . 5 3 1 9 1 4 1 1 8 5 1 3 . 3 3 5 5 48 4 7 1 3

出生体重を 2 , 500g で分けた発生率では 、 出生体重 2 , 500g 以上の正常体重の年度

別では出生 1 , 000 対 0 . 3~0 . 9 の範囲でば ら つ き が あ り 、 平均は出生 1 , 000 対 0 . 5 で

あ っ た 。 2 , 5 00g 未満の低出生体重児では平均の発生率は出生 1 , 000 対 1 33 であ り 、

年度別では 2002 年以降がそれ以前に比べ減少 してい る 。

^]
〕



5 ) 出生体重別の割合

図 6 出 生体重別の構成割合 (年次推移)

醸 癩 臘 釀 謹 逐援 護受 琵 ぼ 蘋蘋 !! ! 課
鬮 讓 閨 、 き

一 義講 凶 邁邁 溌溌 輯l 瀦瀦 ,て 月

鬮 搦 隣
、

図 割掴 刻刻 斐m劃 煙煙 ビ
ビ

題 鬮 鬮 t川ゑ 弍

、、

f受受 讃翌 朝朝

- - l

、 J

L L 題

朧 2 5 00 g~

圏 2000 ~

24 9 9 g

國 1 5 00 ~

1 9 9 9 g

回 1 00 0 ~

1 4 9 9g

圏 ~ 9 9 9 g

出生体重別の割合では 、 199 1 年~2003 年ま では 2 , ooog 未満が 占 め る割合が 60%

前後であ っ たが 、 2004 年以降は 60%前後 と 減少 し 、 2 , 000 g 以上が 占め る割合が増え

てい る 。

10



6 ) 頭部画像所見お よ び病歴に よ る原因分類

こ の分類の対象は 2006 年 よ り 2009 年生まれの脳性麻痺 98 例。 そ の う ち在胎週

数 37 週未満の早期産は 65 例 (56% ) 、 3 7 週以上の正期産は 41 例 (42% ) 、 在胎週

数不明 は 2 例であ っ た 。 出生体重 2500g 未満の低出生体重児は 63 例 ( 64%) 、 2 500g

以上の正常体重児は 34 例 ( 3 6% ) 、 不 明 は 1 例であ っ た 。

診療録よ り 頭部エ コ ー 、 CT 、 MRI の所見、 ま た所見の記載な はいが 、 検査方法 と 診

断名 が記載 さ れてい る 例はそ の診断名 に よ り 分類 した 。 ま た 、 画像検査を行っ たか

ど う か不明で結果の記載が ない例は不明 と した 。 原因 が作用 した時期の分類を分娩

前、 周産期 (分娩時) 、 分娩後 、 時期不明 の 4 つ に 区分 した 。 画像所見ま たは病歴よ り

判断で き る 例 はそ の両方を基に判断 し 、 画像所見や画像検査の時期 、 ま た病歴 よ り

判断 して も 作用時期が不明 な例は時期不明 と して分類 した 。

低酸素性虚血性脳症 (HIE ) は臨床録よ り 周産期の状況を検討 し 、 ア プガース コ ア

に よ る 仮死、 呼吸循環器障害に よ る 治療歴な どの多臓器障害の有無 、 意識障害や新

生児 けいれんの有無を総合的に判断 し 、 病歴 よ り HIE と 診断でき る症例で、 なおか

つ画像所見にて脳損傷の所見を新生児期あ る いはそ の後 に認めた例を HIE と 診断

した 。

脳室周 囲 白質軟化症 (PVL泥ま厚生省研究班平成 9 年の診断基準に よ り 診断 した 。

その基準でははっ き り し ない脳室周 囲の異常が あ る 例は疑い例 と した 。

在胎週数別 、 出生体重別 、 GMFCS レベル別の結果を以下に示す。
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表 5

画像所見による分類98例 (頭部エコー滴 例 、 CT2朝方= 、 M RI : 5 3例 ) : 在胎週数別

全例 在胎週数別

~2 7 2 8 29 卸 3 1 3 2 33 34 3 5 36 37 ~ 不 明

かき き ′ ′ ＼ ; お ゑ 淀 さ も ! 豊 か ‘ 益々減ら -A ば ち メ ド ぞを そら A 表 ミ 登 記 学 { 彪 l 嘉彦 、跳ぼ賞髻 さき の燧
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表 6

画像所見による分類98例 (頭部エコー ヨ 例 、 CT : 2 9例 、 M R1 ; 5 3例 ) ; 出 生体重別

全 生 l

~ 9 9 9 1 0 0 0~ 1 4 9 9 1 5 0 0 ~ 1 9 9 9 2 0 0 0~ 2 4 9 9 2 5 0 0 ~ 不 明

,き つ く ; 開 鑿胤 "讓衾明る さ窪 生霊搏褻総務 "綴 葵 残 念 》 べ き ミ あ て す む お け 硲き む せ ぶ ミ 詳説
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表 7

画像所見と病歴による分類98例 (頭部エコー 評 例 、 CT29例 、 MRI 5 3例 ) : GM FCS レベル別

全 GM FCS レベル

1 2 3 4 5

を 度 O R 遜 ふ き 、き め ( aM ミ 、 ささ きも げ 丸め " けさ ) " 髯戦 く ) き ざ す く む ご ; ミ 3 餐 の わ き ミ 琺≦籏 く め ご グ ミ → 〉 *
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検査結果が確認でき た例は 83 例 (8 5% ) で不明例は 1 5 例 (25%) で あ っ た 。 検

査方法は頭部エ コ ーのみ 1 例 、 頭部 CT は 29 例 、 頭部 MRI は 53 例で あ っ た 。 全 98

例においては 、 分娩前の胎内要因が原因であ る 例は 26 例 (27% ) 、 周産期 (分娩時)

は 55 例 ( 66%) 、 分娩後 1 例 ( 1% ) 、 時期不明 16 例 ( 16% ) で あ っ た 。

分娩前要因 と して 、 脳の形態異常は 、脳瘤 2 例 、 先天性水頭症 5 例 、 水無脳症 1 例 、

小脳低形成 3 例の 11 例 、 神経細胞遊走障害では 、 滑脳症 3 例 、 裂脳症 1 例 、 多小脳回

2 例 、 Foca1 cortical dysp lasia 1 例 の 7 例で脳の形成に 関 わ る 先天異常 (bram

mal簿rmation) は合計で 18 例 ( 18% ) であ っ た 。 そ の他では先天性サイ ト メ ガ ロ

ウ イ ルス感染症に よ る脳の石灰化 1 例 、 小脳萎縮 1 例 、 在胎 37 週以降に出生 した例

での P、刀し3 例 、 同 じ く 在胎 37 週以上に 出生 した例での胎内での脳室内 出血後の水頭

症 1 例 、 画像所見では脳萎縮を認め る 先天性心疾患 (総肺静脈還流異常症) 1 例 、 画

像所見不明 の先天性心疾患 (重症大動脈弁狭窄、 肺動脈弁狭窄症、 動脈管開存) 1 例

であ っ た 。

周産期の要因では HI団 7 例 ( 7% ) 、 脳室狭 く 脳浮腫疑い 1 例 、 P切し 19 例 ( 19% ) 、

P、乱 疑い 2 例 、 両側視床石灰化疑い (新生児期頭部エ コ ーでは上衣下出血あ り ) 1

例 、 出血後孔脳症十PMし1 例 、 出血場所の はっ き り した記載の ない頭蓋内 出血 1 例 、

脳室内 出血 4 例 、 出血後水頭症 2 例 、 脳萎縮 2 例 、 MRI る こ て異常所見な しであ る が病

歴 よ り 周産期要因 と 考え られ る 例が 5 例 、 CT 異常な しで病歴よ り 周産期要因が考

え られ る 例は 1 例であ っ た 。 画像所見不明であ る が病歴よ り 周産期要因 と 考え ら れ

る例は 9 例であ っ た 。

時期不明は孔脳症 1 例 、 先天性で も な く 出血が不明 の水頭症が 1 例 、 側脳室拡大 1

例 、 脳梗塞 4 例 、 MRI 所見異常な し 4 例 、 画像所見不明 6 例であ っ た 。 分娩後要因 は 1

例のみで先天性心疾患 (左心室低形成) の手術に伴 う 脳梗塞であ っ た 。

こ れを在胎週数別にみ る と 、 分娩前要因 は全例が 35 週以上 と な っ てお り 、 周産期

要因で も HIE は 1 例のみが 34 週で 、 あ と の 6 例は 37 週以上であ っ た 。 P、在 るま疑い

も含め 36 週の 1 例 (双胎で TTTS ) を 除いて は 3 1 週以下の例であ っ た 。

そ の他の周産期要因では 、 3 3 週 の脳室内 出血 1 例 、 Crr 異常な し (病歴では仮死あ

り ) 、 画像所見不明 (病歴では Hm) がそれぞれ 37 週以上に 1 例ずつ を除いて は

32 週未満であ っ た 。
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時期不明 は 27 週未満の 出血不明の水頭症 1 例以外の例は 34 週以上であ っ た 。 分

娩後要因 の 1 例は 37 週であ っ た 。 34 週以上の満期 に近い例で 、 分娩前要因 と 周産期

要因 のなかの HI団 、 分娩後要因 を 占めてお り 、 時期不明 も 多かっ た 。 3 3 週以下の例

では 、 周産期要因が多 く 、 PVL が最 も 多い結果であ っ た 。

出生体重別では 、 分娩前要因では多小脳回の 1 例 を除いては 2 , ooog 以上であ り 、

周産期要因 の HIE も 全例 2 , ooog 以上であ っ た 。 P、刀し は全例が 2 , ooog 未満でそ の

他の周産期要因 も ほぼ 2 , ooog 未満の例であ り 、 2 , ooog 以上でのその他の周産期要

因 と して は脳室内出血 1 例 、 CT 異常な し (病歴では仮死あ り ) と 画像所見不明 (病

歴では Hm) がそれぞれ 1 例であ っ た 。 時期不明 は出血不明の水頭症 1 例 、 脳梗塞 2

例 、 画像不明 の 2 例が 2 , 000g 未満で 、 そ の他は 2 , 000g 以上であ っ た 。 分娩後要因 は

2 , 000g 以上の例であ っ た 。 出生体重別で も在胎週数別の分類 と ほぼ同 じ よ う なパ タ

ー ンを呈 してお り 、 2 , o oog 以上の正常体重に近い例で、 分娩前要因 と 周産期要因 の

なかの HIE 、 分娩後要因 を 占 めてお り 、 時期不明 も 多かっ た 。 2 , 000g 未満の例では 、

周産期要因が多 く 、 P、刀｣ が最 も 多い結果であっ た 。

GMFCS 別 にみ る と 、 歩行可能な レベル 1 と 2 の 3 3 例では分娩前要因が 7 例

( 2 1% ) 、 周産期要因が 18 例 ( 5 5% ) 、 時期不明 8 例 (24% ) であ っ た 。 歩行不能な

レベル 3~ 5 の 65 例では 、 分娩前要因が 19 例 ( 29% ) 、 周産期要因 37 例 ( 57% ) 、

時期不明 8 例 ( 12% ) 、 分娩後 1 例 (2% ) で あ っ た 。 分娩前要因 は歩行不能に 占 め

る 割合が多 く 、 時期不明 は歩行可能例に多い結果で、 周産期要因 は同 じで 56~ 57%

であ っ た 。

全 98 例 中 に補償対象範囲であ る 、 在胎週数 33 週以上かつ 出生体重 2 , ooog 以上の

例で歩行不能例 (GMFCS レベル 3~ 5 ) は 3 1 例 ( 3 1% ) 認め られた 。 そ の 内 、 分娩

前要因は 17 例 、 周産期要因 9 例 、 分娩後 1 例 、 不明 4 例であ っ た。 これ よ り 除外の例

は分娩前 と 分娩後 を合わせた 18 例であ り 、 補償対象 と な る 可能性が あ る 例は周産

期要因 と 不明 を合わせた 13 例 と な り 、 全体の 1 3% と い う 結果 と な っ た 。
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7 ) 重症度

図 7 G M F C S レベル別の割合
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表 8 GMFCS レベル

GMFC S

1 制限なuこ歩く 1 3 6

2 制限を伴って歩く 8 2

3 移動器具で歩行 44

4 制限を伴って 自 力移動 2 1 4

5 手動車椅子で移動 2 1 5

不明 5

合計 69 6
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表 9 身体障害者手帳等級

手帳等級

1 級 4 1 6

2級 1 1 1

3級以上 1 6 3

不明 6

合計 69 6

全症例の GMFCS では 、 歩行不能の 3~5 レベルは 47 3 例 (68% ) 、 歩行可能の レ

ベル 1~2 は 2 18 例 ( 3 1% ) で あ っ た 。 最重度の レベル 5 は 2 1 5 例で全体の 30%で

あ っ た (図 7 ) 。 手帳等級では 1~2 級の重度例は 627 例 ( 76% ) 、 歩行可能の 3 級

以上は 16 3 例 (23% ) で あ っ た 。 手帳等級が 1~2 級 (重度例) の例で GMFCS レ

ベルが 1~2 の歩行可能例であっ た例は 55 例認め ら れた 。
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( 2 ) 在胎 33 週以上かつ出生体重 2000g 以上の例 : 266 例

表 1 0 2000g 以上かつ 33 週以上の例の GMFCS レベル

GMFCS

1 制限なuこ歩く 48

2 制限を伴って歩く 30

3 移動器具で歩行 1 3

4 制限を伴って 自 力移動 55

5 手動車椅子で移動 1 1 9

不明 1

合計 26 6

表 1 1 2000g 以上かつ 33 週以上の例の手帳等級

手帳等級

1 級 1 7 1

2級 32

3級以上 62

不明 1

合計 26 6

在胎 33 週以上かつ 出生体重 2 , 000g 以上の例の GMFCS では 、 歩行不能の 3~ 5

レベルは 18 7 例 ( 70% ) 、 歩行可能の 1~2 レベルは 78 例 ( 29% ) で あ っ た 。 最重

度であ る レベル 6 の例が 119 例(45%) と 多 く を 占めていた (図 7 ) 。

手帳等級では 1~2 級の重度例は 20 3 例 (76%) で あ り 、 3 級以上の歩行可能例は

62 例 (23% ) で あ っ た 。
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( 3 ) 在胎 28 週以上、 出生体重 2000 g 未満の例 ; 2 79 例

表 1 2 28 週以上 、 2000 g 未満の例の GMFCS レベル

GMFCS

1 制限なuこ歩く 5 6

2 制限を伴って歩く 32

3 移動器具で歩行 2 1

4 制限を伴って 自 力移動 1 1 0

5 手動車椅子で移動 57

不明 3

合計 27 9

表 1 3 28 週以上 、 2000 g 未満の例の手帳等級

手帳等級

1 級 1 6 2

2級 49

3級以上 64

不明 4

合計 27 9

在胎 28 週以上 、 出生体重 2 , ooo g 未満の例の GMFCS では 、 歩行不能の 3~ 5 レ

ベルは 188 例 (67% ) 、 歩行可能の 1~2 レベルは 88 例 ( 32% ) で あ っ た 。 最重度

の レベル 5 は 5 7 例 (20% ) で あ り 、 レベル 4 は 110 例 ( 39% ) と 最 も 多かっ た (図

7 ) 。 手帳等級では 1~2 級の重度例は 2 11 例 (76%)で あ り 、 3 級以上の歩行可能例

は 64 例 (2 3% ) で あ っ た。
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( 4 ) GMFCS レベル別の割合の年次推移

図 8 GMFCS レベル別の割合の年次推移
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GMFCS レベル別の割合の年次推移では、 歩行可能な レベル 1 か ら 2 の例が 1988

年~ 1993 年ま で 20%前後であ っ たが 、 1994 年以降は 30%前後 と なっ てい る 。 移動

器具で歩行の レベル 3 は 1988 年~2002 年ま では 10%前後であっ たが 、 2003 年以

降は 10%以下 と な っ てい る 。 レベル 4 は 20~40%程度で年度に よ り 異な り 、 最重度

の レベル 5 は 1988 年 よ り 1993 年ま では 40%程度で 、 1 994 年~200 1 年ま では 20

~ 30%で推移 し 、 その後 は 30~40% と な っ てい る 。 2009 年は レベル 5 が半数の 55%

と な っ てい る が 、 2009 年生まれの CP は調査時の年齢が 3 歳 と な っ てい る た め 、 今

後は軽度の症例の増加や現在の症例の機能向上 も 考 え ら れる た め 、 レベル 5 の 占め

る割合が変化する 可能性 も あ り 、 注意深い観察が必要 と 思われる 。

重症度では、 歩行不能例が全体の 7 割を 占め ていた。 出生体重 2 , 000g 以上かつ在

胎週数 33 週以上の例のみで も 同 じ く 歩行不能例は 7 割であ っ たが 、 最重度であ る

GMFCS レベル 5 の症例が 45% と 多 く を 占 めていた 。 ま た 、 在胎 28 週~ 32 週の例で

は歩行不能例が 65%であ り 、 最重度であ る GMFCS レベル 5 の症例は 16% と 少な く 、

レベル 4 が 4 1% と 多 く を 占めてお り 、 出生体重 2 , 000 g 以かつ在胎週数 33 週以上の

例 と は異な る結果であ っ た 。
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4 考察

発生率の全体の平均の結果は 1990 年代後半から 2000 年前半の Sweden1) 、

Iceland2)の報告 ( 出生 1 , 000 対 2 ) 国割安同じ結果であった。 今回新たに加えた 2006 年

からの 4年間の結果での発生率は若干の減少が認められ、在胎週数、 出生体重別の発生

率では 2006 年以降 28 週~ 36 週 、 1 , o oog~ 1 , 999 g で減少が認め ら れた 。 こ れ ら は周

産期管理お よ び新生児集中治療の 向上に よ る も の と 考え ら れた 。

GMFCS レベルお よび身体障害者手帳等級の結果では 、 歩行不能例が約 7 割 を 占

めていた 。 前述の欧州 の報告 1)2)で は歩行不能例は約 5 割~ 3 割であ り 、 今回の結果

と 異な っ ていた 。

頭部画像所見 と 病歴 に よ る 原 因 の分類で は 、 分娩前要因 が 27% で 、 そ の う ち

Brain mal節rmat1on に よ る 例は 18%であ っ た 。 HIE は 7% 、 PMし は疑い も含め 2 1%

であ っ た 。 画像所見に関す る 欧米の報告 L) 3) 4) 5 )で は 、 Brain ma1免rmat1on は 9 . 1~

14% 、 HIE は 5~ 1 3% 、 P、孔 を含む脳室周囲 白質の異常は 3 1~42 . 5%であ り 、 今 回の

結果では Brain mal鮠rmation は若干多 く 、 PML は少ない結果 と なっ た。

在胎 33 週以上、 出生体重 2 , 000g 以上の例では、 原因 と して分娩前の先天要因が多

く を 占 めてお り 、 HIE や分娩後 の要因 も こ の時期で しか認め ら れず、 重症度では最

重度の GMFCS レベル 5 が多 く を 占め る 結果 と な っ ていた 。 これは 28 週~32 週の

例 (原因 は周産期に多 く 、 GMFCS レベル 4 が多 く を 占 め る ) の結果 と るま大 き く 異

なっ てお り 、 従来か ら言われてい る よ う に脳性麻痺発生に関す る機序が near term

以上の例 と prete rm の例 と では異な っ てい る た め と 考え ら れ 、 こ れが確認でき た結

果 と な っ た 。

沖縄県の結果 と 欧米の結果では発生率はほぼ同 じであ る が 、 歩行不能例の割合や

原因 の割合は異な っ ていた。 こ れは人種、 医療環境の違いに よ る も のではないか と

考え ら れ る 。 ま た今回は画像所見の結果の あ る対象数が少なかっ たため今後は数を

増や して検討 してい き たい 。
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5 . ま と め

沖縄県にお け る脳性麻痺の発生率は 22 年間 の全体の平均では 、 出生 1 , 000 対 1 . 9

で あ っ た 。 在胎週数別の発生率は 、在胎週数 27 週以下では出生 1 , 000 対 124 . 1 、 28

週~ 3 1 週 ま では 75 . 0 、 3 2~ 36 週では 53 、 37 週以降は 0 . 6 と 在胎週数が短い程高 く

な っ ていた 。 出生体重別の発生率で も 同 じ く 、 出生体重~999g は 出生 1 , 000 対 85 . 8 、

1 , 0 00~ 1 , 499g は 78 . 6 、 1 , 5 00~ 1 , 999g は 23 . 4 、 2 , 0 00~2 , 499g は 2 . 6 、 2 , 500g 以上

では 0 . 6 と 出生体重が少ない程発生率は高 く な っ ていた 。 全体の発生率では 2006 年

以降は若干の減少が認め られ、 在胎週数別 、 出生体重別の発生率で も 2006 年以降 、

28 週~36 週 、 1 , ooog~ 1 , 999g で減少が認め られた 。

原因 では分娩前の胎内要因が原因であ る例は 26 例 (2 7% ) 、 周産期は 55 例 (56% ) 、

分娩後 1 例 ( 1 % ) 、 時期不明 16 例 ( 16% ) で あ っ た 。

出生体重別 、 在胎週数別の分類は辺熱ぼ同 じ よ う なパ タ ー ン を呈 してお り 、 在胎 33

週以上、 出生体重 2 , 000g 以上の例で、 分娩前要因 と 周産期要因の なかの HIE ,分娩後

要因 を 占 めてお り 、 時期不明 も 多かっ た 。 在胎 33 週未満、 出生体重 2 , ooog 未満の例

では 、 周産期要因 が多 く 、 P、薙 が最 も 多い結果であ っ た 。

重症度の調査結果において全症例では、 GMFCS にて歩行不能の 3~ 5 レベルは

68% 、 手帳等級では 1~2 級の重度例は 76%であ っ た 。 在胎 33 週以上かつ出生体重

2000g 以上の例の GMFCS では 、 歩行不能の 3~5 レベルは 70% 、 手帳等級では 1~

2 級の重度例は 76%であ っ た 。 ま た 、 在胎 28 週~ 32 週の例では歩行不能例が 65% 、

手帳等級では 1~2 級の重度例は 18 1 例 (7 3% ) で あ っ た 。 在胎 3 3 週以上かつ出生

体重 2 , ooog 以上の例では最重度の レベル 5 の 占め る 割合が 45% と 多 く 、 ま た 、 在胎

28 週~ 32 週の例で最重度であ る レベル 6 の症例は 16% と 少な く 、 レベル 4 が 4 1%

と 多 く を 占め ていた 。 出生体重 2 , ooog 以かつ在胎週数 33 週以上の例 と 、 在胎 28 週

~ 32 週の例では重症度の レベルが異な る 結果であ っ た 。

在胎 33 週以上、 出生体重 2 , 000g 以上の例では、 原因 と して分娩前の先天要因が多

く を 占め てお り 、 HIB や分娩後 の要因 も こ の時期で しか認め ら れず、 重症度では最

重度の GMFCS レベル 5 が多 く を 占め る 結果 と な っ てお り 、 こ れは 28 週~32 週の

例 (原因 は周産期 に多 く 、 GMFCS レベル 4 が多 く を 占め る ) の結果 と は大き く 異

な っ てお り 、 従来か ら 言われてい る よ 捌こ脳性麻痺発生に関する機序が near term

以上 と preterm と では異な っ てい る た め と 考え ら れ、 こ れが確認でき た結果 と な っ
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た 。

在胎週数別、 出生体重別 、 GMFCS レベル別の CP 数お よび画像所見による原因時

期の分類の結果よ り総合的にみると、 補償対象となる可能性のある例 (在胎 33 週以上か

つ 出生体重 2 , ooog 以上の例のみで、在胎週数 28 週~ 32 週の例は含まない場合) は

2006 年~2009 年生まれの脳性麻痺では金例のうち 1 3%の結果であった。
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栃木県報告書

国際医療福祉 リ ハ ビ リ テーシ ョ ンセ ン タ ーなす療育園

下泉秀夫

1 , 調査方法

( 1 ) 身体障害者手帳に係 る認定お よび発行等の事業 を行っ てい る栃木県更生相談所お よ

び宇都宮市瞳がい福祉課か ら身体障害者診断書 ･ 意見書の提供を受 け 、 2 005 年生 、 2 006

年生、 2 0 0 7 年生、 2 008 年生 、 20 09 年生で 、 身体障害者診断書 ･ 意見書 (肢体不 自 由 ) が

出てい る 例 を全て調査 した。 そ の う ち 、 明 ら かに脳性麻痺ではない例 を除外 した。

( 2 ) 栃木県内 の 5 医療型障害児入所施設 (保健医療 ･ 福祉施設 あ しかが の森 あ しかがの

森足利病院 (社会福祉法人全国重症心身障害児 (者) を守る会) 、 星風会病院星風院 (社

会福祉法人星風会 ) 、 国際医療福祉 リ ハ ビ リ セ ンタ ー なす療育園 (社会福祉法人邦友会) 、

独立行政法人国立病院機構宇都宮病院、 と ち ぎ リ ハ ビ リ テーシ ョ ンセ ンター こ ど も療育

セ ン タ ー (栃木県) ) 、 お よ び 2 医療型児童発達支援セ ンタ ー ( と ち ぎ リ ハ ビ リ テーシ

ョ ンセ ン タ ー こ ど も 発達支援セ ン タ ー (栃木県) 、 宇都宮市子 ど も発達セ ンタ ー かす

が園 (宇都宮市況こ協力 を求 め 、 各施設に入所 、 通所 、 外来通院 してい る 2006 年生、 20 0 7

年生、 2008 年生、 20 0 9 年生の脳性麻痺の患者について調査 した 。

( 3 ) 身体障害者更生相談所調査結果 と 施設調査結果に対 して 、 生年、 性別 、 出生体重、

在胎週数等で突合を行っ た 。
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2 . 調査結果

( 1 ) 脳性麻痺の総数 (表 1 )

更生相談所調査のみで明 ら かにな っ た も の は 1 1 3 人 、 施設調査のみで明 ら かにな っ た も

の は 26 人 、 突合にて更生相談所調査 と 施設調査で重複 して いた も の 47 人であ り 、 合計 1 8 6

人で あ っ た。

表 1 栃木県の更生相談所お よび施設調査の結果

更生小な ぜノ ー 調宜のみ 1 1 3 人

施設調査のみ 26 人

更生相談所調査 ･ 施設祠血で重複 47 人

合計 1 8 6 人

( 2 ) 今回の調査対象の総出生数に対する脳性麻痺の割合

200 5 年生まれか ら 2009 年生まれま での 5 年間 の栃木県にお け る脳性麻痺の発生頻度は、

出生 1 00 0 人 当 た り 1 . 5 9 か ら 2 . 6 7 で あ っ た (表 2 、 図 1 ) 。 2 00 9 年が他の年に比べて少ない

の は 、 調査時点で 2 歳か ら 3 歳であ り 、 ま だ診断を受 けていない 、 ま だ身体障害者診断書 ･

意見書を 申請 して いないため と 考え ら れる 。

表 2 20 0 5 年~20 09 年の栃木県にお け る脳性麻痺発生率

生年 発生率 (千人 あた り ) 総出生数 脳性麻痺の人数

200 5 年生※ L 9 0 1 7 , 3 6 3 3 3

2 0 06 年生 2 . 3 2 1 7 , 64 7 4 1

2 0 0 7 年生 2 . 2 6 1 7 , 2 3 3 3 9

2 0 0 8 年生 2 . 6 7 1 7 , 2 40 46

2 009 年生 1 . 5 9 1 7 , 0 04 2 7

合計 1 8 6

l 不明 - o -

- 合計 - 呻
※200 5 年生について は 、 施設での調査は行っ ていない。



図 1 出生年別脳′性麻痺児数
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( 3 ) 在胎週数別脳性麻痺児数 (図 2 )

在胎週数別の脳性麻痺児数は、 在胎週数がわかっ てい る も の 1 3 7 例の う ち 、 在胎 33 週以

降が 99 例 ( 72 . 3 % ) を 占 め ていた。 在胎 28 週以降 32 週未満は 1 7 例 ( 1 2 . 4% ) 、 28 週未満

は 2 1 例 ( 1 5 . 3% ) で あ っ た。

図 2 在胎週数別脳性麻痺児数

在胎週数別脳性麻痺児
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( 4 ) 出生体重別脳性麻痺児数 (図 3 、 4 )

出生体重別の脳性麻痺児数は 、 出生体重がわかっ てい る も の 1 2 9 例の う ち 、 5 00 g ご と に

区切 る と 、 体重 2000 g 以上が 78 例 (60 . 4% ) で あ り 、 体重 1 000 g 以上 200 0 g 未満が 32 例

(2 5 , o% ) 、 体重 1000 g 未満が 1 9 例 ( 1 4 . 7% ) であ っ た。
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図 3 出生体重別脳性麻痺児数 ( 1 0 0 g 毎)
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図 4 出生体重別脳性麻痺児数 ( 5 00 g 毎)
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( 5 ) 在胎週数 と 出生体重 よ り み る脳性麻痺の分布 (図 5 )

在胎週数 と 出生体重の両方が 明 ら かな も の は 1 2 8 例であ り 、 在胎週数 と 出生体重の 関係

は図 5 の よ う にな る 。

図 5 在胎週数 と 出生体重 よ り み る脳性麻痺の分布
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( 6 ) 産科医療補償制度の除外基準を満たす例

表 3 除外基準を満たす例の具体的内容

除外基準 除外基準の 内容 例数 等級 1 ~ 2 級

① 先天性要因 脳奇形 2 7 2 5

染色体異常 1 2 1 1

遺伝子異常 4 4

先天異常 9 8

② 新生児期 の要因 分娩後 の感染症 3 3

合計 5 5 5 1

① 先天性要因

･ 脳奇形は 、 滑脳症 4 例 、 全前脳胞症 3 例 、 皮質形成不全 2 例 、 先天性サイ ト メ ガ ロ ウ ィ

ルス感染症 2 例 、 異所性灰 白質 1 例 、 多小脳回症 1 例 、 裂脳症 1 例 、 頭蓋縫合早期癒合

症 1 例 、 ス タ ージ ･ ウ ェーバー症候群 1 例 、 結節性硬化症 1 例 、 片側巨脳症 1 例 、 脳梁

欠損及び他の合併奇形 3 例 、 脳の低形成 5 例、 先天性水頭症 1 例であ っ た。

･ 染色体異常は 、 1 3 ト リ ソ ミ ー2 例 、 2 1 ト リ ソ ミ ー2 例 ( 1 例は 、 点頭てんかん 、 け いれん

重積に よ る急性脳症を合併 した ) 、 2 q 一症候群 2 例 、 猫な き 症候群、 5 番染色体部分欠矢 、

ア ンジェルマ ン症候群、 2 2 番染色体部分 ト リ ソ ミ ー各 1 例で あ っ た 。

･ 遺伝子異常は、 レ ッ ト 症候群 2 例 、 その他遺伝子異常が疑わ しい も の 2 例であ っ た。

･ 先天異常症候群は 、 CHARGE 症候群 2 例 、 歌舞伎メ ーキ ャ ッ プ症候群、 ロ 腔 ･ 顔 ･ 手症候

群 I 型、 At e 1 o s t e o ge ne s 1 s t yp em (生後 の事故 も合併) 、 Dub ow1 t z 症候群 、 Joub e r t 症

候群、 P ena‐ shok e i r 症候群 ] 型各 1 例であ っ た。

② 新生児期 の要因

新生児期の要因であ る 分娩後の感染症は 3 例 あ り 。 2 例 はヘルペス脳炎で 、 1 例は生後 3

日 目 に発熱で発症 、 も う 1 例は生後 14 日 目 に発症 してい る 。 他の 1 例は 、 生後 1 0 日 で発

症 した B 群溶連菌 に よ る 髄膜炎であ る 。 こ の 3 例 について は 、 分娩後 、 早期 の発症であ り 、

感染時期は新生児期早期であ り 、 産科医療補償制度の補償対象 と 考 えて よ い例であ る 。
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( 7 ) 産科補償制度の対象の適否について判断困難な例 (表 4 )

表 4 判断困難例

判断困難例 判断困難例の 内容 例数 等級 1 ~ 2 級

判断困難例① 先天異常十仮死 8 7

判断困難例② 運動発達遅滞 1 3 1 0

て んかん 十運動発達遅滞 9 8

合計 3 1 2 6

判断困難例 判断困難例の 内容 例数 等級 1 ~ 2 級

① 先天異常に仮死分娩を伴 う 例

8 例あ り 、 そ の 内容は以下の と お り であ る 。

(第 1 例 ) 仮死 、 周産期型低フ オ ス フ ァ タ ーゼ症 (在胎週数 、 出生時体重 と も 不明 、 身障

手帳 1 級 )

(第 2 例) 仮死、 先天異常症候群 (在胎 32 週 、 出生時体重 1 3 0 0 g 、 身障手帳 1 級)

(第 3 例 ) 仮死、 副腎皮質過形成症 (在胎週数 、 出生時体重 と も 不明 、 身障手帳 1 級)

(第 4 例) 仮死 、 高イ ンス リ ン血性低血糖症 (在胎週数、 出生時体重 と も 不明 、 身障手帳 6

級)

(第 5 例 ) 仮死 、 先天異常症候群 (在胎 39 週 、 出生時体重 22 0 0 g 、 身障手帳 1 級)

(第 6 例 ) 仮死 、 先天異常症候群 (在胎週数 3 3 週 、 出生時体重 1 6 0 0 g 、 身障手帳 2 級)

(第 7 例) 仮死、 先天奇形症候群 (在胎 3 7 週 、 出生時体重 30 0 0 g 、 身障手帳 1 級)

(第 8 例) 仮死、 脳奇形 (皮質形成異常) (在胎 3 3 週 、 出生時体重 1 70 0 g 、 1 級 )

② 運動発達遅滞、 て んかん 十運動発達遅滞の症例

そ の他原因不明 の運動発達遅滞を示す も のが 1 3 例あ っ た。 在胎週数の記載が あ っ た 8 例

は 、 3 1 週 1 例 、 他の 7 例は 33 週以上であ っ た 。 出生体重は記載が あ っ た 6 例 は 、 1 0 0 0 g 以

上 1 5 00 g 未満が が 2 例 、 他の 4 例は 20 00 g 以上であ っ た。 身体障害者手帳の等級は 、 1 級

2 例 、 2 級 7 例 、 3 級 4 例で あ っ た。

ま た 、 難治性てんかん に運動発達遅滞を伴 う も のが 9 例 あ っ た 。 3 例に在胎週数、 修正

体重の記載が あ り 、 全例 3 3 週以上、 2 0 00 g 以上で あ っ た。 身体障害者手帳の等級は 、 1 級

4 例 、 2 級 4 例 、 4 級 1 例であ っ た 。
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3 . ま と め

( 1 ) 脳性麻痺の発症率

20 0 5 年生か ら 2 00 9 年生ま での栃木県にお け る脳性麻痺の発生率は 、 出生 1 0 00 当 た り 1 . 5 9

か ら 2 . 6 7 %で あ っ た。

脳性麻痺の発症率 (出生 1 , 0 00 対) 1 . 5 9 () 2 . 6 7

( 2 ) 産科医療補償制度補償対象例 (表 5 )

在脂週数 、 出生体重別に産科医療補償制度補償対象基準に合わせ る と 、 表 3 の様にな る 。

在胎週数 、 出生体重が明 ら かにな っ てい る 1 2 8 例 中 、 一般審査の対象は 76 例 ( 5 94% ) で

あ り 、 個別審査の対象は 3 3 例 (2 5 . 8 % ) で あ っ た。

表 5 産科医療補償制度補償対象例

補償対象基準 %

脳性麻痺全体

一般審査 3 3 週 ･ 2 , 0 0 0 g 以上 5 9 , 4% ( 7 6 例 )

個別審査

3 3 週以上 ･ 2 , 00 0 g 未満 1 33% ( 1 7 例)

2 8 週以上 ･ 3 3 週未満 1 2 . 5 % ( 1 6 例 )

補償対象外 28 週未満 1 4 . 8 % ( 1 9 例)

( 3 ) 補償対象の除外基準に該当する 例 (表 6 )

先天性要因や新生児期の要因 の た め に除外基準に 当 て はま る 例は 、 5 5 例 ( 2 9 . 6 % ) で あ

っ た 。 それぞれの要因 の詳細は 2 . 調査結果の ( 7 ) に記載 した。
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表 6 除外基準該当例

除外基準 %

燧 ‘ ; ℃邇 偽 除外基準に該当 (補償対象外) 2 9 . 6 % ( 5 5 例 )

な 脳 メ 先天性要因 28 . o % ( 5 2 例 )} 公性 き

除外基準に該当せず (補償対象)

( 4 ) 重症度 (表 7 )

1 8 6 例 中 、 身体障害者診断書の等級が明 ら かな も の は 1 7 0 例であ っ た 。 記載な しが 1 2 例 、

身障手帳所持 していない 1 例 、 不明 3 例で あ っ た。

身障手帳 1 ･ 2 級相 当 は 、 計 1 5 0 例 ( 8 8 . 2 % ) で あ っ た。 1 ~ 2 級が他の調査に比べて

著 し く 多い の は 、 今回 、 全体で 1 86 例の う ち 、 更生相談所のみの例が 1 1 3 例 、 施設のみの

例が 26 例 と 更生相談所のみが多 く 、 幼少児の脳性麻痺児の場合 、 重症度の重い も の しか身

瞳手帳の 申請 を 出 さ な い こ と が多いた め と 考え ら れ る 。

表 7 重症度

重症度 %

脳性麻痺全体
1 ･ 2 級相 当

(補償対象)

1 級 6 3 . 5 % ( 1 08 例 )

2 級 2 4 . 7 % ( 4 2 例 )

3 級相 当 以下

(補償対象外)
3 級以下 1 1 8% ( 2 0 例 )

1 0
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2 . 調査の背景お よ び 目 的

産科医療補償制度の制度設計等について審議を行っ た ｢産科医療補償制度運

営組織準備委員会｣ では 、 ｢遅 く と も 5 年後 を 目 処に 、 当該制度の内容について

検証 し 、 補償対象者の範囲 、 補償水準等について必要な見直 し を行 う ｣ こ と と

し ていた こ と か ら 、 本年 2 月 よ り 当 該制度運営委員会において制度の見直 し に

向 けた議論を行っ てい る 。

補償対象範囲等につい て見直 し に 向 け た具体的 な議論 を行 う た め に は 、 脳性

麻痺に係 る必要かつ十分なデー タ を把握す る こ と が求め ら れ る 。

そ こ で ｢三重県にお け る脳性麻痺児の発生頻度に関す る 医学的調査｣ (以下 ｢本

調査｣ と い う ) は 、 各調査協力施設 に協力 を依頼 し 、 当 該施設において把握 さ

れてい る 脳性麻痺児を対象に 、 出生時の状況 、 障害程度 、 お よ び脳性麻痺の発

生数お よび発生率を 明 ら かにする こ と を 目 的 と してい る 。
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3 . 調査

1 ) 身体障害者更生相談所調査 ( 以下 ｢更生相談所調査｣ と い う )

( 1 ) 調査対象

2 0 0 5 年か ら 2 0 0 9 年ま でに 出生 し 、 三重県で 2 0 1 2 年 8 月 3 1

日 ま でに身体障害者手帳が交付 さ れた児の う ち 、 身体障害者福祉法第 1 5

条第 4 項の別表に あ る肢体不 自 由 に該当する児を対象 と した 。

( 2 ) 調査方法

身体障害者更生相談所 (三重県障害者相談支援セ ンタ ー ) の 、 対象 と な

る 児の身体障害者手帳申請時点の状況について 、 身体障害者診断書 ･ 意見

書 (肢体不 自 由用 ･ 脳原性運動機能障害用 ) 等の閲覧に よ り 調査 した 。

調査は 当該施設の職員の立ち会いの も と 、 日 本医療機能評価機構の職員

が身体障害者診断書 ･ 意見書 よ り 転記 し 、 匿名化 した情報を収集 した 。

なお 、 調査項 目 裁こついて は 、 記載 さ れて い ない場合 も あ っ たので、 可

能な範囲で転記 した。

く調査項 目 1 >

1
2

3
4

5
6

7
8

生年月 日

′性

居住地市町村コ ー ド

身体障害者障害程度等級

移動手段の状況 (車椅子 、 バ ギー 、 杖、 補装用具等)

疾病 ･ 外傷発生年月 日

障害固定又は障害確定 (推定) 年月 日

診断 日
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< 調査項 目 2 >

1
2

3

出生体重

在胎週数

先天性の要因 ま たは新生児期 の要因 に該当する疾患等の有無

( ｢有｣ の場合はそ の診断名 )

周産期の疾患等の有無 ( ｢有｣ の場合はそ の診断名 )

横地分類 (改訂大島分類) に基づ く 移動機能 レベルお よび知能 レベル

粗大運動能力分類シス テ ム (GMFC S )

4
5

6

( 3 ) 倫理面への配慮

ア . イ ン フ オ ーム ド ･ コ ンセ ン ト

本調査は 、 人体か ら採取 された試料を用い ない観察研究で あ る ので 、 調

査対象 よ り イ ンフ ォ ー ム ド ･ コ ンセ ン ト を受 け る こ と を行わずに 、 本調査

に 関す る文書を東京大学公衆衛生学分野の ホームページに 開示 して 、 調査

対象に広 く 情報を公開 した 。

イ . 個人情報の保護

本調査を実施する に あ た り 、 疫学研究の倫理指針を遵守 した。 ま た 、 本

調査の 内容 を小林調査者に よ る研究計画 と して 、 東京大学医学系研究科 ･

医学部 倫理委員会へ 申請 し 、 承認を得た。

2 ) 施設調査

( 1 ) 調査対象

2 0 0 5 年か ら 2 0 0 9 年ま でに出生 した児で、 三重県の医療型障害児

入所施設お よ び周産期母子医療セ ン タ ーに入所 ･ 入院 、 ま た は通所 ･ 通院

歴の あ る脳性麻痺児を対象 と した 。

( 2 ) 調査方法

対象 と な る 児の 2 0 1 2 年 8 月 3 1 日 時点の状況について 、 診療録の閲

覧に よ り 調査 した 。

調査は調査協力施設の担当者が診療録よ り 転記 し 、 匿名化 した情報を収

集す る 。 なお 、 調査項 圃こついて は 、 記載 さ れてい ない項 目 が あ っ たので 、

可能な範囲で転記 した。
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<調査項 目 3 >

1 生年

2 性

3 出生体重

4 在胎週数

5 身体障害者障害程度等級

6 先天性の要因ま たは新生児期の要因 に該当す る疾患等の有無

( ｢有｣ の場合はそ の診断名 )

7 周産期の疾患等の有無 ( ｢有 一 の場合はそ の診断名 )

8 横地分類 (改訂大島分類) に基づ く 移動機能 レベルお よ び知能 レベル

9 粗大運動能力分類シス テ ム ( GM F C S )

1 0 移動手段の状況 (車椅子、 バ ギー 、 杖、 補装用具等)

1 1 当該施設初診 日

1 2 当該施設最終受診 日

( 3 ) 倫理面への配慮

ア . イ ン フ ォーム ド ･ コ ンセ ン ト

本調査は 、 人体か ら採取 さ れた試料を用い ない観察研究であ る の で 、 調

査対象よ り イ ン フ ォ ーム ド ･ コ ンセ ン ト を受 け る こ と を行わずに 、 各調査

協力施設に本調査に関する文書を掲示する と と も に 、 調査対象に広 く 情報

を公開 した 。

イ . 個人情報の保護

本調査を実施す る に あた り 、 疫学研究の倫理指針を遵守 した。 ま た 、 本

調査の 内容 を神元調査者に よ る 研究計画 と して 、 三重大学大学院医学系研

究科 ･ 医学部研究論理審査委員会へ 申請 し 、 承認を得た。
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4 . 総括

1 ) 分析に あた っ て

( 1 ) 分析対象者 (脳性麻痺児) の確定

①施設調査の各施設間で重複 してい る調査対象者がい る た め 、 生年 小生 ･

在胎週数 ･ 出生体重等の項 目 にて突合を行い重複者を確定 さ せ る 。 総数

は 1 3 7 例 と な っ た。

②更生相談所調査対象者 ( 249 例 ) と 施設調査対象者 ( 1 3 7 例 ) で重複 し

てい る 調査対象者がい る た め 、 生年 ･ 性 ･ 在胎週数 ･ 出生体重等の項 目

にて突合を行い重複者を確定 させ る 。 総数は 280 例 と な っ た 。

③突合 した調査対象者の 中か ら 、 診断書お よ び診療録記載内容 よ り 脳性

麻痺児 と 推測 さ れ る例 を確定す る 。 全調査対象者 (28 0 例) の 中か ら 、 診

断書記載内容 よ り 明 ら かに脳性麻痺ではない と して分析対象外 と した例

は 、 生後 4 週以降のイ ベン ト に よ る 運動障害 (24 例 ) 、 ダ ウ ン症候群に よ

る運動障害 ( 22 例 ) 、 身体障害者診断書 ･ 意見書に あ る ｢肢体不 自 由 の状

況及び所見｣ の ｢起 因部位｣ が ｢脳 ｣ 以外 ( 1 0 例) で あ る 。

ま た 、 調査時点で居住地が三重県外 と 確認 さ れた 2 例 、 出生場所が海

外 と 確認 された 1 例 も 分析対象外 と した 。

( 2 ) 確定 した脳性麻痺 2 2 1 例 を対象 と して 、 分析を行っ た 。

2 ) 結果

( 1 ) 三重県の更生相談所お よ び施設調査の結果

表 1 三重県の更生相談所お よび施設調査の結果

人数 合計

分析対象

更生相談所のみ 9 2

22 1施設のみ 29

更生相談所 ･ 施設に重複 1 00

分析対象外

脳性麻痺以外 5 6 56

海外で出生 1 1

居住地が県外 2 2

合計 2 80 2 80
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( 2 ) 三重県にお け る 分析対象の総出生数に対する割合

表 2 200 5 年~2009 年の三重県にお け る分析対象者の割合

割合

(出生 1 000 対)
総出生数 人数

2005 年生 32 1 5 7 3 9 5 0

2 00 6 年生 3 . 6 1 6 2 6 4 5 8

2 0 0 7 年生 1 . 7 1 6 1 6 9 2 7

2 0 0 8 年生 26 1 6 0 7 7 42

200 9 年生 28 1 5 9 90 44

5 年間の合計 2 . 8 8 0 2 3 9 2 2 1

※ 20 0 5 年 ~ 2009 年の総出生数は 、 ｢ 日 本に お ける 日 本人及び外国人 ｣ と し た 。

図 1 出生年別脳性麻痺数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　

　　　　　
■ .蝋“施設,.“

三重県の更生相談所お よび施設調査の結果か ら 、 5 年間 に わた る全脳性麻痺

2 2 1 例 中 、 更生相談所のみは 92 例 、 施設のみは 29 例 、 更生相談所 ･ 施設に重複

した も の は 1 00 例で あ っ た (表 1 ) 。 年次的 に は 、 20 0 7 年生まれを除いて 、 40

台~5 0 台 の脳性麻痺が発症 してお り 、 1 0 0 0 出生の割合では 2 , 6~ 3 , 6 、 全 5 年間

では 2 . 8 で あ っ た 。 20 0 7 年の脳性麻痺発生の割合は 1 . 7 で あ っ た (表 2 ) 。 こ の

年次推移は 、 更生相談所において も 、 施設において も 同様の傾向 を示 した (図

1 ) 。
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( 3 ) 在胎週数別脳性麻痺児

全脳性麻痺 22 1 例 中 、 在胎週数が明 ら かに な っ て い る 1 8 3 例 を在胎週数別に

グ ラ フ で表 した (図 2 ) 。 在胎 2 7 週 と 、 在胎 40 週の 2 つの ピー ク を認め た 。 在

胎 28 週未満は 3 9 例 (2 1 . 3 % ) 、 在胎 28 週~32 週 は 2 7 例 ( 1 4 . 8 % ) 、 在胎 3 3 週

~3 6 週は 20 例 ( 1 0 . 9% ) 、 お よ び在胎 3 7 週以降は 9 7 例 ( 5 3 % ) で あ っ た 。

図 2 在胎週数別脳性麻痺児数

｢ 在胎週数別脳性麻痺児

心"火 ひ や せ 検 事 ◇ 参 じも ぶ ちへ " 参 李 もめ 拳 ぬ 参 学 論 諭が》“
在胎週数
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( 4 ) 出生体重別脳性麻痺児

出生体重が 明 ら かに な っ てい る 1 80 例 を 、 図 3 、 図 鍼こ体重別 に グラ フ で表 し

た 。 1 0 0 0 g 未満は 36 例 ( 2 0 % ) 、 1 0 0 0~ 1 9 9 9 g は 4 1 例 ( 2 2 . 8% ) 、 お よ び 2 000

g 以上は 1 0 3 例 ( 5 7 . 2% ) で あ っ た 。 1 0 0 g 毎の グラ フ では 、 9 0 0 g 台 と 2800 g

台 の 2 つの ピー ク を も つ 2 峰性 と な っ た 。

図 3 出生体重別脳性麻痺児数 ( 10 0 g 毎)

｢ 出生体重別脳性麻痺児数

出生体重

I
I
I
L

図 4 出生体重別脳性麻痺児数 ( 60 0 g 毎 )

　　　　 　　 　 　　　 　 　 　 　　 　

出 生体重別脳性麻痺児数
5 0 ~ 辺 、 誣 霊 M 禽議 す H ;& 鰯齢 “ - 圏 纒

40

人 3 0

数 20

^n
〕

^=
)

　 　 　 　 　 　 　 　 　
心 0 0 0 0 0 0 0 0

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　

　 　 　　 　 　 　

L 出生体重
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( 5 ) 在胎週数 と 出生体重 よ り み る脳性麻痺の分布

在胎週数及び出生体重が 明 ら かに な っ てい る 1 76 例 について 、 在胎週数 と 出

生体重 よ り み る脳性麻痺児の分布 を 図 裁こ示す。

図 5 在胎週数 と 出生体重 よ り 見 る 自営性麻痺の分布
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｢

　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　　蹴 Y ノ ー 菫 彪鰹郷, . 霊 - … 豊麗 彰 M L孃蹴 …
　 　 　　 　　　　　 　 　　 　 　 　 　　　 　 　　 　　 　 　　 　　

　　　　　　　　　　　 　 　　　 　　　　 　　 　 　 　　　 　 　

0 5 1 0 1 5 20 2 5 3 0 3 5 40 4 5 奧

L - - 在胎週数 - - ｣

( 6 ) 推定要因 (補償対象基準別)

表 3 補償対象基準別の要因内訳

身体障害者障害程度等級 1 、 2級

　 　 　

分娩前" 分娩時 新生児期 乳幼 児期 要因不明 合計

一般審査 翼鯵灘叢識週上以 26 23 6 4 2 6 8 5
　　 　 　 　

身体障害者
障害程度等級

3級以下または不明

1 7

1

6

7

5

3 6

1 2 2 9 5

1 1



現行の一般審査基準を満たす例の推定 (表 3 、 表 4 )

現行の産科医療補償制度の一般審査基準であ る 、 在胎週数 3 3 週以降かつ 出生体

重 2000 g 以上を満たす も の は計 8 5 例 (身体障害者障害程度等級 1 , 2 級全体の

44% ) で あ っ た 。 一般審査対象の 8 5 例 中 、 分娩時、 新生児期 (分娩後 2 8 日 ) 、

不 明 を合わせる と 2 3 十 6 十 26 = 55 例。

5 5 例 中 、 補償対象 と な る と 判定 した例は 1 7 例 、 補償対象の可能性があ る と 思

われた例は 28 例 (合計 45 例 ) で あ っ た 。

現行の個別審査を満たす例の推定 (表 3 、 表 5 、 表 6 )

現行の産科医療補償制度の個別審査基準は 、 在胎週数 3 3 週以上かつ出生体重

2000g 未満 と 、 在胎週数 28~ 32 週の 2 つであ る 。 こ れ ら の例は 3 5 例あ り (身体

障害者程度等級 1 , 2 級全体の 1 9% ) 、 分娩前、 分娩時 、 分娩後 、 不明 の 4 つ に

大き く 分け る と 、 分娩前 6 例 ( 1 7 % ) 、 分娩時 8 例 (2 3% ) 、 不明 2 1 例 ( 6 0 % )

で あ っ た 。 補償対象は 、 分娩時要因 の 8 例 と 判定 した 。

在胎週数不明例 (表 3 、 表 7 )

在胎週数が不明例は計 3 3 例 あ り 、 身体障害者程度等級 1 , 2 級全体の 1 8%で

あ っ た 。 3 3 例 中 、 分娩時、 新生児期発症の可能性、 不明 を合わせ る と 2 + 9 + 5

= 1 6 例。 1 6 例 中 、 補償対象 と な る と 判定 した例は 1 例 、 補償の可能性があ る と

思われた例は 7 例 (合計 8 例 ) であ っ た 。

補償対象の推定

以上か ら 、 確定でき る も の は 、 一般審査対象 1 7 例 、 個別審査対象 8 例 、 在胎

週数不明 1 例 、 計 2 6 例 (年間 5 . 2 例 ) で あ っ た。

可能性の あ る 例ま で含め る と 、 一般審査対象 45 例 、 個別審査対象 8 例 、 在胎

週数不明 8 例 、 計 6 1 例 (年間 1 2 . 2 例 ) で あ っ た。
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表 4 く 一般審査対象 (8 5 件 ) の要因一覧 >

分娩時の

イベン ト

新生児期

頭部画像
所見

1 3



表 5 < 個別審査対象 : 在胎週数 3 3 週以上 20 0 0g 未満 ( 1 4 件) の要因一覧>

表 6 < 個別審査対象 : 在胎週数 28 週以上 3 3 週未満 (2 1 件) の要因一覧 >
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表 7 < 在胎週数不明 ( 3 3 件) の要因一覧 >

1 1 日 に ,野 ･ 凶 炎 症

生後6ヶ 月 頃よ り運動発達の遅れ

( 7 ) 重症度について

表 8 身体障害者障害程度等級 よ り み る脳性麻痺の重症度

人数 %

星墜
、 麻
痺

さ全
き 体

1 ･ 2 級相 当

(補償対象)

1 級 1 09 5 1 . 5

2 級 7 6 3 5 . 2

3 級相 当以下

(補償対象外)
3 級以下 3 1 1 4 . 3

不明 不明 5

1 5



図 6 身体障害者障害程度等級よ り み る脳性麻痺の重症度

- - - --÷｢

身体障害者障害程度等級よりみる脳性麻痺の重症度

会 60 ･ 朶 欝 ‘ 麗 瀞 図 誠 豆 萢 片面生 一 博･ - のみ口 更生相談所のみ

国 施設のみ

2 0 譲薩 冨≦･ 讓 避鬮 釀,‐■ ‘ 匡更生相談所施設に重複
1 級 2級 3級以下 不明

身体障害者障害程度等級 3 級以下/不明 は 36 例あ り 、 こ れを除外す る と 18 6

例 と な る 。 ま た 、 在胎 28 週未満は 32 例あ り 、 こ れを除外する と 1 5 3 例にな る 。

脳性麻痺機転が起 こ っ た と 推定 される 時期 に よ っ て 、 分娩前 、 分娩時、 分娩後 、

不明 の 4 つ に大き く 分け る と 、 分娩前 44 例 (28 . % ) 、 分娩時 3 3 例 (22% ) 、 分

娩後 24 例 ( 1 6% ) 、 不明 5 2 例 ( 34% ) と な っ た。

( 8 ) 個別審査対象例の う ち 、 胎児心拍数図所見 と 臍帯動脈血ガス情報か ら み

た補償認定の可能性について

個別審査対象例の 中で補償認定 さ れる に は 、 出生時臍帯動脈血中 の代謝性ア

シ ドー シス ( P H < 7 . 1 0 ) 、 ま た は胎児心拍数陣痛図 において基線細変動の消失

な どの低酸素状況 を示す所見 を有す る こ と が必要で あ る 。 し たが っ て 、 本調査

の対象例の う ち で こ れ ら の情報が あ る 例 を抽出 した 。 対象は 、 国立病院機構三

重中央セ ンターで出生 した 1 4 例であ る 。 情報が得 ら れた 1 4 例 中 、 CTG 所見で適

応が あ っ た症例は 、 2 例 ( 1 4% ) で あ っ た 。 一方 、 仮死は軽症を含め て 7 例 ( 5 0 % )

において記載が あっ た。 臍帯動脈血ガス は 、 最低で も 7 . 1 3 で あ り 、 7 . 1 0 未満の

例は無かっ たが 、 こ の臍帯動脈血 p H が 7 . 1 3 の症例は、 CTG 所見が不明 であ り 、

胎盤早期剥離 と 記載 さ れてお り 、 こ れを含 め る と 3 例 (2 1 % ) が個別審査基準

例 中 の補償認定例の率 と して妥当 と 考え る 。
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( 9 ) 周産期情報を含んだ詳細なデータ か ら の推定

今回調査において 、 施設 (医療型障害児入所施設 と 周産期母子医療セ ンタ ー )

調査 も併せ行っ た 。 特に草の実 リ ハ ビ リ テー シ ョ ンセ ンタ ー (以下 ｢草の実セ

ン タ ー｣ と い う ) は 、 一人の 医師 (整形外科医) が長年に渡っ て障害児医療に

携わっ て き た経緯 も あ り 、 診断法 も 一定であ る 。 ま た 、 県下の周産期セ ン タ ー

と も 連携が と れてお り 、 三重県発生の脳性麻痺の 70%~90% を把握 してい る と

考え ら れた。 草の実セ ンタ ーの 5 年間のデー タ の う ち 、 在胎 28 週未満を除 く 8 5

例 を 、 障害程度や周産期情報等 、 分析 した と こ ろ 、 低酸素な ど の分娩時イ ベ ン

ト が 明 ら かで あ っ た例、 一般審査対象 11 例 、 個別審査対象 3 例 、 計 1 4 例であ

る 。 1 年間 あた り 2 . 8 例であ っ た 。 草の実セ ンタ ーの三重県全体のカバー率を

70% と 仮定する と 、 年間 4 . 0 人の分娩イ ベン ト が原因 の症例が発生する こ と と

な る 。 一方 、 現行の産科医療補償制度の対象 と な る例は 、 草の実セ ン タ ーの 8 5

例中 、 一般審査対象 2 1 例 、 一般審査対象可能性 2 例 、 個別審査対象 3 例 、 計

26 例 、 1 年間 あた り 5 . 2 例であ っ た 。 三重県全体で、 年間 7 . 4 人が対象 と な る

と 考え ら れた。
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3 ) 考察

三重県の調査は 、 ま ず身体障害者更生相談所において 、 対象 と な る 身体障害

者手帳申請時点の状況について 、 身体障害者診断書 ･ 意見書等 を閲覧 し調査 し

た 。 そ の上で 、 医療型障害児入所施設 と 周産期医療セ ン タ ーの症例を突合 し 、

全体の脳性麻痺児 、 身体障害者障害程度等級 、 お よ び現行の産科医療補償制度

に対す る 除外基準を考慮 して 、 補償対象数を推定 してい っ た 。 すな わ ち 、 全脳

性麻痺発生率に 、 1 級 ･ 2 級の障害程度等級を掛けた後 に 、 除外基準でない率を

さ ら に掛け合わせ る こ と で 、 推定 してい く 方法で あ る 。 こ れは 、 産科医療補償

制度の発足 に際 して 、 沖縄県 と 姫路市を対象に した基礎調査で用 い ら れた方法

であ る 。 こ の方法に よ っ て 、 三重県では 、 確定でき る 例 は 5 年間で 26 例 (年間

52 例 ) 、 可能性の あ る 例ま で含め る と 5 年間 で 6 1 例 (年間 1 2 . 2 例 ) と 判定 さ

れた。

全脳性麻痺か ら ｢ ス ケールダ ウ ン ｣ し て い く 、 こ の方法は 、 障害程度等級 と

除外基準が と も に正確であ る こ と が求め られ る 。 こ の点 、 三重県にお け る 身体

障害者更生相談所のデー タ は 、 除外基準に該当する か否かを判断す る た め の情

報が十分でない場合も多 く 、 ｢ 除外基準に該当 しない可能性｣ 事例が多 く な っ て

い る と思わ る 。 ま た 、 上肢 と 下肢の麻痺の総合判断で 1 級 ･ 2 級の障害程度等級

と な っ てい る ケース 、 心疾患や染色体異常児な どで同様に高度の障害程度等級

と な っ て い る 例 も あ り 、 実際の産科医療補償制度認定の障害程度等級では な い

例が あ る 可能性 も あ る こ と が わかっ た。 さ ら に 、 分娩前後 の情報のみな ら ず分

娩時週数や出生体重が不明 なケース が少 なか ら ず含まれてお り 、 こ れ ら は補償

対象可能性例 と して扱わ ざ る を得ない こ と も 多かっ た。 したが っ て 、 今回の身

体障害者更生相談所のデー タ を対象 と した結果は 、 実際 よ り も 多 く 見積 も っ た

結果だ と 考 えてい る 。

一方 、 三重県立草の実 リ ハ ビ リ テーシ ョ ンセ ンタ ー (以下 ｢草の実セ ン タ ー ｣

と い う ) は 、 一人の 医師に よ っ て長年に わた っ て登録、 管理がお こ な われてお

り 、 周産期医療セ ン タ ー と デー タ の連携 も と れてい る 。 分娩週数、 出生体重は

も ち ろ んの こ と 、 詳細 なデー タ が蓄積 さ れてお り 、 今回 、 こ のデー タ を用 い 、

草の実セ ン タ ー の県全体のカバー率を考慮に入れた ｢ ス ケールア ッ プ｣ 方式の

解析 も行っ た 。 施設調査の う ち 、 草の実セ ン タ ーは 、 84 . 7 % ( 1 16/ 1 3 7 ) を カ バ

ー してい る と 推定す る 。 県外流出 も 考慮す る と 、 草の実セ ンタ ーの三重県全体

のカバー率は 70%前後 と 設定す る のが妥当 であ ろ う 。 草の実セ ンタ ーの 5 年間

にお け るデー タ の う ち 、 在胎 28 週未満を除 く 85 例のデータ を解析 した 。 こ の

う ち 、 分娩時イ ベン ト が 明 ら かであ っ た例は 、 一般審査対象 11 例 、 個別審査対

象 3 例 、 計 14 例であ る 。 1 年間 あた り 2 . 8 例であ り 、 草の実セ ンタ ーのカバー

率な ど を計算に入れる と 全国的 に年間 26 7 例が発生す る と 推定 した。 (2 . 8 × 1 . 4 3
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× 66 . 7 = 1 58 : た だ し 1 . 43 は草の実セ ンタ ーの三重県脳性麻痺のカバー率か ら

の係数 ( 1/0 . 7 ) 、 6 6 . 7 は三重県の脳性麻痺発生を全国の数 と す る た め の係数

( 1 00′1 . 5 ) ) こ の 267 例は 、 現在の実際の年間産科医療補償制度の 申請数に近

似する 。

産科医療補償制度の 申請は 、 ｢分娩時の低酸素な ど は問わない ｣ と さ れてい る 。

ま た 、 障害発生時期 に よ る 除外 と 先天異常な どの疾患特異的な除外の 2 種類の

除外基準に合致せず、 身体障害者障害程度等級に よ る 重症度 ( 1 、 2 級相 当 ) を

満たす例 を 、 草の実セ ンタ ーの 86 例 中 を解析 した。 そ の結果 、 一般審査対象 2 1

例 、 一般審査対象可能性 2 例 、 個別審査対象 3 例 、 計 26 例が対象 と な る と 考 え

られた。 こ れは 1 年間 あた り 5 . 2 例であ り 、 上記 と 同様に計算する と 年間 、 全

国で 496 例 (5 . 2 × 1 . 43 × 66 . 7 = 496 例 ) が 申請対象 と な る と 推定す る 。

本調査 を行っ た と こ ろ 、 周 産期 医療セ ン タ ーの新生児科医や小児科医か ら 、

｢脳性麻痺児を フ ォ ロ ーア ッ プ してい る が 、 申 請 した場合に 、 児が 出生 した産

科施設に迷惑がかか る た め に 、 産科医療補償制度への 申請を奨め て い ない ｣ な

どの理由か ら保護者への説明漏れが あ る こ と が わかっ た。 ま た 、 ｢産科医療補償

制度は 、 分娩時仮死が な い と 申請で き ない と 考 えて いた ｣ な ど 、 申 請基準の誤

解が認め られた。 以上の こ と か ら 現在の 申請数が過少 と な っ てい る と 考 え ら れ

た。
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在胎期間28週未満での

脳性麻痺発生率

東京女子医科大学母子総合医療センター

楠田 聡

　　

テータソース

の 2003年に周産期母子医療センターネッ ト ワー

クデータベースが構築

･ 全国の総合周産期母子医療センターおよび

地域周産期母子医療センタ…が参加

･ 出生体重1500g以下を登録

･ 全国の約 150施設が参加

･ 登録数は5000例/年 ( 70%のカバー率)

･ We b : h tt p : //p l a z a . u m m . a c . i p/n m d a ta/



2 00 3 ~ 2 00塁年に出 生した在胎期間 28週未満の児 77 62仂川
↓-→ - "-→ - 死亡退院 掌れ例 "

t 生存退院 ;, 3増川
I 予後データ有 3 1 2 o仲川

一一L 退院後死亡 3菊川-→旧聞性麻痺 3例 (重度 3例 ) l

-一 l 3歳までに施設入所 潮岬

l 自国性麻痺児全体 l( 3例 十 5例 十 469 4" Il = 47 7例 ) /3 1 2 0 I" -｣

↓

- 重慶脳性麻磨 17 1例 ｣

l 補償対象脳性麻痺 167例

l 1 5歳または3歳時健診で脳性麻痺 469例 十一 脳性麻痺児全体
( 3例 十 5例 十 469 4" Il = 47 7例 ) /3 1 2 0 I" -｣

染色体異常 3例 (ダウ ン症 1例 は除く ) 、

神経疾患 1例

* 髻 重症脳性麻痺

の コメン トで ｢重症心身障害児 ｣

e 3歳までに施設入所

･ 脳性麻痺十以下のいずれかの状況の場合

DQ50未満

DQ測定不能

3歳で歩行不能または実足歩行



全国での28週未満の対象者

の 在胎28週未満の出生数 2667例 ( 20 1 1年 )

e 生存退院 2667 × 0 . 8 2 3 3 7 三 2 19 6例

･ 脳性麻痺 2 1 96 × 4ラフβ 120 = 3 3 6

9 重度脳性麻痺 336 × 1 7 1/47 7 三 1 2 1例

･ 先天異常を除く重度脳性麻痺 1 17例/年

全国出生数 26 6 7

生存率 0 . 8 2 3 3 7 総数 7 7 6 2

, 生存 6 3 9 1

脳性麻痺発生率 0 , 1 5 2 8 85 予後有 3 1 2 0

脳性麻痺 4 7 7

重度脳性麻痺発生率 o358 4 9 1 脳性麻痺 4 7 7

重度 1 7 1

先天異常を除く 1 6 7

全国発生数 1 203 5 3 8



【補償対象脳性麻痺 ( 1 6 7例 ) 内訳1

除外基準に
該当する
先天異常

なし 合計

在胎週数 2 2週 23週 24週 2 5週 2 6週 2 7週

NRFS あ り な し あ り な し あ り なし あ り な し あ り な し あ り な し

9 9 9 g以下 6 8 1 9 1 2 2 0 3 3 0 1 0 2 5 5 1 1 1 4 9

1 0 0 0 - す 0 9 9 6 6 1 2

1 1 0 0 ‐ = 9 9 1 3 4

1 2 0 0 - l 2 9 9 1 1 2

1 3 0 0 ‐ 1 3 9 9 0

1 4 0 0 ‐ 1 4 9 9 0

合計 6 8 1 9 1 2 2 0 3 3 0 1 1 3 1 6 2 1 1 6 7

N RFS
あ り 4 0 24%

な し 1 2 7 7 6 %

【 ｢ N RFSなし ｣ 群の 5分後AP 】 【 ｢ N RFSあ り ｣ 群の 5分後AP】

点数 人数

0 0

　 　

2 3

3 6

4 8

5 2 0 6 点 以下

6 2 5 6 3

7 2 6

8 2 5

9 8

空 白 5

合計 1 2 7

点数 人数

0 1

1 2

2 0

3 2

4 5

5 5 6点 以下

6 6 2 1

7 6

8 6

9 6

空 白 1

合計 40

4



生後 6 ヶ 月 未満における重度脳性

麻痺の診断にかかる後方視的調査

の結果について



｢ 生後 6 ヶ 月 未満にお け る重度脳性麻痺の診断｣ にかか る後方視的
調査の結果について

1 . 調査の 目 的

制度創設時には 、 生後 6 ヶ 月 未満にお け る 重度脳性麻痺の診断は困難 と 判
断 し 、 現行制度にお け る補償申請時期の始期は最も早いケースで生後 6 ヶ 月

と した。 ま た 、 こ の点 を踏ま え 、 生後 6 ヶ 月 未満に児が死亡 した場合は補償
対象外 と 規定 してい る 。

以上についても制度見直 しの検討項 目 の候補 と な り 得 る こ と を想定 し て 、

生後 6 ヶ 月 未満にお け る 早期診断の可能性に関 し 、 参考 と な る データ を収集

する 。

2 . 調査方法

本制度において早期診断の経験が あ る 診断医を対象 と して 、 ア ンケー ト 調

査を行 う 。

①調査対象

生後 6 ヶ 月 時点で診断書が作成 された事案の 中で、 補償対象 と認定 さ

れた事案 40 件にお け る診断医。

②調査手法

個人情報保護を踏ま え 、 上記①の事案の保護者か ら 同意が得 られた 33

件について 、 ｢生後 6 ヶ 月 未満にお け る 重度脳性麻痺の診断｣ に係 る質問

状兼回答書を送付。

3 . 調査結果

上記質問状兼回答書については 、 26 件の回答を得た。

( う ち 1 件について は 、 診断医が診断書作成時点に所属 した医療機関 よ り
転勤 してお り 、 実際 に診断 した児の記録が確認で き ない こ と か ら 、 一般論

に 関する質問 に対 してのみ回答 を得た。 )

○ 診断医が診断 した児 について の質問 に対 して は 、 早期診断が可能で あ

る と の回答が 20 件 (8 0% ) で あ っ た 。

○ 一般論 と して本制度への導入可否について の質問 に対 して は 、 早期診

断が可能で あ る と の回答が 2 1 件 (8 1 % ) で あ っ た 。

※ 早期診断が可能 と 判断 した根拠等の詳細は、 圓國の と お り

4 . 第 4 回 医学的調査専門委員会 (平成 25 年 3 月 l 4 日 開催) に お け る主な意見

○ 約 8 割の小児科医において早期診断可能 と 回答 してい る こ と に非常に

意味が あ り 、 約 2 割の早期診断が可能ではない と 回答 した小児科医には 、

地域で診療 してい る 医師が含まれてい る よ う で あれば、 早期診断が可能

と 判断で き るMR I 画像の所見 を示 してい く と 良い 。

○ 補償申請後 、 審査を行っ てい る 時点ではな く な っ てい る 児 も い る た め 、

生後 6 ケ 月 直前でな く な っ た児について も補償対象 と する こ と で 、 公平

性が保て る のではないか。

○ 早期診断が可能な場合の診断条件等を決めてい く 必要が あ る の ではな



いか。

5 . ま と め

○ 上記の ア ンケー ト 調査の結果 と して 、 ①診断医が診断 した児お よ び②

一般論の双方において 、 約 8 割の診断医が早期診断が可能 と の回答が あ

っ た 。

ま た 、 早期診断が可能な時期について は 、 ①診断医が診断 した児 につ

いては平均 2 , 7 ヶ 月 、 ②一般論について は平均 2 . 5 ヶ 月 と い う 回答であ

っ た 。 (月 数は回答の単純平均)

なお 、 意識 レベル、 自 発運動の有無、 嚥下障害等の特定の項 目 で 、 当

該制度の補償対象 と な る児 の 中 で も よ り 重症度の高い児 において早期診

断が可能であ り 、 M R I 等の画像所見に よ り 一定の診断は可能 と い っ た

回答が多かっ た 。

○ こ れ ら の回答 を踏ま え 、 本制度の補償対象 と な る 児 の 中 で も 特に重症

度が高い児 と 診断す る 項 目 と して 、 児の意識 レベル、 自 発運動の有無、

嚥下障害等の具体的な基準や 、 重度脳性麻痺 と な る MR I 等の画像所見

のパタ ー ンを示す こ と に よ り 、 生後 6 ヶ 月 未満の重度脳性麻痺の早期診

断は可能 と 考え られる 。

なお 、 早期診断が可能な時期について は 、 概ね 3 ヶ 月 頃 と 考え ら れ る 。

リ
ム



図回
小児科医が診断 し た児にかか る 質問

質問 1 ー 1 . 生後 6 ヶ 月 未満での重度脳性麻痺 と な る 脳障害の早期診断の可否

- ( ) ヶ 月 か ら 可能 ･ ･ ･ 20 件1 生後 6 ヶ 月 前に可能で あ る 具体的に ( )

生後0ヶ月 回答数

　 　　 　 　 平均 2 . 7 ヶ 月

2 , 生後 6 ヶ 月 前では可能ではなか っ た 1m 4 件

可能で はなか っ た理由等

･ MR I 所見が必ず し も最重度の障害 (大脳広範囲の壊死な ど ) ではなか っ た 。

･ 急性期の病状が落ち着いた後に 、 ど こ ま で機能回復が見込め る か見極め る の に 、 あ る

程度の期間が必要で あ っ た 。

･ 脳障害が 6 ヶ 月 前か ら 疑われて いま し たが、 症状 ･ 障害の 固定に は 6 ヶ 月 程度の時間

が必要で は と 考え ま し た 。 (今回の児は、 遠方への転居 も あ り 、 早め に記載 し ま した )

･ 自 発呼吸 は あ る も の対光反射は消失 、 痛み刺激以外の 四肢動 き はな い も のの 月 齢 と と

も に痙攣が出現 し症状は変化 した 。 慢性麻痺 と な る 予想はで き たが、 程度の判断に は

時間 を要す る ため 。

3 無回答 … 1 件

。 1 ー 2 . 診 ' 可の B △の 、 n m 凡

1 3 6 5 %

1 8 r 、 9 0%

9 ･ 45 %

1 8 9 0%

n 5 5 %

6 3 0%

1 1 5 5 %

4 2 0%

1 5 %

項 目 別の主な症状

意識 レベル 1 刺激への反応 弼 昏睡 等

自 発運動の様子 … 自発運動な し 等

呼吸状態 鮒 人 □ 呼吸器管理 等

嚥下障害 1 経管栄養 鯛 嚥下不能 等

※ ｢生後 6 ヶ 月 よ り 前に診断が可能で あ る ｣ と 判断 し た 医師に よ り 作成 さ れた専用診断

書 と 、 ｢生後 6 ヶ 月 よ り 前の診断は可能で な い ｣ と 判断 し た 医師に よ り 作成 さ れた専用診

断書に お いて 、 ｢動作 活動の状況及び所見 (下肢 増本幹お よ び上肢の運動 ) ｣ に 関す る

診断結果に差異はな く 、 いずれも全項 目 が不可能 と の診断で あ っ た 。

※ また 、 ｢ 中枢神経系の所見｣ に関す る 自 発運動 、 自 発呼吸 、 人工呼吸器の使用の有無に

関す る 項 目 に つ いて も 、 同様に差異は見 ら れなか っ た 。
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一般論 と し て本制度への導入可否につ いての質問

質問 2 ー 1 . 生後 6 ヶ 月 未満での重度脳障害 と な る 脳障害の早期診断の可否

る 具体的 に ( ) ヶ 月 か ら 可能 … 2 1 件1 , 生後 6 ヶ 月 前に可能で あ る 具体的 に ( )

生後0ヶ 月 回答数
1 6

3 1 2

4 1

1 ~ 2 1

2 ~ 3 1

総計 2 1 平均 2 . 5 ヶ 月

2 生後 6 ヶ 月 前では可能で はなか っ た … 5 件

可能ではなかっ た理由等

･ 前述の よ 効こ症状 ･ 障害の 固定に 6 ヶ 月 程度の時間 が必要 と 考えま した。

･ 本症例の よ う な非常に重度の症例に限れば、 生後 6 ヶ 月 未満の診断が可能な こ と も あ

り ますが 、 超重症例でない場合、 生後早期 に将来の姿勢、 運動の異常 を予知 し き る こ

と は困難であ り 、 生後 6 ヶ 月 未満の認定は困難 と 考え ます。 生後早期 の診断書を ご家

族か ら求め ら れた場合に判断不能な例が多 く 発生する こ と が予想 さ れます。

･ 小児は可能性も 高 く 、 症状の 固定まで時間 を要する 。 ま た 、 所見の評価が難 しいため 。

質問 2 - 2 . 早期診断可の場合の判断根拠

データ 集計 診断可と回答があったもの の割合
妊娠 ･ 分娩経過 、 新生児期の治療経過 1 2 5 7 %
意識レベル ･ 刺激への反応 1 8 8 6 %
瞳孔所見 9 43 %

自 発運動の様子 1 4 6 7 %

異常肢位 ･ 姿勢 、 不随意運動 1 4 6 7 %

姿勢発達の遅れ (未定頚等 ) 1 0 48 %

筋緊張異常 1 3 6 2 %
深部腱反射亢進 9 43 %

病的反射出現 4 1 9 %

呼吸状態 1 7 一 8 1 %
せ 、 蜜 . 笛 . ･ 0

4 1

1 7 一 8 1

1 7 8 1

8 3

1 6 7

項 目 別の主な症状

意識 レベル ･ 刺激への反応 … 昏睡 等

呼吸状態 . … 人 ロ 呼吸器管理 等

嚥下障害 ･ 経管栄養 … 経口 哺乳不可 等

頭部画像所見 ( C T ) … 広範な脳障害 等

頭部画像所見 (MR I ) … 広範な脳障害 等
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質問 3 重度脳性麻痺の早期の診断にかか る その他の意見

【早期診断を可能 と す る 医学的な観点での ご意見 】

･ 重 度脳 障 害 の 明 ら か な 画像 上 の エ ビ デ ン ス 、 特 に di辞use 1ow や multip 1e

encepha1oma1acia 所見が あれば早期診断は可能。
･ 小児 において は 、 ｢発達の可能性｣ が あ る こ と は否定 し ないが 、 明 ら かな脳萎縮が進

行 してい る場合は、 時間的基準は無意味であ る 。 脳萎縮が確認 され、 病状の固定が確

認できれば、 . 人工呼吸器、 経管栄養 、 自 発運動の消失等を基準 と して 、 早期診断を可

能 と する こ と が望ま しい。

･ 脳障害の明 ら かな原因 が あ り 、 2 , 3 ヶ 月 の経過 をみれば、 早期診断 し う る症例が あ

る と 思 う 。

･ 画像診断だけでは予後はわか ら ないが 、 重症新生児仮死の児は 、 比較的早期 の臨床症

状 と 経過であ る 程度推測で き る 。 リ ハ ビ リ に よ る 回復 も 考慮 し 、 1 ~ 2 ヶ 月 程度で診

断が可能 と思 う 。

･ 経 ロ 不能、 気管切開 あ り 、 脳波平坦、 MR I 異常の全て の条件を満たせば 2 ヶ 月 で診

断は可能。 前述の 2 つの条件 を満たせば 3 ヶ 月 で可能。 と い う よ う る こ 、 月 齢に応 じて 、

必須項 目 を見直せばよ い。

･ 重症児は 、 総合的 に判断すれば 1 ~ 2 ヶ 月 で診断可能。 6 ヶ 月 以降 とす る の は明 ら か

に遅いo

･ ｢重度｣ の意味を明確にする事が必要。

･ 超重症例の早期診断は容易。 判断が難 しい事例は時間が経過 してか ら の判断で差 し支

え ない。

･ 常位胎盤早期剥離な どの 明 ら かな分娩時の異常が あ り 、 重症仮死で人工呼吸器管理を

行っ てお り 、 脳波に広範な大脳壊死が認め られる事例に限っ て 3 ヶ 月 で診断可能 と し

て よ い。

･ 症状が重症で脳死状態にな っ てい る児に対 して は、 早期診断は可能で あ る 。 ケースバ

イ ケース で判断すべき 。

･ 最重症例は可能であ る が 、 3 ヶ 月 く ら い経過 しない と 、 長期予後の見極め はでき ない。

中等 、 軽症について は 、 早期診断の確定は難 しい。

【早期診断に慎重な ご意見 】

･ 経験症例が限 ら れてお り 、 明確な診断基準が ないた め 、 将来的 に歩行可能か判断で き

ない。 頭部MR I も診断時期に よ っ て状態が変わ る た め 、 診断結果も変わ る 可能性が

あ る 。 あ ま り に早い診断は 、 障害の宣告に よ る 両親の精神的苦痛の増大、 回復への期

待や可能性を損な う こ と に繋が る リ ス ク が あ る 。

･ ケース に よ っ て は可能だ と 思 う が 、 基本的には現行通 り で よ い。

･ 家族に と っ て 、 早期 に制度 を利用でき る 点は よ いが 、 愛着形成 も含めデメ リ ッ ト も あ

る 。 個人的 に は現行通 り で よ い。

【保護者への支援等 、 医学的 な観点以外での ご意見 】

･ 1 日 で も 早 く 自 宅に戻れ る 為 に は 、 早い金銭的支援が必要。

･ 生後 6 ヶ 月 以内で亡 く な る 児は 、 入院 したま ま 亡 く な る ケース が殆 どで あ り 、 保険診

療でま かなわれてい る ので経済的支援は必要ない。 早期診断は可能であ る が 、 現行通

り で よ い。

･ N I C U か ら在宅移行に際 し 、 早い経済的支援が望まれる 。

･ 家族に と っ て 、 早期の経済的支援が在宅医療や療育に積極的に参加でき る こ と に繋が

る 。 麻痺の程度が強い児は 、 早期診断が可能。
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｢産科医療補償制度 医学的調査専門委員会報告書｣ の概要

亀 調査の 目 的

医学的調査専門委員会では 、 次の 目 的 のた め医学的調査を実施 し 、 これ ら の

調査で得 られたデータ を も 割こ分祈 した 。

①現行の本制度にお け る補償対象者数の推計を行 う 。

②運営委員会にお け る 制度見直 しの検討に あた っ て必要な脳性麻痺発症等

に関す るデータ の収集 ･ 分析等を行い 、 具体的な議論を行え る よ う 整理

する 。

2 . 調査の方法

○ 沖縄県、 栃木県、 三重県において 、 それぞれの調査者に よ り 脳性麻痺に係

る地域別調査を実施 した。

○ 沖縄県調査は 、 1 988 年か ら 2009 年に 出生 した脳性麻痺児について脳性麻

痺児の療育を行っ てい る施設等におけ る診療録に も と づ く 調査であ る 。

○ 栃木県 と 三重県の調査は 、 2005 年か ら 2009 年に 出生 した脳性麻痺児につ

いて身体障害者更生相談所にお け る身体障害者診断書等に も と づ く 調査、

お よ び 2006 年か ら 2009 年に 出生 した脳性麻痺児について 医療型障害児入

所施設等にお け る診療録に も と づ く 調査であ る 。

3 . 補償対象者数の推計

= ) 地域別調査結果に も と づ く 補償対象者数

○ 調査対象のすべての脳性麻痺事例について 、 重症度、 在胎週数 ･ 出生体重、

除外基準の観点で補償対象に該当す る と 考え ら れ る か杏かの判断を 1 例ず

つ行い 、 その結果を も と し こ ｢脳性麻痺の発生率｣ お よ び ｢すべての脳性麻

痺の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の割合｣ を算出 し 、 各地域でのその結

果を用いて 、 補償対象者数の推計値を算出 した 。

○ そ の結果、

･ 沖縄県の調査結果に も と づ く 推計では、 除外基準の適用 に関 し補償対象

者数を少な く 見積 も る と 505 人 、 多 く 見積も る と 5 6 5 人であ っ た 。

･ 栃木県の調査結果に も と づ く 推計では 、 除外基準の適用 に関 し補償対象

者数を少な く 見積 も る と 1 003 人、 多 く 見積も る と 1226 人であ っ た 。

･ 三重県の調査結果に も と づ く 推計では 、 除外基準の適用 に 関 し補償対象

者数を少な く 見積も る と 94 1 人、 多 く 見積も る と 1 5 79 人であ っ た 。 ま

た 、 調査者が一部の施設を も と に推計 した結果は 496 人であ っ た 。

○ 地域に よ り “安 ら っ き がかな り 大 き かっ たが 、 栃木県 と 三重県の調査結果に

よ る推計値は 、 身体障害者更生相談所調査におけ るデータ の収集の限界、

資料4



施設調査 と の突合の限界等の理由で高い数値 と な っ た も の と 考え ら れ る 。

○ 一方、 沖縄県の調査は 、 地理的に他県 と は離れてい る た め県を越えての児

の移動は少ない こ と 、 県内 の小児科医間の連携が密であ り 調査者 ら の長年

にわた る取組みに よ り 脳性麻痺児の把握が十分に され 、 データ の母数が最

も多 く 、 各施設での診療録等を も と " こ収集 さ れた情報であ る こ と な どか ら 、

最 も信頼性の高いデータ であ る と 考え られる 。

( 2 ) 医学的調査専門委員会 と し ての補償対象者数の推計

○ 以上 よ り 、 医学的調査専門委員会においては 、 沖縄県の調査結果に も と づ

き補償対象者数を推計する こ と と した 。

○ 沖縄県調査においては 1988 年~2009 年の 22 年間 に出生 した脳性麻痺児

を調査対象 と したが 、 2008 年 と 2 009 年について は 、 すべての脳性麻痺児

が把握 さ れていない可能性が あ り 、 本制度の補償対象 と な る脳性麻痺の発

生率の減少傾向 の可能性 も踏ま えて 、 ま た統計的に信頼性を確保で き る デ

ー タ数も考慮 し 、 後半の 1998 年か ら 2007 年の 10 年間 に出生 した脳性麻

痺児のデー タ で算出 した。

○ 沖縄県において 1998 年~2007 年に 出生 した脳性麻痺の全例について 、 補

償対象に該当する か否かの判断を行い 、 一般審査 (※ 1 ) 、 個別審査 (※2 )

の それぞれについて 、 ｢沖縄県におけ る補償対象 と な る脳性麻痺の発生数｣ 、

｢沖縄県にお け る 出生数｣ 、 ｢ 2009 年の全国にお け る 出生数｣ よ り 、 全国 に

お け る補償対象者数の推計値を算出 した 。

○ ま た 、 沖縄県にお け る過去の脳性麻痺の発生数を 、 2009 年の全国の発生数

にあてはめ る に際 して は 、 統計学的観点か ら誤差を考慮する必要が あ る た

め 、 真の予測値が含まれ る と 考え られる 区間 について 、 二項分布の正規近

似を用いた方法に よ り 、 推計値の 95%信頼区間 を算出 した 。

○ そ の結果、 補償対象者数の推計値は 48 1 人 、 95%信頼区間は 340 人~623

人であ っ た 。

○ なお 、 創設当初 と 同 じ く 沖縄を対象 と した限定的 な地区での数値に基づ く

推計では あ る も の の 、 前回は 、 補償対象 と な る脳性麻痺の発生数について 、

補償対象の基準であ る ｢重症度｣ ｢在胎週数 ･ 出生体重等｣ ｢除外基準｣ の

それぞれについて基準に該当する割合を検討 し 、 それ ら を掛け合わせる こ

と で算出 していた の に対 し 、 今回は 、 調査対象の全例について審査基準へ

の適合性を一般審査 と 個別審査 と に分けて一例一例精査 して算出 し 、 統計

学的手法を用いて 、 よ り 精緻な補償対象者数の推計を行っ た 。

※ 1 在胎週数 33 週以上かつ 出生体重 2, oo o g 以上

※ 2 在胎週数 33 週以上かつ出生体重 2, o oog 未満、 ま た は在胎週数 28 週以上かつ

33 週未満



○ ただ し 、 推定区間 の幅については、 使用 したデータ の期間が特異な も ので

ない こ と 、 そ の傾向 が今後 も継続する こ と 等い く つかの前提条件が あ る 。

( 3 ) 200 9 年 出生児にお け る調査結果 と補償対象者数の比較

○ 2009 年に出生 した脳性麻痺児について 、 調査の 当該地域におけ る これまで

の実際の補償対象者数 と 当該地域の調査で補償対象 と 考え ら れた脳性麻痺

児の数 と の比較を行っ た 。

○ 沖縄県、 栃木県 、 三重県の 3 県において 、 これま で補償対象 と認定 さ れた

件数 8 件に対 して 、 補償対象 と 考え ら れる件数は 、 少な く 見積 る と 1 6 件 、

多 く 見積 る と 40 件であっ た 。

○ こ の よ う な補償対象者数の推計値 と 実績の補償対象者数の垂離に関 して 、

分娩中 の異常や仮死、 除外基準等 と補償対象範囲について 、 周知が十分 さ

れていない可能性が あげ られる 。 こ のため周知徹底を早期に行 う こ と が重

要 と 考え られる 。

以 上
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補償申請の促進に関する 緊急対策会議 委員一覧

【委員 】

氏名 所属 ･ 役職

○石渡 勇 日 本産婦人科医会 常任理事

朝貝 芳美 日 本 リ ハ ビ リ テーシ ョ ン医学会 理事

池 田 智明 三重大学医学部産科婦人科学 教授

岩城 節子 全国重症心身障害児 (者) を守 る会 理事

岩下 光利 日 本産科婦人科学会 副理事長

大野 耕策 日 本小児神経学会 理事長

岡 明 東京大学大学院医学系研究科医学部小児科 教授

岡本 喜代子 日 本助産師会 会長

北住 映二 日 本重症心身障害福祉協会 業務執行理事

楠 田 聡 東京女子医科大学医学部母子総合医療セ ンタ ー 教授

染屋 政幸
千葉県千葉 リ ハ ビ リ テーシ ョ ンセ ン タ ー

総合療育セ ンタ ー長

保高 芳昭 読売新聞東京本社 編集委員

○ : 座長

【 オブザーバー 】

厚生労働省 医政局総務課医療安全推進室

厚生労働省 社会 ･ 援護局障害保健福祉部企画課



L資料釧

③ 平成2 5年 5 月 2 4 日

産科医療補償制度 再発防止委員会

委員長 池ノ上 克

｢第 3 回 産科園療補償制度 再発防止に関する報告書｣ についてのお願い

拝啓 時下ますますと清祥の段、 お慶び申 し上げます。

平成 25 乙年 5 月 7 日 に公法き しま した ｢第 3 回 産科医療補償制度 再発防止に関する報

告書｣ においては、 ｢腰帯脱出るこついて｣ 、 ｢常f湖髀盤埠剪期剥離について｣ 、 ｢子宮収縮薬に

ついて一 、 ｢新生児錮姓について｣ 、 および ｢分娩中の胎児心拍数聴取について一 の 5 テ-

マについて、 再発防止鱗観点から分析しています。

その中で、 再発防止および灌詳斗医療の質の向上に向けて、 鷁会 ･ 職能団体の皆様に取

り 組んでいただく こ と が重要である こ とから 、 本報告書に学△ ' 職能団体に対する要望

を記載しています。

このよ う なこ とから 、 平成 2辱年 5 月 14 日付けで産科医療補償制度の運営細緻である

公益財団法人 日本国癖機能評価機構よ り ｢『第 3 回 産科医療補償制度 再発防止に関す

る報告書』 に記載されている 『鮎会 ･ 職瀧団体に対する要剴 について (儀覊 一 切孫沃

1 ) を発出 して、 これらの取 り 組みについてお願いを してお り ますが、 再発防止委員会

委員長と して も 、 貴会に関連します要望につきま して、 再発防止およ湘弊斗医療の質の

向上に向けて、 取 り 組んでいただきますよ う お願い申 し上げます。

今後 と も 、 原因分析 ･ 再発防止につきま して、 当量角扶 ご協力賜 り ますよ う お願い申

し上げます。 末筆なが ら 、 鋼後益々のご健勝をお祈 り 申 し上げます。

敬具



鬱
医政総発 0 5 0 7 第 1 号

平 成 2 5 年 5 月 7 日

饉繊麗〕
都 道 . 府 県

各 保健所設置市 医政主管部 (局 ) 長 ･ 殿

特 別 区

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長

く 公 印 省 略 )

産科医療補償制度第 3 回再発防止に関する 報告書の公表について

医療行政の推進につ き ま しては 、 平素か ら格別の御高配を賜 り 厚 く 御礼 申 し上げま す。

産科医療補償制度につ き ま しては 、 平成 2 1 年 1 月 か ら 、 安心 して産科医療を受 け ら

れ る環境整備の一環 と して 、 ①分娩に関連 して発症 した重度脳性麻痺児 と その家族の経

済的負担を速やかに補償 し 、 ②脳性麻痺発症の原因分析を行い 、 同 じ よ う な事例の再発

防止に資する情報を提供 し 、 ③ これ ら に よ り 、 紛争の防止 ･ 早期解決お よび産科医療の

質の 向上を 図 る こ と を 目 的 と して (公財) 日 本医療機能評価機構において実施 してお り 、

今般 、 同様の事例の再発防止及び発生の未然防止のた め 、 ｢第 3 回再発防止 に関する報

告書｣ が公表 さ れま した。

貴職におかれま して は 、 本報告書の内容を御確認の上、 貴管内 医療機関 に対 して 、 周

知方お願いいた し ます。

なお 、 本報告書につ き ま しては 、 別途 、 (公財) 日 本医療機能評価機構か ら 各都道府

県知事、 各保健所設置市長及び各特別区長宛に送付 さ れてお り 、 同機構の ホームページ

(ht中 “www. s anka ‐hp i c qhc ‐ o r . jp /mdex . h tm1況こ も 掲載 さ れてい ま す こ と を 申 し添

えます。
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騙り 医政総発 0 5 0 7 第 2 号

平 成 2 6 年 5 月 7 日

(別記 関係団体の長) 殿

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長

( 公 印 省 略 )

ナ ノ 、

産科医療補償制度第 3 回再発防止 に関する報告書の公表について

医療行政の推進につき ま して は 、 平素か ら格別の御高配を賜 り 厚 く 御礼 申 し上げます。

産科医療補償制度につき ま しては 、 平成 2 1 年 1 月 か ら 、 安心 して産科医療を受 け ら

れる環境整備の一環 と して 、 ①分娩に関連 して発症 した重度脳性麻痺児 と その家族の経

済的負担を速やかに補償 し 、 ②脳性麻痺発症の原因分析を行い 、 同 じ よ う な事例の再発

防止 に資する情報を提供 し 、 ③ これ ら に よ り 、 紛争の防止 ･ 早期解決お よ び産科医療の

質の 向上を図 る こ と を 目 的 と して (公財) 日 本医療機能評価機構において実施 してお り 、

今般 、 同様の事例の再発防止及び発生の未然防止 のた め 、 ｢第 3 回再発防止 に関す る報

告書｣ が公表 さ れま した 。

貴職におかれま しては 、 本報告書の内容を御確認の上 、 貴会会員に対 して 、 周知方お

願いいた します。

な お 、 本報告書に つ き ま し て は 、 (公財 ) 日 本医療機能評価機構の ホ ー ム ペー ジ

(http : //www . s anka ･ hp . j c qhc . o ヱ Jp /1n dex .html) に 掲載 さ れていま すこ と を 申 し添え

ます。
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(別 記 )

社団法人 日 本医師会

一般社団法人 日 本病院会

公益社団法人全国 自 治体病院協議会

社団法人全 日 本病院協会

社 団法人 日 本医療法人協会

公益社団法人 日 本看護協会

公益社団法人 日 本薬剤師会

一般社団法人 日 本私立医科大学協会

社団法人 全国社会保険協会連合会

日 本赤十字社

社会福祉法人恩賜財団済生会

独立行政法人国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構

国家公務員共済組合連合会

社団法人地方公務員共済組合協議会

社会福祉法人北海道社会事業協会

財団法人船員保険会

一般社団法人 日 本病院薬剤師会

日 本製薬団体連合会

公益社団法人 日 本臨床工学技士会

防衛省人事教育局

文部科学省医学教育課

財団法人厚生年金事業振興団

全国厚生農業協同組合連合会

一般社団法人国立大学付属病院長会議

全国公私病院連盟

日 本病院団体協議会

健康保険組合連合会

日 本医療機器産業連合会

社団法人 日 本重症児福祉協会

新生児医療連絡会

全国周産期医療連絡協議会

社会福祉法人 日 本肢体不 自 由児協会

日 本小児総合医療施設協議会

公益社団法人 日本産婦人科医会

社団法人 日本助産師会

全国助産師教育協議会

一般財団法人 日 本救急医療財団

宮内庁長官官房秘書課

法務省矯正局矯正医療管理官

独立行政法人国立印刷局病院運営担当部

独立行政法人国立国際医療研究センター

独立行政法人国立成育医療研究センター

独立行政法人国立循環器病研究センター


